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2022年。COVID-19が続く中で、大きな環境変化の中心となっているのはウクライナ侵攻ではないでしょうか。1996年のサ
ミュエル・ハンチントン著「文明の衝突」において、ロシアとウクライナは、「調和のとれた共存を実現するかもしれないが、
滅多なことではそうはならないだろう」と指摘されている通り、既に26年前に予測されていたリスクが顕在化したものと捉
えることができます。一方で、グローバル化によって相互依存度の高まった経済の中においては、エネルギーや半導体など
安易な外部依存がもたらす経済的、外交的、国防的なリスク、小麦の世界的生産地での戦闘行為による食糧不足、穀物価
格の上昇によるインフレ、エネルギーポートフォリオにおいても石炭火力比率上昇による気候変動への悪影響、など直接
的・間接的影響が発生しています。

さて、デロイトは、ガバメント・インサイト・センターというパブリックセクター専門のリサーチセンターを保有しており、グ
ローバルにおける政府機関の変革のドライバーを継続的に分析しています。国のあり方、法令や規制の違いもあるなかで、
パンデミックというグローバル共通の課題に対して、海外事例には学ぶべきものあり、「グローバル」を一つの視点とするこ
とで多くの示唆を得ることができます。
このグローバルリサーチの最新版レポートであるガバメント・トレンド2022では、以下の３つのテーマが中心となっておりま
す。
①�レジリエンスの構築：将来起こりうる危機に対応できる、長期的なレジリエンス（強靭性）に着目する
②�つながることによる大きな価値の創出：組織の構造、システム、データ共有の方法の全面的な見直しと統合により、今ま

で以上のインパクトを創出する
③�あらゆる人々に向けた政府：プログラムやサービスを真に公平かつ包摂的なものにする

具体的には、①のレジリエンスの構築は、まさに冒頭に申し上げた様な危機への対応力のことです。既に顕在化したパン
デミックのみならず、地政学上、気候変動、経済危機などのリスクを長期的視点で見極めて政策を考え続ける必要がありま
す。②つながることによる大きな価値の創出は、縦割り弊害の打破。よく言われることですが、こども家庭庁やデジタル庁な
ど日本でも既に計画中、現在進行中のもあります。外部の力を取り込んだり連携を活性化させることでイノベーションを誘
発させる触媒的な役割が行政機関に求められているということは、我が国だけではなく世界的なトレンドになっています。
③あらゆる人々に向けた政府というのは、我が国で言えばまさにデジタル庁が「誰一人取り残されない、人に優しいデジタ
ル社会」を標榜している様に、年齢、障害や疾病の有無、地理的な制約、経済的な状況等にかかわらず、個々人が各々の必
要に応じて、誰もが恩恵を享受することのできる社会を実現することです。
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COVID-19、気候変動、ウクライナ危機など、国の枠組みを超えたところで変化は起き甚大な影響を行政機関に求める傾向
が益々強くなってきています。

デロイト トーマツ グループは、今後もグローバルにおける行政・公共機関における先進事例を継続的に分析し、我が国に
とっても意味のある最新のトレンドを取り込み、実装していくことを支援することで、行政機関のチャレンジとその成功に向
けて尽力してまいります。

ガバメント・トレンド2022（日本語サマリー）編集責任者

森　修一
デロイト トーマツ コンサルティング
執行役員　パートナー
パブリックセクター　リーダー

香野　剛
有限責任監査法人トーマツ
リスクアドバイザリー事業本部　Government & Public Servicesユニット長 
デロイト トーマツ合同会社　ボードメンバー 
パートナー／公認会計士

ガバメント・トレンド2022



目次

パンデミック後の世界を再形成する10のトレンド	 2

気候レジリエンスの向上：行政機関による気候変動への取り組み	 8

サプライチェーンの国内回帰と「フレンドショアリング」：

サプライチェーンの再編による経済的レジリエンスの向上	 20

未来志向の労働力：未来に適応できる働き手の育成	 31

つながりあう行政：大きなインパクトを生む連携体制の構築	 41

データ駆動型の行政：データ活用の加速化でサイロを打破	 51

カタリスト（触媒）としての行政：イノベーションを生むエコシステムの推進	 59

世界的公衆衛生パートナーシップの新時代：よりよい健康を確保するための協働	 71

あらゆる人々に向けたデジタルアクセスの実現：デジタルサービスの提供における公平性	 83

包摂的な関与に向けた社会のデザイン：

豊かなコミュニティのつながりを生むデジタルコミュニケーション	 93

社会的支援の再構築：社会のセーフティネットの再編	 102



パンデミック後の世界を再形成する
10のトレンド
今日の政府に最も大きな変革をもたらすトレンドとは
どのようなものでしょうか。

ウィリアム・エガース、マイク・カニング、ベス・マクグラス

世 界中の誰もが、2022年までには今回のパンデ
ミックが収束し、各国も通常の状態に戻りつつ
あること、あるいは、少なくともニューノーマルが

確立されていることを期待していました。しかし、多くの国に
おいては、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）による混
乱が続いており、各国の政府は依然として、パンデミックによ
る経済活動の大規模な中断と、前例のない社会的支援の需
要の高まりを伴う医療危機という、特別な課題に直面してい
ます。

経済協力開発機構（OECD）が「この危機の最大の教訓は、
政府は信頼と透明性を確保しながら、未来の危機に迅速か
つ幅広く対応する必要がある」1と述べているように、パンデ
ミックが徐々に収まりつつある中、各国の政府は未来に向
けた取り組みを始めています。

昨年刊行した「ガバメント・トレンド2021」では、アジリティ
の強化、活動の見直し、信頼の再構築を目指す政府の取り
組みに焦点を当てました。「ガバメント・トレンド2022」では、
これらのテーマを踏襲しながら、各国の政府が未来に備え
るために取り組んでいる活動を重点的に取り上げます。今
回、本レポートでご紹介する今日の行政に最も大きな変革
をもたらす10のトレンドは、次の3つのテーマに分けられま
す。

・ �レジリエンスの構築：将来起こりうる危機に対応できる、
長期的なレジリエンス（強靭性）に着目する

・ �つながることによる大きな価値の創出：組織の構造、シス
テム、データ共有の方法の全面的な見直しと統合により、
今まで以上のインパクトを創出する

・ �あらゆる人々に向けた政府：プログラムやサービスを真
に公平かつ包摂的なものにする

図1は、本レポートを含む、過去3年間に刊行したガバメン
ト・トレンド・レポートで紹介した全てのトレンドが、どのよ
うに関連し合い、そしてどのように進化してきたかを視覚的
に示しています。「デジタルガバメント」などの課題について
は、3年間を通じてテーマとなっています。「政府への信頼」
や「包摂的なサービスの確立」といった課題は、近年になる
ほど目立ってきています。この図はまた、レジリエントな（強
靭性の高い）政府の重要性の高まりを示しています。
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図1

2020年から2022年までのガバメント・トレンドの進化
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2022年の行政を変革する10のトレンド

テーマ1：レジリエンスの構築
レジリエンスとは、従来の社会のあり方を一変させるような
出来事へ適切に対応する能力のことであり、その構築は長
期的な課題です。例えば、行政のあり方が問われるような
混乱をもたらす事態は、パンデミックだけではありません。
テクノロジーの変化、気候変動、地政学リスク、経済危機、
サプライチェーンの問題も、行政がレジリエンスの向上に取
り組む領域です。

トレンド#1：気候レジリエンスの向上：行政機関によ
る気候変動への取り組み
気候レジリエンスは、行政機関の長にとって最重要課題と
なっており、気候変動対策を自らのミッションと関連付ける
ようになってきています。自身の所管が環境分野と直接関
係していなくても、気候変動を優先事項に掲げる行政機関
は増え続けています。例えば都市計画においては、データ
分析を活用することで、気候変動がもたらす混乱に備える
方法を模索しています。世界各国の政府も、より強靭なイ
ンフラを構築するための投資を拡大しており、各地域の対
応能力を強化して異常気象に耐えられるようにするととも
に、不利な状況にある地域が、気候変動に関連するリスク
に単独で対処しなければならなくなる事態を、未然に防ぐ
ようにしています。

トレンド#2：サプライチェーンの国内回帰と「フレンド
ショアリング」：サプライチェーンの再編による経済的
レジリエンスの向上
サプライチェーンの問題は、供給元と消費者の双方に不足
を生じさせています。必要不可欠な物品が国全体で入手困
難になる危機にさらされている例もあります。この状況に
対処するため、政府は重要なサプライチェーンの国内回帰
を促進することで、海外依存度を引き下げ、レジリエンスを
高めています。国内回帰が難しい場合、関係の良好な国に
ある信頼できる供給元とネットワークを構築する「フレンド
ショアリング」という方法を採る国もあります。

パンデミックだけが、行政のあり
方が問われるような混乱をもた
らす事態ではありません。テクノ
ロジーの変化、気候変動、地政学
リスク、経済危機、サプライチェー
ンの問題も、行政がレジリエンス
の向上に取り組む領域です。

トレンド#3：未来志向の労働力：未来に適応できる働
き手の育成
COVID-19のパンデミックは、労働力に大きな混乱をもたら
しました。パンデミック以前から、飛躍的なテクノロジーの
進歩によって労働者を取り巻く状況は変化し続けており、特
定の職業では、スキルのミスマッチや需給ギャップが拡大し
ていました。今日では、労働参加率が低下するとともに、従
業員のストレスが高まっており、多くの国々において「大量
退職時代（Great resignation）」と呼ばれる事態が起こって
います。政府は、労働市場の効率性の改善と未来に適応で
きる働き手の育成という大きな狙いの下、新たな経済環境
と労働政策（教育、技能訓練、認定資格、雇用の枠組み等の
刷新を含む。）を整合させるべく取り組んでいます。

テーマ2：つながることによる大きな価値の創出
行政機関は、より大きなインパクトの創出及び重大な課題
に対応する際の制限という問題を対処しようとしており、特
に、各行政機関の所掌範囲にまたがるエコシステムの課題
を克服しようとしています。

行政機関の体制を、単純な部門別の枠ではなく「課題」を中
心にして再編することで、複雑な社会課題に対してより良
い対応を取ることができます。データ共有は、「サイロ化を
打破する」取り組みにおいて極めて重要な役割を果たすと
ともに、各行政機関をつなぐ糸となります。また、行政機関
はイノベーションエコシステムにおいてカタリスト（触媒）と
しても機能し、より良い協働や社会問題の包摂的な解決を
促進します。さらに、未来の公衆衛生の混乱に全世界で備
えるため、各国間でも協働する機運が高まっています。
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トレンド＃4：つながりあう行政：大きなインパクトを
生む連携体制の構築
行政機関の内部や各行政機関の間に存在するサイロは、
長きにわたり、複雑な問題への対処、サービスの提供、行政
全体としての目標の達成を阻む障害となってきました。行
政機関は、COVID-19から高まる包摂的なサービスに対する
市民の期待を受け、各行政機関の枠を超えた体制作りに取
り組んでいます。この体制は、サイロを打破し、各行政機関
が連携し、複雑な市民のニーズに対応しようとするもので
す。例えば米国では、「子ども政策評議会」を立ち上げる州
や地域が増えています。複数の関連機関における責任者は
この体制を通じて、共通の目標の下、幼児教育や就業・就
学機会を失った若年層向けプログラムなどの幅広い課題
に取り組んでいます。

トレンド#5：データ駆動型の行政：データ活用の加速
化でサイロを打破
パンデミックは、データ共有の重要性を明確に示しました。
効果的なデータ共有のためには、クラウドや高度なデータ
管理ツール、統合IDなど、基盤となるインフラが必要となり
ます。これは、スプレッドシートをメールで送信することでは
代用できません。こうしたツールを導入していなかった行政
機関は遅れを取り戻そうと努力し、そして多くの組織におい
ては最高データ責任者（CDO）という新たな役職が設置さ
れました。データを使った協働に向けたこのトレンドは、共
有したデータから今まで以上に大きなメリットを生み出す
ことを目標としています。

トレンド＃6：カタリスト（触媒）としての行政：イノベー
ションを生むエコシステムの推進
あらゆる公共の問題を、行政機関自身が解決する必要はあ
りません。いくつかの国の政府は、困難な問題をすべて自ら
で解決しようとするのではなく、カタリストとして機能するこ
とで大きな成果を上げています。行政機関は、支援者、出資
者、主催者又はエコシステムの中心者として、様々な方法
でイノベーションを促進することができます。また、外部機
関のイノベーションを起こす力を公共問題の担当者と結び
付けたり、次世代型テクノロジーを推進したりすることで、
あらゆる公共の問題の解決を加速させることができます。

行政は、より良い協働や社会問
題の包摂的な解決を促進するた
め、イノベーションエコシステム
のカタリスト（触媒）としての役割
も果たしています。
トレンド#7：世界的公衆衛生パートナーシップの新時
代：よりよい健康を確保するための協働
パンデミックは、世界が相互につながるにつれて、病原菌の
拡散リスクが高まることを示しました。しかし同時に、今回
と同様又はそれ以上の規模の危機に立ち向かう上では、こ
の相互連携により、歩調を合わせた対応を取ることが如何
に有用であるかということも示しました。デジタル化の進展
が追い風となり、世界が協働する流れは、将来の公衆衛生
の混乱に対する準備のために活発化しています。より多くの
国の政府が国際機関と協働し、早期警戒体制の整備、科学
的な研究開発の加速、開発途上国における公衆衛生の対
応能力の構築を進めています。
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テーマ3：あらゆる人々に向けた政府
パンデミックを契機として、ダイバーシティ（多様性）、エクイ
ティ（公平性）、インクルージョン（包摂性）が議論されるよう
になりました。例えば、コロナ禍において行政機関が各種
サービスをオンラインに移行する際、デジタルサービスへの
接続性を改善することが重大な課題となりました。さらに、
行政機関の長は、サービスの提供方法を改善し、不利な境
遇にあるコミュニティに対してもより大きな影響をもたらせ
るように、社会的支援のプログラムを再考しています。

トレンド#8：あらゆる人々に向けたデジタルアクセス
の実現：デジタルサービスの提供における公平性
リモートワーク、オンライン授業、遠隔医療は、COVID-19の
パンデミックに対応するために政府が活用したデジタル
ツールのうち、ほんの一握りにすぎません。一方、これにより
デジタルデバイドと公平性の問題も顕在化しました。例え
ば、世界人口のうち40パーセントに当たる人々は、未だに
インターネットを利用できません。デジタル情報とデジタル
ツールへのアクセスが不十分であることは、何十億人もの
人が拡大するデジタル化の取り組みから取り残されること
につながるということを、政府は強く懸念しています。それ
に対応すべく、政府は、デジタルアクセスの可用性、導入容
易性、導入率の向上に取り組み、デジタルデバイドの解消
を目指しています。また、不利な境遇にある人々が行政サー
ビスや社会的支援を円滑に利用できるよう、デジタルのプ
ラットフォーム、エコシステム、インフラの再設計を進めてい
ます。

トレンド#9：包摂的な関与に向けた社会のデザイン：
豊かなコミュニティのつながりを生むデジタルコミュ
ニケーション
情報を必要としている人々に向けて、行政が不要な情報を
取り除いた正確で重要なメッセージを届けることは、施策
の成功のためには欠かせません。良好なコミュニケーショ
ンは信頼構築につながり、包摂的な関与を推進する上で重
要になります。社会的に取り残されたコミュニティと関わる
ための新たな手段と実践方法に焦点を当て、行政機関は
従来のコミュニケーション方法を見直しています。

トレンド#10：社会的支援の再構築：社会のセーフ
ティネットの再編
パンデミックは、社会的支援の制度にとって、多大な負担と
なっています。そのため、行政機関は、公平で切れ目がなく、
なおかつ効果的な社会的支援の提供方法について再検討
を余儀なくされています。その結果として、社会的支援を担
当する各行政機関の長は、複数の情報源からなるデータを
統合して早期に支援策を策定し、人間中心の視点からプロ
グラムを設計し実行しています。これにより、支援の受け手
が安定した生活を早期に確立できるよう、より包摂的な支
援を提供できるようになっています。さらには、個人とコミュ
ニティのレジリエンスの構築にも投資が行われています。

さらに、行政機関の長は、サービスの提供方法を改善し、不利な境遇
にあるコミュニティに対してもより大きな影響をもたらせるように、社
会的支援のプログラムを再考しています。

注釈

1.	 OECD, “Government at a glance 2021,” July 9, 2021.
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極 端な降雨量不足の影響により、2019年と2020年
に発生した森林火災が、南オーストラリアの広
大な自然を焼き尽くしました。黒い煙が空を覆

い、野生の動植物の命が奪われただけでなく、最も重要な
エネルギーインフラ設備も被害を受け、災害の最中に何万
人もの人々が停電した自宅に残されました。その数カ月後
の2021年2月に全く違う気象現象が地球の反対側の米国・
テキサス州で発生することで、その国の政府は国民に電力
を供給できない事態に陥りました。例年にない大寒波に見
舞われ、天然ガス田、風力タービン、石油パイプラインが凍
結したことで同州の電力供給網が崩壊し、何百万人もの住
民が、電力が使えない厳しい状況にさらされることになり
ました。

気候変動によって激化する異常気象が、水、電力、その他の
サービスの提供に混乱をもたらし続けている現在、世界各
国の行政機関は気候レジリエンス、つまり、気候変動の悪
影響に対応、回復、適応する能力の向上を優先目標に掲げ
ています。

気候レジリエンスの向上
行政機関による気候変動への取り組み

ブルース・チュー、イレナ・ピコラ、リチャード・ロングスタッフ、ティファニー・フィッシュマン、濵﨑 博

行政機関は、気候レジリエンスの法制度化に取り組んでい
ます。その方法としては、気候変動対策と組織自身のミッ
ションとの関連付け、未来に備えた重要なインフラの準備、
プログラムへのClimate Justice（環境による負担や利益を
公平・公正に共有し、環境問題により途上国や貧困層など
の不利な境遇にあるコミュニティが受ける被害や権利を保
護するという人権的な視点）の組み込み、一連の行動計画
の実施に向けた官民パートナーシップによる連携、未来の
破壊的な気候変動に備えるためのデータ分析能力の強化
などがあります。

トレンドの推進要因

・ �COVID-19への対応から学んだ教訓は、気候、公衆衛生、
その他どんな要因であれ危機が発生した際に強力なレジ
リエンスが必要とされるという点を過小評価してはなら
ないということです。

・ �異常気象の頻度と激しさが増していることにより、徐々に
公共セクター内に危機感が浸透してきています。

ガバメント・トレンド2022
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・ �オペレーション、サプライチェーン、人々の生活などの破
綻が頻度を増すことによって、さらに広範な気候変動対
策に取り組まざるを得なくなっています。

・ �経済、社会的な観点、オペレーションの継続性の観点から考
えると、対策を講じないことの代償は非常に高くつきます。

・ �気候変動に適応する事業への投資を進めることで、雇用
を創出し、大きく経済的成長を喚起できます。

現在見られるトレンド

気候レジリエントな行政機関は、気候変動に関係した混乱
が起きた場合に、行政機関自身のミッションを遂行し、気候
変動の悪影響から住民とコミュニティを守ることができる
強力な対応能力を備えています。

交通セクターを例に考えてみましょう。異常気象下の交通
網の混乱は、商品や人の移動に影響するのみならず、医療
などの極めて重要なサービスや雇用へのアクセスを制限す
ることにもなります。未来に起きうる混乱を緩和すべく、英
国の国営鉄道事業者であるNetwork Railは、気候レジリエ
ンス向上に取り組んでいます。時間の経過とともに雨量、洪
水が増加するという予測に対応するため、Network Railは
総合的な排水管理方針を導入しました。また、洪水からイン
フラを保護し、気候変動が旅客輸送に及ぼす影響を最小限
に抑えるため、主要路線沿いの排水システムに投資してい
ます。

気候変動問題とミッションとの関連付け
気候変動が、中央政府、地域、地区行政などあらゆるレベ
ルの行政機関のミッションを方向付けるようになっていま
す。今後数十年のうちに、気候変動が行政運営をめぐる状
況を大きく変えるでしょう。プログラム全体の再考を迫られ
る行政機関も出てくるかもしれません。行政機関は、気候
変動がいかに自らのミッションに影響するのかを理解して
受け入れたうえで、自らの目標に整合し推進する行動を取
る必要があります。

気候変動が、中央政府、地域、地
区行政などあらゆるレベルの行
政機関のミッションを方向付け
るようになっています。

米国国防総省（DoD）は、気候レジリエンスを自身のミッ
ションに関連付けており、極端な高温・低温、海面上昇や異
常気象が、軍事施設の損傷、軍事能力の低下、作戦実行条
件の悪化、世界のさらなる不安定性と対立激化をもたらし
ていると述べています。気候変動を国家安全保障に関わる
実質的な脅威と認識した国防総省は、気候変動適応計画
を発表して、未来に対応した軍事施設の整備、気候変動に
対応した軍隊の構築、異常気象に耐えうるサプライチェー
ンの確保、気候変動関連情報を取り入れた意思決定の実
践教育と定着に取り組んでいます。

社会的レジリエンスへの投資
政府は、レジリエントなインフラ構築への投資も増やしてお
り、各地域の対応能力を強化して異常気象に耐えられるよ
うにするとともに、不利な境遇にある地域が単独で気候関
連リスクに対応しなければならない事態を未然に防ぐよう
取り組んでいます。対応を講じないことの代償は、甚大にな
る可能性があります。インドネシアでは、世界でも最も早く
水没する都市の1つであるジャカルタから首都を移転させ
ると320億米ドルのコストが発生すると見込まれています。

2021年9月にデロイトの「State of Consumer Tracker」で
は、23カ国の2万3,000人を対象に調査を行いました。その
結果として、半数近くの回答者が、過去6カ月間で1回以上、
気候変動に関連した現象を実際に経験していました8。

気候レジリエンスの向上：行政機関による気候変動への取り組み
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図1

半数近くの回答者が、過去6カ月間で1回以上の気候変動に関連した現象を直接経験
している

注：サンプル数 ＝ 23カ国の2万3000人
出典：Deloitte State of Consumer Tracker（2021年9月）

過去6カ月間で気候変動に関連した現象を経験した回答者の割合（国別）
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データ分析は、こうしたリスクを理解、低減するにあたっ
て要となる役割を果たします。意思決定を支援するため、
2021年に米国連邦緊急事態管理庁は、米国全土の脆弱性
を18のリスク要因別に、州、群の単位で地図上に表示する
ウェブベースのツール「National Risk Index」を公開しまし
た。このツールは、行政機関や地域社会が最も必要として
いる場所にリソースと対策を振り分ける支援をすることを
目的としています9。

気候変動による破壊的な影響に対処するレジリエンス構
築を目的とした大規模なインフラ計画への政府投資は、海
面上昇と異常気象による最大のリスクに直面している沿岸
部の都市において特に顕著に見られます。世界各国の沿岸
都市は、防潮堤や大水門といったハードインフラ整備に注
目しています。ヴェネツィア（イタリア）は世界でも最も洪水
が発生しやすい都市の1つですが、同市は海面上昇と高潮
から街を守る水門のシステムであるModulo Sperimentale 
Elettromeccanico（MOSE）を建造しました10。

しかし、真にレジリエントな社会を構築するためには、こう
した投資は、停電や断水に対応できるリソースを有していな
い人達も含めたあらゆる人々を守るものでなくてはなりま
せん11。公平性というレンズを通して物事を検討することで、
政府は取組による環境面のインパクトだけでなく、より大
きな社会的、経済的な成果を評価できるようになります12。�
このアプローチの一例として挙げられるのが、米国連邦政
府のJustice40イニシアチブです。この取り組みは、関係する
連邦政府の気候対策投資から得られた全利益の40%を、
不利な境遇にあるコミュニティに配分し、歴史的にこうした
コミュニティに投資されてこなかった問題への対応を目的
としています13。

デロイトが2021年9月に発表した「State of Consumer 
Tracker」では、3分の2の回答者が、自国の政府には気候変
動対策をより一層講じて欲しいと考えています14。

政府は、レジリエントなインフラ構築への投資も増やしており、各地
域の対応能力を強化して異常気象に耐えられるようにするとともに、
不利な境遇にある地域が単独で気候関連リスクに対応しなければな
らない事態を未然に防ぐよう取り組んでいます。

気候レジリエンスの向上：行政機関による気候変動への取り組み
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図2

3分の2の回答者が、自国の政府に対して気候変動対策をより一層講じて欲しいと考え
ている

注：サンプル数 ＝ 23カ国の2万3000人
出典：Deloitte State of Consumer Tracker（2021年9月）

自国の政府は気候変動対策をより一層講じるべきだ（全世界の調査平均）
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データを活用して未来を予見する能力の構築
レジリエンスは情報、つまり、気候変動による具体的な脅
威、その発生の見込み、潜在的な影響、それらの脅威に対す
るコミュニティの脆弱さを理解し、慎重に検討することから
始まります。政府はこのレベルの具体性をもって、無駄を最
小限に抑えながら効果的かつ有意義な対策を講じる必要
があります。例えば、米国海洋大気庁（NOAA）は最近、様々
な場所の森林火災、洪水、干ばつ、熱波など壊滅をもたらす
気候災害の影響の受けやすさについて、郡レベルの情報を
表示できる双方向型のマップを発表しました。このツール
は、州、地区の行政機関の行動計画策定の支援を目的とし
ています15。

行政機関はデータ分析ツールを活用することで、自身の
ミッションを複雑にし、時にはミッション自体を変えてしま
いかねない力や現象に備えやすくなります。政府は、産業界
や学術界との連携を通じて人工知能（AI）や機械学習を対
策のツールに加え、膨大な気象データの解析、パターンの
特定、緩和戦略の計画に活かしています。英国気象庁は、現
在Googleと共に、AIによる気象予測精度向上の可能性を
調査しています16。

衛星画像を活用したケニアの家畜保険

畜産業はケニアにおける経済の主要産業であり、GDPの12%以上を占めています。しかし、ケニアの国土は70%以上
が乾燥地、もしくは半乾燥地であり、干ばつの影響を非常に受けやすくなっています17。気候変動により干ばつの発生
頻度は増え、その被害も深刻化し18、環境と経済に破壊的な結果をもたらす可能性があります。飼料不足や水不足で
家畜が死んでしまうと、畜産業を唯一の収入源とする多くの牧畜家が大打撃を被ることになります19。

特に干ばつの影響を受けやすい牧畜家のレジリエンスを高めるため、ケニア政府は国際家畜研究所、世界銀行、保険
会社数社のコンソーシアムと合同で、ケニア家畜保険プログラム（KLIP）を立ち上げました。KLIPは、牧草地の状況の
評価に衛星画像を使用します。状況が所定の水準を上回って悪化すると、牧畜家は一括で支払いを受け取り、その資
金で乾燥が続く月の家畜の飼料と水を調達することができます20。

衛星画像技術により、ケニアでの家畜保険が実現しました。対象地域の規模と距離の遠さを考えると、干ばつが起き
てから損失を評価する従来の方法は、経済的にも、評価担当者の移動の面でも、現実的ではありませんでした。また、
支払いの遅延にもつながり、家畜が多く死んでしまう可能性もあります。KLIPは無駄を減らし、即時給付ができるよう
にしています21。2019年と2020年だけで、KLIPはケニアの1万8,000世帯を支援しました22。

気候レジリエンスの向上：行政機関による気候変動への取り組み
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今後に向けて

行政機関が野心的な気候レジリエンス計画を起案する中、
以下の行動は長期的な成功の達成につながります。

・ �気候変動対策のリーダーの任命。リーダーシップは、あら
ゆる大規模な変革を進める上での鍵となります。行政機関
は、CCO（Chief Climate Officer）、CSO（Chief Sustainability 
Officer）などの役職を新設して、レジリエンス強化の取り組
みを先導し、政府内や政府間の対策をとりまとめる必要が
あります。

・ �気候変動に対応した労働力の育成。行政機関全体で気
候変動教育を実施することで、気候危機と気候レジリエ
ンス戦略に対する職員の意識を高められます。

・ �官民が連携した気候変動イノベーションのエコシステム
の構築。画期的な技術的イノベーションは、気候変動に対
するレジリエンスの実現に欠かせません。政府は官民連

携のためのエコシステムを構築・育成して、共有された知
識とリソースの活用と同時に、そこから生まれた施策が、
幅広いコミュニティから支持される必要があります23。

・ �気候変動対策をビジネスチャンスに結びつける。気候変
動対策は、次の大きなビジネスチャンスになる可能性を
秘めています。行政機関は権限を行使して、民間企業に
とって好ましい規制の導入、新基準の制定、シード投資な
どを行うことで、民間セクターの参入を促す必要があり
ます。気候変動対策をビジネスチャンスに結びつけること
で、民間セクターが低炭素の未来づくりに進んで参加でき
るようになります。例えば、デロイトの推計によると、オー
ストラリアの気候変動対策は6,800億オーストラリアドル
の経済効果を同国にもたらし、2070年までに25万人分以
上の雇用を創出する可能性があります。一方、何も対策を
講じなかった場合、GDPは3兆4,000億オーストラリアドル
の減少、雇用は2070年までに88万人分の減少が推計さ
れています24。

実務者の声

ボブ・ペルカセペ、元米国環境保護庁副長官、
元メリーランド州環境担当長官

気候レジリエントになるためには、気候変動への対応が原因軽減と等しく重要です

2021年は、記録的に気温の高い年となりました。しかも、直近の9年（2013年～2021年）すべてが、最も気温が高かった
年の上位10年にランクインしています25。私たちは、大気の温暖化加速の影響が大きくなっていると感じています。レジ
リエンスは政府や企業のリーダーの最優先事項とされるべきです。良いニュースとしては、そうしたリーダーがこの問
題に集中して取り組んでいることです。しかし、やるべきことはまだまだあります。何も対策が講じられない状況や効果
的でない対策のみが講じられる状況を許容する余裕はありません。気候変動による影響への対応は、気候危機の原因
の軽減と同時に取り組まれるべきです。この2つの取り組みを調整しながら、前のめりで進める必要があります。
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先見性のある政府は、大きな成功を収めるための鍵となる5つの要素を組み合わせています。1）情報、ベストプラク
ティス、経験を公開・共有し、その透明性を確保する。2）緊急対応のみではなく、この取り組みに関わる行政のあらゆ
る側面（例えば住宅供給、インフラ、治安、健康など）を含める。3）国から地区、地域まで、他のレベルの行政と連携す
る。4）民間セクターとの強いパートナーシップを構築する。民間企業も同様にレジリエンス強化に取り組んでおり、い
かなる形の経済回復にも民間企業の存在が欠かせません。5）公平性とClimate Justiceの価値観を、取り組みのあら
ゆる側面に組み込む。取り組みの効果が、平等には分配されない可能性があります。また、大気質の改善、雇用創出
などの気候変動対策の恩恵から、一つのコミュニティが頻繁に取り残されることもあります。

世界が気候変動の原因を軽減するという難題に奮闘しているのと同時に、気候変動の影響は今ここに存在し、この先
も拡大し続けるでしょう。この現実が、行政と企業のミッションにおける気候変動対策とともに、気候レジリエンスを今
こそ法制度化して、未来の気候の混乱に備えなければならない理由です。
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COVID-19のパンデミックは、たちまち世界のサプラ
イチェーンを寸断しました。誰もがそれを実感した
でしょう。

大勢の人々がトイレットペーパーや手指消毒剤を溜め込
み、生活必需品をインターネットで何度も注文しました。工
場は感染症と人員不足のために稼働を停止した一方で、郵
便事業者は山のような貨物と格闘していました。小売業や
物流業の労働者は勧告と度々のCOVID-19の感染拡大によ
り、自宅待機を余儀なくされ、病院では医療行為に必要な
物資が不足しました。しかしながら、各国の政府はこの切迫
した状況を、必需品の備蓄により緩和させることはできま
せんでした。それは、医療用マスク、輸送コンテナ、その他あ
らゆる物品の調達を、各国が同じサプライヤーと交渉して
いたためです1。

サプライチェーンの国内回帰と
「フレンドショアリング」
サプライチェーンの再編による経済的レジリエンスの向上

メラニー・ロハス、アダム・ラウス、ジェシー・シャーウッド、ジョン・バックリー、アカシュ・ケヤル

半導体から農業用資材まであらゆるものが足りなくなり、
生産者、販売業者、消費者を悩ませ続けています。そこで、
政府は政策、優遇措置、命令を組み合わせ、サプライチェー
ンを支えようと試みてきました2。

多くの国が、経済的レジリエンス向上のため、必要不可欠な
サプライチェーンの国内回帰を進めています。国内回帰は
元来よく知られた手段ですが、そのプロセスには限界があり
ます3。一部のサプライチェーンでは、必要不可欠な資源が
地球上でごく限られた場所にしか存在しないことがあるた
め、完全に国内回帰することはできません。経済的な側面
が、他のサプライチェーンを制限する可能性もあります。例
えば、サプライチェーンを自国内に再構築するコストが、そ
のサプライチェーン上で生産される産業製品の世界市場に
おける価値よりも大きくなる可能性があるためです。
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そのため、各国政府は、友好関係にある国の信頼できるサ
プライヤーのネットワークを通じて複数の独立した供給経
路を確保できる「フレンドショアリング」と、国内回帰を組
み合わせることを検討しています4。「フレンドショアリング」
は、多くの主要産業のレジリエンスを高めながら、重要な国
際関係を支えるための明確な道筋を示します。

トレンドの推進要因

複数の要因が、サプライチェーンのレジリエンス向上を促進
しています。

・ �世界でサプライチェーンの独立性が強まっている。

・ �パンデミック、労働市場の逼迫、または輸送コンテナの不
足を背景に、合理化されたサプライチェーンが外部の影
響を受けやすくなっている。

・ �ある国が必要な物資の供給を遅延させる、あるいは打ち
切るなど、貿易相手国間での地政学的な緊張の高まり
が、リスクを上昇させる。

現在見られるトレンド

最初の二つの要因により、官民共に、サプライチェーンのレ
ジリエンスを重要目標に掲げるようになりました。また、三
つめの要因により、様々な保護主義的、愛国主義的な貿易
政策が打ち出される中で、国際関係にレジリエンスを求め
ようとする動きが起こっています5。各国の政府はもはや、電
子機器、食料、医薬品などの商業的なサプライチェーンを、
純粋な経済的観点からではなく、今日における国家安全保
障上の重要な考慮事項ととらえています6。

COVID-19のパンデミックから3年目の今年、サプライチェー
ンは今も壊れたままです7。この脆さはパンデミックにより
生じたことではなく、企業がコスト削減と効率性向上に注
力する中で、この数十年で高まってきていました8。世界中の
サプライヤーは投入コストを低く保ち、企業はカンバン方式

の在庫管理によってタイトなスケジュールに対応しながら
さらなるコスト削減を進めていました。しかし、こうした効
率重視のオペレーションは、鎖が1つ壊れるだけでシステム
全体が崩壊の危機に追い込まれかねないという、高レベル
のリスクを伴っていました。サプライチェーンのレジリエンス
を高めるには、リスクに対するコストと効率性のバランスを
取ることが求められるでしょう9。

国内回帰
国内のサプライチェーンが海外のサプライヤー不足によっ
て壊滅してしまうと、衝動的に国内回帰を進めたいと考え
てしまうことは理解できます。強制的な命令を発出して自
国に不可欠なセクターの国内生産能力を拡大しようともく
ろむ国は、米国だけではありません10。現在も世界有数の
輸出国である中国は、新たに「双循環」戦略を採用しまし
た。この戦略は、外部の不確実性と不安定性の高まりを受
けて、外国技術への依存度を引き下げることで国内製造業
の自給自足を促進することを一つの狙いとしています11。

しかし、民間企業の調達先や製造地を指示できるほどの権
限を有する政府は、ごくわずかです。同様に、政府がサプラ
イチェーン再編支援の目的で営利企業を説得し、自社のサ
プライチェーン慣行を開示させるようなことも考えにくいで
しょう。企業自身も自社のレジリエンスを補強するための取
り組みを進めている中、一部の国では企業の国内サプライ
チェーン補強を促進するため、補助金、減税、融資保証プロ
グラムといった複数の優遇措置を組み合わせることを始め
ています。また、政府がイノベーション、研究開発、知識共有
に対し出資することでも、製造業に関わる国内産業の技術
的対応能力を高めることが可能です12。

ただし、自給自足、それも原油、鉄、または材木などの伝統
的な商品をはるかに超える多くの資源・商品の自給自足と
なると、さらに困難になります。電気自動車や再生可能エネ
ルギーの貯蔵に欠かせないリチウムイオンバッテリーを例
に考えてみましょう。各国が低炭素経済に移行する中、リチ
ウムイオンバッテリーは長期の経済成長と国家安全保障に
とって極めて重要になります。しかし、脆弱なサプライチェー
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ンにより、自然災害の発生時や当事国間の緊張が高まった
場合、バッテリーに不可欠な構成部品や資源へのアクセス
が脅かされる可能性があります。全世界のリチウム電池の
77%を生産する能力を持つ中国ですら、リチウム鉱石の調
達は輸入に大きく依存しています13。特にインドとEU諸国で
顕著ですが、多くの国は製造企業の国内生産拠点設置を
促進する補助金の交付を開始しています14。また、米国政府
は、エネルギー省（DoE）の融資担当室を窓口として、国内
のバッテリーのサプライチェーンを支援しようとしています。
同省の177億米ドル規模の先進技術車両生産融資プログラ
ム（Advanced Technology Vehicles Manufacturing Loan 
Program）では、米国内に工場を設立する製造企業に融資
を行う予定です15。

国内回帰が非現実的、あるいは不可能な場合
言うまでもなく、すべての国でリチウムが採掘できるわけで
はありません。リチウムは、現代の経済社会に不可欠な多
くの天然資源の一つです。政府がどれほど補助金を出して
も、他国に全く頼らないバッテリー産業を一から構築するこ
とはできません。希少な商品に依存しない産業ですら、複雑
すぎるがゆえに再現できないことがままあります。例えば、
アジアの電子産業をヨーロッパや北アメリカでもう一度立
ち上げるには、単に組立工場を建てるのではなく、サプライ
チェーンを複数の階層で構築する必要があるでしょう。

これは、国内回帰によってサプライチェーンのレジリエン

スを得ようとする動きが間違っているということではあり
ません。政府は、他の国や信頼できるサプライヤーと連携
する「フレンドショアリング」により、国内回帰を補完する必
要があるということです16。パンデミックが示したように、
予期せぬ出来事はその数を問わず、サプライチェーンに影
響を与え、小規模かつ純粋な国内産業すら混乱に陥れる
可能性があります。信頼できる国外のサプライヤーを活用
し国内のサプライチェーンを強化することで、官民ともに
レジリエンスを高めることができます17。例えば、2020年に
Times紙は、英国政府が「Project Defend」と称したサプラ
イチェーン対策を計画していると報じました。この対策は、
国内の生産能力拡大と国際貿易関係の多様化を進めるこ
とで、必要不可欠な物品を継続的に調達できるようにする
ことを目指すものです18。

政府は自国の産業全体、あるいはサプライチェーン全体を
元に戻すことはできないかもしれません。しかし、重要産業
の強さを評価し、サプライチェーンへの認識を改め、信頼で
きる国やサプライヤーとの関係性を築くことで、レジリエン
スを高めることはできます。2021年、インド、日本、オースト
ラリアは、インド太平洋地域のサプライチェーンのレジリエ
ンス強化に向けて連携しました。「サプライチェーン強靭化
イニシアチブ」の下、三国はレジリエンスについてのベスト
プラクティスの共有、調達経路の多元化を企業に促す投資
推進イベントやバイヤー・セラーのマッチングイベントを開
催することに合意しました19。

半導体生産におけるレジリエンスの追求

新車やその他多数の商品に欠かせない半導体は、重要な商品のサプライチェーンに多くのチョークポイント（地政学上の重
要な要衝）が存在することを示す顕著な例です。半導体の設計・生産には、高度な専門知識と、生産設備を作るための多額
の費用が必要です。こうした要因が、サプライチェーンの地理的な集積につながっています。米国、中国、台湾の三地域は、半
導体の組立、テスト、パッケージング市場で約70%のシェアを占めています（図1）20。台湾と韓国は共に、最先端の半導体製
造地となっています21。

こうした半導体設計・生産の専門化により、必然的にチョークポイントとサプライチェーンの脆弱性が生じています。
COVID-19がサプライチェーンを寸断したことで半導体不足が発生し、現在も自動車や半導体に依存する多数の商品の生
産、出荷の遅延が続いています22。
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この状況は、果たして是正できるでしょうか。半導体生産に必要な天然資源や知識基盤を自国だけで賄える国はほぼ皆無
です。仮にそれに取り組む国があったとしても、資金面で幾多の困難に直面するでしょう。業界の直近の推計では、米国内で
完全な半導体生産サプライチェーンを確立するには1兆米ドルのコストがかかると試算されています。これは、全世界の半
導体市場価値の2倍を超えています23。

よって、半導体サプライチェーンのレジリエンスの確保には、新工場や新しい鉱脈以上のものが必要です。戦略面や調達面
の懸念を共有する国々との間で協定を結ぶことで経済的には実行可能かもしれませんが、レジリエントなサプライチェーン
の創出にはつながりません。政治的緊張によってリスクが高まっている国々から脱却し多角化を図ることで、各国はチョー
クポイントを押さえながら、必要不可欠なサプライチェーンの効率性を確保することが可能となります（図2）。

図1

半導体産業の集積

出典：デロイトによる分析

低リスクの集中 高リスクの集中

 

組立生産設備 ウェハー加工材料設計

半導体の設計の
74%が米国で行
われている。

世界の半導体生
産 設 備 の41%
が米国で製造さ
れている。

世界の半導体材
料の57%が東ア
ジア（台湾、韓国、
日 本 を 含 む）で
生産されている。

半導体生産拠点
の56%が東アジ
ア（台湾、韓国、日
本 を 含 む）に 集
中している。

世界の半導体組
立の38%が中国
で行われている。

特に、世界の先端ノード、ロジック対応ウェハー
（パソコンやスマートフォン等に使用される）生

産拠点の92%が台湾に立地する。
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図2

バランスを見直した半導体サプライチェーン：シナリオの一例24

出典：デロイトによる分析

シナリオの想定

組立材料生産設備設計

EU、米国 インド米国、日本、EU 日本、米国、
台湾、韓国

韓国、日本、
米国、EU

ウェハー加工

米 国 が世 界の
74%の 構 成 部
品設計に貢献：

・電子設計自動
化（EDA）ソフト
ウェア[米国]

・コアプロセッサ
の基本設計IP

（IPの 流 出 防
止）[欧州]

・設計スペシャ
リスト[米国]

高度な生産設
備の開発を専
門ベンダーが
主導し、数十年
にわたる世界
中の研究開発
の蓄積を活用。

50種類を超え
る製造部品が、
以下の国にお
ける製造プロ
セスの各段階
で専門ベンダ
ーから提供さ
れる。

・米国（41%）

・日本（32%）

・EU（18%）

ウェハー加工用
のインゴット生
産に使われるポ
リシリコンが、主
に4つの国から
提供される。こ
れらの国は合計
で世界市場の
90%のシェアを
占める。

ウェハー加工では、
東南アジアの既存
インフラと、アリゾナ
州に建設される米
国連邦政府が誘致
した半導体生産工
場を活用できる。

・この200 ～ 500億
ドル規模の工場で
は、新しい最先端
加工技術を採用
する予定。

このステージにおけ
る労働力に求めら
れる高度な要件を
加味すると、インド
が組立工程を担うこ
とが考えられる。

・これにより、現在全
世界の20%の半導
体設計技術者を
占めると推計され
る、同国の豊富な
技術者を活用しや
すくなる。
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今後に向けて

政府は、次の3つのステップを踏むことで、必要不可欠なサプ
ライチェーンのレジリエンス構築に着手することができます。

1.�自国のサプライチェーンを理解する。企業は、自社のサプ
ライヤーのことをよく知っています。特に熱心な企業は、
そのサプライヤーに供給しているサプライヤーまで知って
いるかもしれません。しかし、それ以上のサプライチェー
ンのデータを集めている企業はほとんどありません。
チョークポイントや単一サプライヤーへの依存は、サプラ
イチェーンのあらゆる場所で生じうるため、リスクとレジ
リエンスのバランスを取るには、原材料の調達から完成
品まで、まずはどこに大きなリスクがあるのかを知ること
が先決です25。政府は、自国のサプライチェーンを評価す
る必要があります。評価対象とする階層の範囲（例えば、
5階層か12階層のどちらにするか）は、コストと成果が釣
り合うか、政府が緩和策を実行に移せるかに基づいて決
定すべきでしょう。重要な産業を規制する役割にある政
府機関は、企業にも同様の対応を促す政策を推進しなけ
ればなりません。

2.�必要不可欠なサプライチェーンを決定する。データを入
手し、整理することで明確な全体像が把握できたら、次
のステップはどの商品、サービス、資源が自国にとって
必要不可欠なのかを理解することです。この評価は戦略
の状況に応じて変更していくべきものです。例えば2020
年以前に、特に留意すべき国家的重要物資として、感
染症対策のための個人用防護具（personal protective 
equipment：PPE）を定義していた国はほぼなかったで
しょう26。

3.�サプライチェーンの編成を支援する。政府は、必要不可
欠なサプライチェーンのごく一部に対し、直接管理する
権限を行使します27。政府は、営利企業が自社のサプライ
チェーンのレジリエンスを高められるよう、企業が適切な
判断を下し、信頼できる様々なサプライヤーを発見しやす
くする必要があります。こうした対策は、新しい貿易協定
の締結から「信頼できるサプライヤーのマーケットプレイ
ス」の創設まで、様々な施策が考えられます。

サプライチェーンの国内回帰と「フレンドショアリング」：サプライチェーンの再編による経済的レジリエンスの向上
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実務者の声

ジェームズ・A・ルイス博士、戦略国際問題研究所
戦略的テクノロジープログラム上級バイスプレジデント
兼ディレクター

官民連携と市場の欠陥の是正によりサプライチェーンのリスク緩和は可能である

何年にもわたり、企業のために最適化されグローバル化が進んだサプライチェーンが、消費者と政府のニーズにも応
えてきました。このようなグローバルなサプライチェーンは、過度の集中から生まれる単一障害点が複数存在するにも
かかわらず、ほとんどリスクがありませんでした。集中化のメリットと限定的なリスクのおかげで、私たちはこのシステ
ムに安心感をもっていました。

おそらく私たちは安心し切っていたために、システム内で大きくなりつつあるリスクに注意を払えなかったのです。国際
関係が変化する、さらには悪化する場合を考えると、重要な物資や限られた情報をたった一つの調達先に依存するこ
とは、今では多大なリスクをもたらします。国家間の関係変化への対応策が、必要不可欠なサプライチェーンの国内
回帰なのかもしれませんが、それよりも優れた解決策は、サプライチェーンの構成要素を関係が良好な貿易相手国に
移転させることです。

戦略国際問題研究所の戦略的テクノロジープログラムでは、こうした問題の解決策の立案に取り組み、政府の方針や
産業界にベストプラクティスを提供しています。私たちの研究では、政府はサプライチェーンのリスクと、それを相殺す
る解決策を理解しなければならないと指摘しています。この解決策を実現するには、サプライチェーンのエコシステム
を広範囲に変えることが必要です。

第一の変更点は、官民の連携を進めやすくすることです。政府にとって、連携を進めやすくするとは、情報管理の担当
機関を明確にすること、担当機関がなければ新設することを含みます。産業界にとっては、膨大なサプライチェーンの
データを読み解くための技術的なツールを開発することで、連携の負担を軽減できます。

もう一つの変更点は、市場の欠陥を是正することに関係します。サプライヤーと製造業との間の情報共有であれ、サプ
ライチェーン拠点の立地決定であれ、市場がサプライチェーンの意思決定を推進してきました。今日、政府は市場が提
供していないものは何か、あるいは市場の力学によってどこにリスクが生まれているのかを理解する必要があります。
そのうえで、政府はそのリスクを相殺する政策を策定しなければなりません。産業界にとっては、サプライチェーンのリ
スクに対する十分な理解を事業判断の材料として役立てるということを意味します。

最後に、サプライチェーンは今後もグローバルであり続けますが、その構成が変わることが予想されます。サプライ
チェーンのレジリエンスを念頭に置き、変化に向けた連携を着実に進めるにあたり、政府にはただ内向的になるので
はなく、国の枠を超えて思考することが求められています。
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パンデミックと新たなテクノロジーの狭間で、労働
力に大規模な混乱が起こっています。多くの労
働者が仕事を辞め、別の職場で条件が良いポジ

ションに移っています1。しかし、一部の労働者は望まない仕
事にとどまらざるを得ず、その一方で企業も人材確保に難
航している状況が、経済成長を妨げています。

パンデミックが破壊的な変化を加速させた一方で、テクノ
ロジーは既に労働者に取って代わりつつありました。メディ
ア、小売、タクシーなど、あらゆる業界の激動を思い浮かべ
てみてください。テクノロジーの進歩とそれに関連したビジ
ネスモデルの変革が、近い将来の経済の大転換を推進する
と考えられます。

世界各国の政府が、労働政策をこの新たな経済の現実と
整合させるべく取り組んでいます。その目標は、経済の強力
な起爆剤となる労働力を育てること、つまり、未来に適応で
きる働き手を育成することです。こうした政策は労働市場の

未来志向の労働力
未来に適応できる働き手の育成

ジョン・オリリー、ニコル・オーバリー、アレックス・マーシー、シュシュナ・アガルワ

効率性の改善を目指しており、教育、技能訓練、認定資格や
雇用の枠組みを一新することなどが含まれます。

まず、労働力に関するいくつかの課題を考えてみましょう。

・ �スキルのミスマッチ。テクノロジーの変化によって陳腐化
するスキルがある一方、需要が未充足のスキルもありま
す。世界経済フォーラムによると、職業上のスキルの価値
は約5年で半分になるといわれています2。2021年11月の
米国における求人数は1,060万件で、これは求職者1人に
対して1.5件の求人があるという驚くべき数字です3。

・ �労働参加率の低下。OECDによると、38の加盟国で1,400
万人の労働者が労働市場から退出しました4。

・ �離職率が過去最高を記録。2021年11月、米国労働省は
450万人の労働者が退職又は転職したと発表しました。
これは、歴史的に見て最も高い数字です5。

未来志向の労働力：未来に適応できる働き手の育成
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・ �リモートワークが仕事の場所と進め方を劇的に変えた結
果、地理的制約を超えて人材獲得競争が起こりました。

・ �欧州では、同地域の労働者の約11%にあたる2,400万人
が、デジタルプラットフォームを使って勤務したことが一回
以上あると推計されています6。経済が落ち込んで打撃を
受けた個人事業主が、生活に不可欠な政府の支援を利
用できない事態も多く見られました。

労働市場の変化はパンデミック以前から始まっていました
が、パンデミックによって混乱が激しくなったのです。

失業についてはどうでしょうか。パンデミックが引き金となっ
て失業率は当初上昇しましたが、全体としてパンデミック前
の数値に大方戻ってきています（図1）7。この上昇は、その大
部分が米国（2020年2月時点で3.5%だった失業率が、2020
年4月には14.8%に悪化）などの国々によるものでした8。

比較的健全に見える失業率の裏には、とてつもない規模の
混乱が隠れています。今回の失業率の回復は、これまでの
パターンに沿ったものではないと考えられます。労働参加
率の世界的な低下は、懸念される兆候の一つです。一方、
多数の労働者が給料アップや柔軟な働き方を求めて転職
しています9。3万人以上の従業員を対象とした2021年の
調査によると、全世界の従業員の約41%が、翌年に現在の
仕事を辞めることを検討しています10。多くの人たちが新
天地に移っていくことが考えられる反面、従業員のストレ
スと燃え尽き症候群が原因となって「大量退職時代（Great 
resignation）」と呼ばれる事態につながっているのかもし
れません。

流動性が高まった環境で職務を効果的に進めながら、来る
べきショックに耐えるために、経済は未来に適応できる働き
手を必要としています。残念ながら、多数の政府の労働力
関連政策は、工業時代の雇用モデルをベースとしてきまし
た。働くことが目まぐるしいペースで変化している今、労働
政策も変化に即した対応をする必要があります。

出典：OECD、OECD雇用見通し2021： 新型コロナウイルス危機の克服そして回復への舵取り
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多くの国の失業率はパンデミックの発生直後に急上昇した
労働力の割合
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トレンドの推進要因

政府は、労働力のレジリエンス向上を求める多くのプレッ
シャーに直面しています。

・ �パンデミックと、労働市場におけるパンデミックの持続的
な影響。

・ �労働者と産業両者のあり方を一変させる自動化、AI、デジ
タルテクノロジーなど、急速に変化するテクノロジー。

・ �急激なショックにも迅速に対応できる経済を実現するた
めの適応力の高いレジリエントな労働力へのニーズの高
まり。

現在見られるトレンド

パンデミックの中で失われた仕事の多くが、今後復活する
ことはないと考えられています。シカゴ大学の研究者らは、
COVID-19を理由として一時解雇された労働者のうちの32～
42%は再雇用されることはないだろうと予測しています11。
これは、労働市場の堅調さにもかかわらず、一部の労働者
は新たなキャリアのために新しいスキルを習得しなければ
ならないということを意味しています。

単に新しい職業ではなく、全く違う分野に適応できる能力
を国民に身に付けさせる政策を、多くの政府が実行に移し
ています。以下に、未来に適応できる労働力の実現に向け
た6つのシフトを特定しました。

・ �シフト #1: 従来とは異なる認定資格の推進における政府
の役割

・ �シフト #2: 職務中心型のスキルアップ

・ �シフト #3: マッチングの機会を提供する政府

・ �シフト #4: ギグワーカーの雇用の再定義

・ �シフト #5: 適応力の高い労働力を実現するためのインフ
ラ支援

・ �シフト #6: 変化する高等教育のあり方への適応

シフト #1: 従来とは異なる認定資格の推進における
政府の役割
既存のあり方にとらわれない認定資格の活用により、テク
ノロジーが急速に進化する中でリスキリングを促進するこ
とができます12。

デジタルスキルの通用する時間軸が短くなっていることで、
継続的なリスキリングが必要とされています。雇用主は、こ
うしたスキルを追跡、確認したいと考えています。その結果、
人材市場は研修事業者や学術機関に対して、スキルを習得
して講座を修了したことを証明する記録の提供を依頼する
ようになっています13。

2年制や4年制の学位に大きく依存するのではなく、特定ス
キルの細かな認定資格（マイクロクレデンシャル）、デジタ
ルバッジや証明書を使って、求職者が習得した技術を正確
かつ具体的に表示することができます。これによってキャリ
アシフトと従業員の選考が容易になり、労働市場の効率性
が向上します。

ニュージーランド政府の政策では、このような認定資格を
採り入れています。政府機関であるニュージーランド資格
認定局（NZQA）は、企業、マオリ系住民、教育機関を結びつ
ける統一的な職業教育システムの提供を目指しています。
そのプロセスでは高等教育機関との取り組みに企業を招
き、マイクロクレデンシャルを策定します14。策定されたマイ
クロクレデンシャルは評価され、基準を満たしていること
を確認します15。2022年1月時点で、203のマイクロクレデン
シャルが資格認定局に承認されています16。一例として、林
業運営—環境（forestry operations-environment）は林業
における実践的な技能を育成するために企画されたマイ
クロクレデンシャルで、導入初年度の2019–20事業年度に
は65名の受講者がこの認定資格を獲得しました17。

2021年3月、カナダのオンタリオ州政府はオンタリオ州学生
支援プログラム（Ontario Student Assistance Program）を
拡充し、600を超えるマイクロクレデンシャルの取得プログ
ラムを加えることで、経済的支援を受けている学生がこうし
たプログラムを利用できるようにしています。2021年の州予
算では、200万カナダドルの追加予算をデジタル版のスキル
パスポートの開発に充てています18。このスキルパスポート
は、受講者の認定資格を追跡し、受講者は資格証明書のデ
ジタルデータを就職希望先の雇用主と共有できるようにな
ります。
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同様の取り組みは、オーストラリア、ヨーロッパ、米国の一
部でも進められています19。

シフト #2: 職務中心型のスキルアップ
パンデミック以前にも、多くのセクターがスキルのギャップ
に直面していました。しかし、従来の職業訓練プログラムで
は、このギャップを埋めるのに苦労していました20。

政府は、職務を中心に置いたスキルアップモデルの採用を
進めています。職務中心型のスキルアップでは、具体的かつ
需要の高い職務を遂行する能力に焦点を当てます。企業は
研修内容への提言を担うとともに、多くの場合、労働者に
対するOJT支援を提供します。その結果は、単に就業するこ
とではなく、その業務で成功を残せたかどうかによって評価
されます。例えば米国ロードアイランド州は官民パートナー
シップの「Back to Work RI」を通じて、対象とするスキルの
訓練・支援サービスを解雇された労働者に提供しており、ヘ
ルスケアやITなどの成長産業に人材を送り出しています21。

職務中心型のスキルアップは、職業的なスキルに乏しい、
あるいは職業的な成功を困難にする生活上の問題を抱え
る労働者にとって、特に重要になる可能性があります。トロ
ントの接客業従事者研修センター（Hospitality Workers 
Training Center）は、研修参加者の個人のニーズが、子育
て、住居・食料の確保、薬物乱用のカウンセリング、移動手
段に至るまで多岐にわたることを認識しました。同センター
では、事前に参加者のニーズを詳しく評価し、参加者が困
難を乗り越えられるよう支援します。研修が終わると、指導
者が参加者の研修後のニーズを評価し、職場への定着に
関わる成果面の課題に雇用主と連携して対応します。カナ
ダ政府が出資するこのプログラムは参加者の仕事への将
来性を高め、同センターの研修参加者の約80%が8週間の
研修中にトロントの接客業に就職しました22。

シフト #3: マッチングの機会を提供する政府
各国の政府は、会社に必要なスキル人材を探す企業を支援
するために、オンラインの人材プラットフォームを立ち上げ
ています。求職者は、オンラインの仲介プラットフォームを通

じて、希望するキャリアの教育要件を把握したり、研修機会
を見つけたり、雇用主と接点を持つことができます。

インドのNational Career Service（NCS）は、ワンストップの
就労関連サービスを労働者に提供することを目的に雇用
労働省が立ち上げた、求人検索とマッチングを提供する取
り組みです。NCSの一元化されたデジタルポータルサイトを
通じて、求人検索やマッチング、多彩なキャリア関連コンテ
ンツ、キャリアカウンセリング、企業説明会の情報など、幅広
いキャリア関連サービスが提供されています。このポータル
サイトが、求職者、雇用主、スキル提供事業者、キャリアカウ
ンセラー、政府の関連省庁、その他のステークホルダーを
一か所に呼び集めて引き合わせる場となっています23。

同様の取り組みとして、オーストラリアでは、タスマニア
州政府の緊急対応スキルマッチングサービス（Rapid 
Response Skills Matching Service）が、パンデミックの影
響で失業した同州の住民の支援と、再就職支援金の利用
手続きの簡略化を目的に開発されました。このサービス
は、雇用主が欠員補充に最適な人材を簡単に見つけられ
る手段を提供しています。2020年の3月から12月の間に、同
サービスを通じて同州の600人近くの求職者が次の仕事の
紹介を受けました24。

政府はまた、労働市場に受け入れる人材の枠を拡げるこ
とにも取り組んでいます。例えば、英国には、生産年齢人
口にある、身体の障害や長期の健康障害を持つ人が700
万人も存在します。しかし、そのうち就業者の割合は全体
の半分を若干超える程度です。2021年の英国障害者調査
（UK Disability Survey）によると、障害を持つ人の56%が、
求職活動をもっと支援してほしいと考えています25。そこで
労働・年金省（DWP）は英国自閉症協会と連携して、同省の

「Jobcentre Plus」窓口で自閉症スペクトラムを持つ求職
者を受け入れられるよう対応を進めています。加えて、窓口
を担う26,000人の就業指導員がアクセシビリティスペシャ
リスト研修を受講し、障害のある利用者への理解を深めて
います26。
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シフト #4: ギグワーカーの雇用の再定義
COVID-19はギグワーカーの価値だけでなく、ギグワーカー
が日々直面するリスクも浮き彫りにしました。多くの政
府が、ギグワーカーが過去に陥ったセーフティーネットの
穴をふさぐために、新たな政策を検討しています。米国で
は、連邦政府の新たなプログラムのパンデミック失業支援

（Pandemic Unemployment Assistance）を通じて、個人
事業主に失業給付を提供しました。従来は失業保険の給
付対象ではなかった運転手、請負業者、ハウスクリーニング
スタッフなどのギグワーカーが、パンデミックの影響が最も
大きかった時期に給付を受けることができました27。

EUは、ギグワーカーの長期的な労働条件を改善する必要
性について、労働組合やその他の雇用主に諮問する広聴
活動を立ち上げました。その第一段階では、対策が必要な
7つの分野を特定しました。その分野には、雇用形態、労働
条件、社会的保護へのアクセス、取引契約などがあります。
2021年6月、公聴活動の第二段階が開始され、各分野で講
じる対策を特定しました28。ニュージーランドでも同様の取
り組みが始まっており、独立請負業者の労働条件改善に向
けて政府、企業、労働組合評議会の三者で構成されるワー
キンググループが組織されました。従業員を誤って請負業
者として分類してしまうことを防ぐ対策や、従業員として分
類されない請負業者への保護を強化する施策などが現在
検討されています29。

シフト #5: 適応力の高い労働力を実現するためのイ
ンフラ支援
労働力がデジタル世界への適応を進める中、政府は労働
者や企業が利用するブロードバンド通信の提供にますます
力を入れています。ブロードバンド通信によって、生産年齢
の成人が教育を受け、リモート勤務を行い、仕事を見つける
ことが可能になります。

例えば英国政府による50億ポンド規模のインフラ整備計画
「Project Gigabit」は、高速かつ信頼性の高いデジタル・コ
ネクティビティを全国に提供することを目指しています30。米
国では、2021年11月にインフラ投資法案が成立し、ブロード
バンド通信網の拡大に650億米ドルを充てています31。

シフト #6: 変化する高等教育の性質への適応
爆発的なデジタル技術、自動化の拡大や仕事の質の変化
を受けて、多くの大学がそのミッションを再考しています。

2020年の世界経済フォーラムのレポートによると、雇用者
が2025年までに最も需要が高まると考えているコンピテン
シーは、クリティカルシンキング、分析スキル、問題解決力、
セルフマネジメント関連スキル（アクティブラーニング、レジ
リエンス、ストレス耐性など）、柔軟性です32。しかし、これら
の能力の開発・育成をはっきりとカリキュラムに盛り込んで
いる教育プログラムは、ごく少数にとどまります33。また同レ
ポートは、従業員の40%に新しいスキルを今後6カ月以内
に習得させる必要があると雇用主が推定していることも指
摘しています34。

一部の国の政府は、高等教育の変革において重要な役割
を担い、こうした需要に対応しています。シンガポール国立
大学（NUS）は、2015年に継続・生涯学習学院（School of 
Continuing and Lifelong Education）を創設し、社会人
向けの教育プログラムを拡充しています。プログラムには、
パートタイムの学位、モジュール方式の認定コース、幹部層
向け能力開発プログラム、スキルを磨き続けたい同校卒業
生向けの無料講座まで含まれています35。同様の生涯教育
研修センターは、シンガポールの他の高等教育機関でも設
立されています36。
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メリーランド州のEARNプログラム

Employment Advancement Right Now（EARN）プログラムは、メリーランド州が実施する、全米で評価されている労
働力の取り組みです37。同プログラムは、類似の人材要件を持つ複数の雇用主が共同で州への提案書を作成するのを
支援するものです。その提案書には、企業が求めるスキルと、労働者がそのスキルを身につけるのに必要なプログラム
案を記載します。プログラムは、対面授業、オンライン指導、OJT訓練、インターンシップなど、多彩な研修方法を組み
合わせて作ることが可能です38。

このモデルは、指導員が一般的なスキル研修を実施し、あとは受講者が職業を見つけるのを願うばかりというよう
な、従来型のアプローチの対極にあります。「雇用主という実に重要なステークホルダーが、この問題から完全に抜け
落ちていました」と、ディレクターのメアリー・ケラー氏は言います。「その結果として、研修が本来あるべきものとはほ
ど遠い、適切性を欠いたものになっていたのです39」。

メリーランド州は、2014年にEARNプログラムを立ち上げました。2020年2月までに同プログラムは72の戦略的産業
パートナーシップを支援し、それ以降も新たに33のパートナーシップが成立しています40。EARNプログラムの未経験
者向け職務研修を修了した約4500人のうち、84%以上の人が就職しました。同プログラムの費用はすべて州が負担
し、1ドルの投資が18.97ドルの経済活動を創出しました（比較として、全米の他の労働力開発プログラムの平均値は
わずか3ドルです）41。

EARNプログラムは企業と求職者のニーズを中心にして研修を設計しているため、様々な労働力のニーズに対応する
ことができます。求職者は溶接からからITまで、幅広い分野に就職しています42。

今後に向けて

・ �生涯学習への投資によって、急速に高齢化が進む中で従
属人口指数の上昇を遅らせ、不平等に抗いながら、世代
を超えた学びを促進することで、よりレジリエントな家族
とコミュニティを創出することができます。

・ �「雇用」という言葉の定義を再考して、ギグワーカーなど
新しい形の労働力をその中に含めましょう。労働力の定
義拡大を考慮して雇用政策を策定し、古い政策はアップ
デートしましょう。

・ �労働力に関わるエコシステムの強化: 往々にして、大学や
コミュニティカレッジ、従業員の社会貢献活動、政府、そし
て実業界など、労働力に関わるエコシステムの様々な関
係者が、互いに孤立しています。こうしたグループ全てが
結集して議論することで、互いに利益をもたらす解決策
や、職務中心型のスキルアップ施策の費用を提供する新
しい方法を探ることができます。

・ �従来とは異なる認定資格の仕組みを立ち上げることで、
取得した資格を理解・評価でき、その仕組みを他の地域や
業界に確実に移転・適用できる、明快で簡便な方法を提
供できます。
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実務者の声

レイチェル・ワーニック、カナダ雇用・社会開発省
上級補助次官

「ソフト」スキルが新たな「ハード」スキルになる理由

パンデミックの発生以前ですら、労働市場の変化は多くの労働者に対して、スキルの強化による転職や変わりゆく職
務要件への対応を求めました。パンデミックによってその変化の及ぶ領域、規模が拡大し、変化が加速したとともに、
未来に対応した労働力を育成するスキル構築政策やプログラムを求める声が高まりました。

政策立案者として、私たちは謙虚さを持って、将来的に求められる技術的スキルや今後なくなる職業、新しく生まれる
職業、あるいは劇的に変わる職業の予測に取り組む必要があります。その最前線における私たちの業務内容は決し
て容易ではないと同時に、ほぼ一晩のうちにある職業が生まれ、なくなり、その内容が変わるという前例のない混乱
の中で、行政の存在意義が一層試されているといえるでしょう。

私たちは、文書作成能力、デジタルスキル、協調性、問題解決力などの基礎スキルやポータブルスキルが、今後もあら
ゆる仕事に必須であり続けると理解しています。こうしたスキルは、その他のあらゆる技術的スキルや職務特有のスキ
ルの習得に必要です。
雇用主はこれらを「ソフト」スキルと呼んでいますが、それを強化することはハードである、つまり難しいと考えていま
す。多くの雇用主が、こうしたスキルを効果的に評価して、研修や訓練に組み込もうと奮闘しています。

私たちはまた、これらのスキルが労働者の適応力を高め、労働市場のレジリエンスを強化すると理解しています。ソフ
トスキルのレベルが低い労働者は、仕事を続けること、あるいは新しい仕事に移ることが今後ますます難しくなるで
しょう。重要なのは、こうしたスキルのレベルの低さは一定の集団に集中していること、そしてその多くがパンデミック
によって極端すぎるほどの影響を受けた人たちであることです。これらのスキルを高める研修や訓練を利用しやすくす
ることは、今存在するスキルギャップが悪化するリスクを抑制するうえで必須です。

カナダ政府は、2021年予算のSkills for Successプログラムに、3年間で29,800万カナダドルを投資しました。これは、
未来に対応した労働力を育成する最良の方法の一つが、あらゆる職業に就く労働者が強力な基礎スキルとポータブ
ルスキルを身につけて、劇的かつ急激な変化を切り抜けられるようにすることであるという認識が高まっていることを
表しています。
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社 会が直面している喫緊の課題は、失業、公衆衛
生、貧困から気候変動に至るまで千差万別で
すが、そのほとんどは個々の行政機関だけで

対処できるものではありません。1997年、当時の英国首相
トニー・ブレア氏は、行政機関同士が効果的な連携を図る
「連携する政府（joined-up government）」という新しいフ
レーズを生み出し、その概念は世界中に知られるようにな
りました。しかし、サイロ化（各部門等で業務やシステムが
独立して完結しているため、部門間の連携が出来ていない
状態）や連携のための有効なテクノロジーの欠如といった
課題があったため、成果は分かりにくいものでした1。

以来、行政リーダーの取り組みは継続しており、今日では
データ共有のテクノロジーは、サイロを打破し、行政機関同
士の連携をもたらしています。つながりあう行政のアプロー
チによって行政機関同士が連携することで、より良いサービ
スが提供され、複雑な社会問題に対処できるようになって
いるのです。

つながりあう行政
大きなインパクトを生む連携体制の構築

ウィリアム・エジャーズ、アンドリュー・メッド、ローズマリー・ウィリアムズ、パンカ・キシュナニ、
グスタフ・ジェプセン

パンデミックが追い風となり、組織を横断した協力が一層
必要となりました。多くの行政機関がパンデミックの危機へ
の対応に追われる中、公式・非公式を問わず、組織の枠組
みを越えて協力関係が形成されました。行政機関同士やよ
り広範な組織間で情報を共有することで、各国は感染状況
を把握して追跡するとともに、ワクチンと抗ウイルス薬の開
発を迅速に進めることができました。

COVID-19への連携した対応は、将来における重要なモデ
ルを示しているのです。

トレンドの推進要因

・ �クラウドテクノロジーのおかげで、行政機関同士や他のセ
クターとの間のデータ共有や連携が容易になりました。

・ �行政機関に対する市民の期待は高まっており、組織単独
ではなく、組織間で連携した統合型サービスの提供が求
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められています。また、パンデミックの初期においては、行
政に対する市民の期待を伝える上でソーシャルメディア
が大きな役割を果たしました。

・ �行政機関が組織の枠組みを越えてパンデミックへの対応
や社会機能の回復に取り組んだ結果、つながりあう行政
の力が明確に示されました。

現在見られるトレンド

現在のトレンドは、連携して機能するつながりあう行政へと
向かっており、複数の組織を横断する協力体制が推進され
ています。ここ数年間、世界中でこうした取り組みが数多く
見られます。

省庁横断的な連携を図る
米国では30の州が「子ども政策評議会」を立ち上げました。
これは、各機関の枠を超えた連携を図り、子どもと家族の
成長を支援することを目的としたものです。こうした支援
は、特に低所得層向けに提供される場合、多くの関係機関
が連携されないケースが少なからずありました2。

メリーランド州の「子ども政策評議会」は、保健、福祉、未成
年サービス、教育、並びに予算管理の部門が連携し、州の
子ども局（Governor’s Office for Children）とともに、子ど
もの予防接種率を向上させ、乳児死亡率や児童虐待を減ら
す取り組みを行っています3。また、定期的に健康調査票を
発行し、経過を継続的に把握しています4。同じようにバー
ジニア州の「子ども政策評議会」でも、州や地区の行政機
関やコミュニティの関係者が集まり、学校の出席率や停学
率、栄養状態、優先区域の学校評価認定に関する成果の向
上に取り組んでいます5。

同様の取り組みは、米国の連邦政府レベルでも見られま
す。2011年、議会は行政予算管理局に対して「連邦政府全
体のパフォーマンスと管理能力を向上させる」ために、省庁
横断的な取り組みを実施するよう指示しました6。省庁横断
での優先目標の一つとして、政府施設における再生可能エ

ネルギー由来の電力消費量を、2025年までに30%にまで
増やすことが掲げられました7。2015年度末の時点で、政府
の施設から直接排出された温室効果ガスは、2008年度と
比較して17.6%減少しました8。

また、省庁横断での優先目標を設定したことによるもう一
つの成果として、セキュリティ・クリアランス（国家機密等を
扱う人員の適格性を審査する制度）の調査件数が、2018年
4月は72万5,000件であったのに対し、2020年には20万件
まで減少しました9。さらに、時代に即した認証プロセスを
求める声が高まる中、行政機関、プロジェクト開発者、市民
が利用できるオンラインダッシュボードが誕生しました。こ
れにより、大規模で複雑なインフラ建設プロジェクトの環境
評価や認可状況を追跡できるようになりました10。

英国では2015年にBetter Care Fund （BCF）が創設されま
した。これは、国民健康サービス（NHS）のほか、医療や社会
支援に携わる2部門と地方自治体協会が共有する基金で、
統合型の医療や社会支援の提供を目指すものです。もう一
つの省庁横断型基金としてはShared Outcomes Fundが
あります。この基金には4億ポンドが集まり、凶悪犯罪、暴
力、虚偽情報の流布、麻薬取締、難民の受け入れなどの課
題に対処しています11。

シンガポールでは、1970年代に安全保障問題に関する
省庁横断的な連携体制が構築されました。2004年には、
これをさらに拡張したホームフロント危機管理グループ
（HCEG）を組織し、政府一体で危機管理対策を主導してい
ます12。パンデミックを契機として、HCEGの下に関係省庁タ
スクフォース（MTF）が形成され、危機への対策が講じられ
ました。MTFは、民間防衛隊を活用して出入国管理を直ち
に強化しました13。また、市民からの信頼を構築するため、
政府首脳が中心となって日々記者会見を開き、COVID-19の
感染拡大状況を正確に伝えました。

サービス統合による市民ニーズへの対応
統合されたサービス提供により、市民は自らのニーズに応
じて複数のサービスを一貫して利用することができます。 
サイロを打破し、情報共有を促し、行政手続きの重複をなく
すことは、要支援者やその家族、コミュニティにとってより良
い効果を生み出します。
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省庁や専門分野を超えた取り組み

北米
カナダ
カナダは、オピオイド系鎮痛剤の過剰摂取の危機
に対して、政府が「オピオイド危機」を宣言して対
応を図り、社会全体で歯止めをかけることに取り
組んでいる。

米国
米国の30以上の州が「子ども政策評議会」を立ち
上げた。

欧州・中東・アフリカ
エストニア
エストニアでは、行政機関が市民に何度も同じ情
報を尋ねることを禁止し、省庁間の情報共有が
徹底されている。

ドイツ
WHOとドイツが設立したWHOハブは、公衆衛生
上の緊急事態を検知し、解決策を見つけ出すた
めのプラットフォームを提供している。

アイルランド
「ヘルシーアイルランド」の取り組みでは、健康状
態の悪化につながる生活習慣の改善に、社会全
体で取り組んでいる。

ルワンダ
ルワンダでは、子どもの発育阻害に対処するため
政府機関横断の体制を整備し、保健福祉や栄養
状態の改善、社会保障の実現に取り組んでいる。

サウジアラビア
サウジアラビアは、政府機関、民間部門、市民の
協力により、2030年までに一人当たりの水消費
量を150リットルにまで減らす取り組みを推進し
ている。

英国
英国政府はワクチン開発を加速させるためにタ
スクフォースを立ち上げ、製薬業界と連携して研
究開発に取り組んだ。

アジア太平洋
オーストラリア
オーストラリアは、医療分野以外の利害関係者も
巻き込みつつ、政府全体でメンタルヘルス対策に
取り組んでいる。

ニュージーランド
ニュージーランド政府は、必要な資金を柔軟に融
通できるよう、裁判所や警察その他の司法関連機
関のための予算を共有している。

シンガポール
シンガポールは、自治体の諸問題への省庁横断
的な対応を支援する機関を立ち上げた。
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例えば、失業保険を給付する機関が、職能開発支援機関と
連携することで、個々人の職業訓練のニーズを把握できま
す。また、それ以外の社会福祉の所管機関とも情報を共有
することで、現金給付や食料支援、公営住宅提供といった
支援の対象者がいないかを判断することもできます。

2017年、英国の国民保健サービス（NHS）は、多くの地域で
広がる健康格差や国民の肥満増加に歯止めをかけるた
め、統合的な支援制度を構築しました。これは、所管官庁、
医療提供者、行政機関、その他の地域の関係者が連携し、
支援対象者の健康をあらゆる側面から統合的に支援する
ことを目的とした新しい形の連携体制です14。幅広い関係
者が、以下3つの原則に基づいて連携しています。
協働：連携に参加するすべてのメンバーが対等なパート
ナーであり、いずれかのパートナーが支援の成果を独占す
るものではないこと。
一人ひとりに寄り添った医療：支援対象者自身が主体的に
医療の選択に関わること。
インセンティブ契約：支援者は支援対象者の健康状態の改
善を最優先とすること15。

同様の取り組みは、米国でも進められています。メリーラン
ド州の福祉部門は、保健福祉サービスを統合するためクラ
ウド上にハブとなるネットワークを構築しました16。これは
Total Human-Services Integrated Network （MD THINK）
と呼ばれ、市民のニーズを総合的に把握するとともに、マス
ターデータの管理を安全に行うことで、行政機関による効
果的な施策の実行を実現しています。MD THINKの導入に
は、不要な業務を排除して業務全体のコストを削減する狙
いもあります17。

次に、メンタルヘルスサービスの統合に取り組んでいるフィ
リピンを見てみましょう18。フィリピンの保健省は、教育省と
連携して、心のレジリエンス強化を学生の生活技能訓練カ
リキュラムに取り入れています。また、労働雇用省とも連携
して、職場でのメンタルヘルス支援を実施しています19。

「厄介な問題」に対処する
喫緊の社会問題の多くは、広範囲で複雑かつ解決に非常
な手間を要することから、関係者が足並みを揃えて対処す
ることが求められています。解決困難で終わりのない「厄介
な問題」、これはデザイン理論家のホルスト・リッテル氏とメ
ルヴィン・ウェバー氏が1973年に考案した用語ですが、こう
した問題に対処するには包摂的な思考と省庁横断的な連
携が不可欠です20。

COVID-19の感染拡大によって特に深刻な影響を受けるの
が、ホームレスの人々です。英国はこれに対応するため、地
区当局、医療機関、非営利組織が協力して「Everyone In」と
呼ばれるプログラムを立ち上げ、パンデミックの間、すべて
の英国民が自主隔離できる機会を提供しました。このプロ
グラムによって、社会的に弱い立場にある3万7,000人が、ホ
テルやB&B（朝食付き宿泊施設）、その他一時滞在施設で過
ごすことができました。政府幹部は、地域当局や連携機関
とともに組織の枠を超えたタスクフォースを立ち上げ、人々
が路上生活を回避できるよう支援しました21。

2015年、エチオピアは、2030年までに子どもの栄養失調を
なくすという大胆な目標を掲げました。分野横断的な取り
組みによって、人々の栄養状態を支える社会基盤整備への
投資を増やし、コミュニティ自らが革新的な解決策を生み
出せるようにする狙いがあります。この取り組みは3つの柱
に基づいています。

・ �コミュニティラボに、医療従事者、学校長、宗教法人、その
他の利害関係者が専門領域の枠を超えて集まり、革新的
なソリューションの開発と検証を行う22。

・ �その後、連邦や地域レベルのプログラム実施部門が技術
面での指揮を執り、分野横断的なの連携を促し、パフォー
マンスの管理と人員確保を行う。

・ �エチオピアの統合栄養情報システム（Unified Nutrition 
Information System）を活用して、栄養状態に関するデー
タを蓄積し、改善状況を可視化し、予算配分状況を追跡
し、関係者の支援可能な範囲を明らかにする23。
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エチオピア国内では政治的にも社会的にも不安定な状況
が続いていましたが、このプログラムによって子どもの栄養
失調は着実に改善しました24。

「つながりあう行政」は、ブレア政権が「連携する政府」を考
案してから20年の歳月を経て、再び注目を集めています。そ
して今、パンデミックを契機として高まった機運を維持し、
イノベーションや迅速な対処を阻むサイロ化した思考に逆
戻りさせないことが、新たな課題となっています。

今後に向けて

世界各国のつながりあう行政がうまく機能するためには、
以下の要素が極めて重要です。

・ �各機関に対する最適な予算配分を行い、共通の優先事
項や目指すべき成果に関する合意を形成する。行政機関
は、共通課題に対応できるよう予算確保を可能な限り検
討する。

・ �省庁横断での会議の場を設け、プロジェクトの範囲と評
価基準を策定する権限を持たせる。

・ �成果主義に基づく行政サービス提供部門を構築し、省庁
横断での施策実現に取り組む。

・ �市民参画を実現するためのプラットフォームを作り、市民
や民間部門も加わって議論を交わし、複雑な課題解決に
貢献できる場を提供する。

・ �クラウドコンピューティングのようなテクノロジーインフラ
に投資し、データの共有や統合型サービスの設計に活用
する。

ニューヨーク市ファミリー・ジャスティス・センター

2001年、ニューヨーク市はドメスティックバイオレンスへの対応を専門とする「ドメスティックバイオレンスとジェン
ダーによる暴力をなくす市長室（Mayor’s Office to End Domestic and Gender-Based Violence）」を立ち上げました。
2005年、米国司法省からの補助金と民間からの寄付により、最初のファミリー・ジャスティス・センターがブルックリン
に設立されました。ここでは、ドメスティックバイオレンスの被害者が一貫した支援を受けることができます。その後、
市内の他の4区にも次々とセンターが設立され、カウンセリング、検察官や支援団体との面談、金銭的支援、住宅や公
的事業による支援を提供しています。

ジャスティス・センターには、市内9つの行政機関・部門、区や州レベルの各種機関、その他多くの非営利組織をはじめ
とする50以上の団体が集まり、支援業務を実施しています25。2019年、市内にある５つのセンターで支援した人の数
は、6万3,000人を超えました26。パンデミックを契機として、同センターは完全リモートのサービスモデルに転換しまし
た。2020年、同センターのサービスを初めて利用した被害者の数は32.5%増加しました。メンタルヘルスに関するカウ
ンセリングや法律相談の利用が増加しているほか、親権を持たない親のためのバーチャル面会プログラムも活発に
利用されています。バーチャルサービスを受けた人にアンケートをとった結果、全体の94%が同センターの利用を他の
人にも勧めたいと回答しました27。
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実務者の声

ピア・アンドリュー、システムトランスフォーメーション専門家、
オーストラリア・ニュージーランド・カナダの政府高官を歴任

包摂的なサービスの統合による行政のサイロ化を打破

垂直型の指示系統では、政府内の業務、政策、システムがサイロ化してしまうのは当然のことです。垂直的な組織構造
に従って予算が配分された結果、行政機関の職員は自らの業務範囲を狭めることに終始し、各部門も事業を予算内
に収めることとリスクを最小化することを優先するよう求められます。結果として、果たす機能と果たすべき職務の間
にギャップが生まれてしまいます。この事例は、複雑で厄介なあらゆる問題に当てはまります。機能が細分化された各
部門と垂直型の指示系統の間にギャップが生じ、包摂的なプログラムや政策の実施を阻む大きな障壁となっているこ
とがすぐに分かるはずです。

また、長期的な観点から責任をもって公益に奉仕することよりも、何かしらの「目先の朗報」をもたらすことへのプレッ
シャーが常にあるため、短期的な成果を優先する傾向が浸透してしまいました。サービス向上の取り組みは、行政機
関内だけで改善を繰り返すに留まり、行政と関わる様々な体験の改善につながることはありません。多くの行政機関
において、市民が統合された形でサービス提供を受けることに対して誰一人として責任を負っていないのです。その
結果、一貫性のないサービスが複雑に絡まり合い、市民からの信頼は、提供されるサービスの品質同様に低下してい
きます。

市民や地域コミュニティが最適なサービスを探す過程において、行政の複雑さを理解する必要などないはずです。つ
ながりあう行政を作り上げることは私たち自身の責任です。水平型の手法、組織構造、運用モデルを構築し、統合され
た形で市民にサービスを提供できるようにしなければなりません。

包摂的なサービスを実現するうえで、いくつか重要なポイントがあります。

・ �市民のサービス提供に関する責任の所在を明確にする。一貫性のあるサービス提供を確実に提供するためには、誰
かがその職務を負託されていなければなりません。統合された行政サービスの窓口は、その実現に向けた責任を負
う主体のみが管理できるのです。各担当部門は、プログラムや末端の業務システムを管理しているに過ぎません。こう
した権限のほかに、窓口の設置及び管理する能力と、市民向けの窓口を統合する各担当機関の協力も必要です。

・ �一貫性のあるサービスを設計する。統合された窓口の設置に加えてもう一つ強力な戦略となるのは、出産・育児、引
越、事業の開始、配偶者の死亡といった大きなライフイベントにまつわるサービスを設計することです。こうした「生
涯にわたるサービス」は、各自の状況に沿った枠組みを提示し、複数の組織、裁判所、分野にまたがる公的支援をよ
り効果的かつ積極的に受けられるよう支援するものです。
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・ �参加型行政。政策立案や行政サービスの提供など、公共部門の日々の業務には市民の参画が求められています。市
民やコミュニティがこのプロセスに加われば、利用者目線の行政サービスが実現し、変化するニーズや価値観を正
確に捉えてこれに対応できるようになります。

・ �より包摂的に効果を把握する。行政サービスの効果と行政サービスの利用者側の動きを把握できるよう、政府全体
で取り組む。包摂的な評価を得られれば、包摂的に行動しようとする行政機関側の意欲も当然高まります。特に、利
用者の目線やパフォーマンスの観点からの指標だけでなく、政策や生活の質といった観点からも評価することが重
要です。

・ �リスクとインパクトを包摂的に把握する。皮肉なことに公共部門の危機管理では、職員個人のリスクを最小化する
ことが、社会や制度全体のリスクを生む傾向にあります。市民やコミュニティへの実質的な効果という観点から、包
摂的かつ長期的にリスクを把握することから始めなければなりません。
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行 政は、情報テクノロジーを活用しデータから有
益なインサイトを得ることで、より良い政策、意
思決定、サービス提供を実現しています。しかし、

テクノロジーの導入に対するリーダーシップのあり方や優
先度、予算には大きな隔たりがあるため、対策に一貫性が
なく、システム連携のしやすさは一切保証されていません。
コラボレーションを幾度となく阻んできたのは、データ共有
の力を活かせないデータ政策です。

一方、こうした状況はCOVID-19のパンデミックとともに急
速に変化し始めました。政策立案者や医療専門家が最新
情報の収集に追われる中、行政は否応なしにデータのサイ
ロ化を打破し、産学との連携を図り、データ処理に長けた
人材を集めるようになりました1。より大きな協働と透明性
を求めるこのトレンドは今後も続くと見られ、行政機関はま
すますデータを共有・活用し、成果の改善とサービスの統
合につなげていくでしょう。

データ駆動型の行政
データ活用の加速化でサイロを打破

アディタ・カルケラ、ジェイミー・ボイド、ジーン・バロッカ、アダム・ラウス

トレンドの推進要因

データ共有を推進している要因はいくつかあり、インサイト
の向上と既存・新規サービスの提供に役立っています。

・ �加速する人工知能（AI）やクラウドテクノロジーの導入と
ともに、データ共有を容易にする政策も進んでいます。

・ �パンデミックが、より多くのデータ活用と共有を急ぐ理由
が生み、新たな政策が求められた結果データ倫理がより
重視されるようになりました。

・ �多くの組織において最高データ責任者（CDO）という役職
が設置され、その役割が拡大しています。
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現在見られるトレンド

パンデミックによって行政機関は、より多くのつながりを形
成してデータを共有することを余儀なくされました。多くの
組織がバーチャル・ファースト環境へと迅速に移行しまし
た。最初こそITケイパビリティ（組織的な能力）に負荷がか
かりましたが、最終的には行政内の協働や産学官連携に
とって追い風となりました2。効果的なサービス提供やパン
デミック関連の課題解決において、データの共有・連携が極
めて重要になっています。クラウドやその他のデータセント
リック（データ中心）なツールの導入で後れを取っていた行
政機関や部門は、その後れを取り戻すべく、データ政策の策
定、最高データ責任者の採用、あるいはその役割の見直しと
いった対応を急ぎました3。今や、行政が1）サービスを向上さ
せ新たなサービスニーズを把握するうえでデータを重視し、
2）サイロ化を打破し、行政機関同士で歩調を揃え、3）産学
との連携を図るのは、当たり前の光景になりつつあります。

こうしたトレンドは、住民に対して、より多くの効率性が高い
サービスを提供するものです。

データセントリックな技術の導入
行政内の日常業務は、ますますデジタル技術に依存する
ようになり、そこから莫大な量のデータが生まれています。

電子メールから表計算ファイル、リモート会議でのプレゼ
ンテーションに至るまで、行政機関が作成する無数のデー
タは、フィルターをかけて都度保存しなければなりません。
データ容量が大きくなるにつれ、その中から有益なインサイ
トを引き出すためのテクノロジーや政策を求める行政側の
ニーズも増していきます。

行政は、AIやクラウドといったデータセントリックな技術や
ツールを導入してきました。しかし、それぞれの機関が独自
に導入を進めるケースも少なからずあり、他の優先事項や
予算的制約によって対応が二の次になった結果、効果的な
データ共有・連携やデータ活用が難しくなっています4。

パンデミックによって、データを扱うテクノロジーやツール
の重要性が急拡大しています5。例えば、失業保険のよう
なサービスの需要が増え、こうしたサービスをバーチャル・
ファースト環境で管理し提供するというニーズに応えるた
め、クラウド導入が最優先課題になりました6。実際、米国の
ロードアイランド州では、クラウドサービスの導入によって、
失業保険給付に関する同時処理件数が75件から2,000件
まで増加しました7。こうした中、米国連邦政府におけるクラ
ウドプラットフォームやクラウドサービスへの支出も伸びて
いますが、予測値と比較してさほど急激な上昇は見られま
せんでした（図1）。

図1

パンデミックによって急増した、
米国連邦政府のクラウドインフラ・マネージドサービスへの支出額

注：*入手可能な2021年8月30日までのデータで算出したもの。国防省とintelのデータは、3カ月から6カ月程度の遅れがある。
出典：ブルームバーグから入手した連邦政府の契約データを基にデロイトが分析したもの。

実績
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行政機関が適切なツールを使えば、データセット、アプリ
ケーション、デバイスを統合して組織内外でのやり取りを
促すことができます。例えば、米国の国立衛生研究所は、
COVID-19の研究と治療法の特定を進めることを目的
に、数多くの対策の一つとして「National COVID Cohort 
Collaborative」を立ち上げました。これはクラウドベースの
データ共有・分析プラットフォームとして、政府の専門家、研
究者、営利企業がデータや所見を交換する際に役立てられ
ており、臨床研究の共有に革命をもたらしています8。また、
AIによるソリューションをサービスの向上に活用している企
業もあります。例えば、ジョンソン・エンド・ジョンソンのワク
チン開発においては、機械学習モデルとオープンデータを
使って治験参加者が選定されました9。

データツールの活用という点で行政は、依然として営利企
業や大学の後塵を拝しているものの、COVID-19への対応に
よって公平な競争の場に立てるようになりました。ただし、
行政がこのトレンドを加速させるためには、組織的なサイ
ロやデータ標準の不備といった課題に立ち向かわなけれ
ばなりません。

データファーストと倫理ファーストの天秤
大規模な共有データセットは、貴重な情報をもたらします
が、その利用には大きなリスクが伴います10。世界中で開発
と導入が急ピッチで進められたCOVID-19の接触追跡アプ
リは、最も意欲的なデータセットの活用事例の一つです。
これらのデータには詳細な個人情報が含まれているため、
仮に漏えいや不適切な利用があった場合、個人のプライバ
シーに対する重大な侵害にあたり、市民の信頼を損ねるお
それがあります11。

また、プライバシーの問題以外にも、データから不完全な
誤った結論が導かれないようにするために、デューデリジェ
ンスが重要になります。大規模なデータセットは、バイアス
が内在し、より大規模かつ複雑な状況の一部を反映してい
るに過ぎない場合があります。したがって、そこからインサイ
トを得ようとするユーザーは、データはどのように収集・分

析されたものなのか（バイアスが含まれている可能性を含
めて）、そして、データが意味するところは全体の状況とど
の程度整合しているかを考慮しなければなりません。こうし
た万全の対策を講じておくためには、確固たる政策が求め
られます。

COVID-19の感染拡大に伴い、行政機関は直ちにデータ収
集時のプライバシー保護を重視するようになりました。イタ
リアのデータ保護機関Garanteは、国家当局がEUの一般
データ保護規則とデータ追跡のニーズのバランスを保つよ
う定めた施策を導入しました。イタリア政府も、業界代表
者や貿易関係者との議論を深め、COVID-19への対応で使
われた機密情報の取扱いに関するプロトコルを制定しまし�
た12。アイルランドやフランスでも同様のアプローチが導入
されています13。

国の司法管轄区域同士のデータ共有も、喫緊の優先課題
になりました。例えばオーストラリアの連邦、州、地方の各
政府は、データ保護プロトコルについて直ちに合意に至
りました14。米国では、8つの州が全米知事協会（National 
Governors Association）と連携して、州内の医療データシ
ステムを安全につなぐ仕組みを強化しています15。

パンデミックを契機として行政機関のリーダーは、EUの一
般データ保護規則（GDPR）やカナダの個人情報保護及び
電子文書法といった枠組みの下で、データ共有・保護政策
について検討する必要性を再確認しました。英国デジタル
省のオリバー・ダウデン大臣は、パンデミックによって高度
化したデータ共有のあり方を標準化したいとの政府の意
向を表明しています16。また、オーストラリアのニューサウス
ウェールズ州は、2020年の山火事とパンデミックによって得
られた教訓から、新たなデータ共有戦略を打ち出しました。
この戦略は、住民に影響する決定を通知するにはデータを
活用することが重要であることを理解し、必要なスキルを
身につけて効果的かつ安全にデータを活用できるようにな
ることを政府職員に求めるものです17。
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進化する最高データ責任者の役割
データインサイトへの依存が高まる中、データを統合して
ベストプラクティスを生み出す役割を担う最高データ責
任者（CDO）に注目が集まっています18。CDOが担う業務範
囲は、行政機関によって大きく異なり、期待や責任、権限も
様々です19。しかし、パンデミックによってその役割はほぼ一
晩のうちに変化しました。今やCDOには、行政機関同士や
産学官でのより緊密なデータ統合を推進する権限が認め
られています20。

米国では、多くの州のCDOがCOVID-19用のダッシュボード
を活用し、パンデミックの感染状況を市民に発信し続けま
した。また、州内の医療情報を交換してより良いインサイト
につなげたり、景気刺激策の予算使途に関するデータを公
開したりしました。さらに、CDOが直々に指揮を執り医療部
門のデータ化を進めるケースもありました。アーカンソー州
では、CDOがCOVID-19の技術支援諮問委員会（Technical 
Advisory Board）に加わり、検査や接触追跡に用いられる
新しいテクノロジーを検証・評価しました21。行政機関がパ
ンデミック終息後のニューノーマルへと移行する中、CDO
は、経済的なインパクトを測定するとともに、データを活用
して経済活動再開に向けた進捗状況の測定とマイルストー
ンの評価を行っています22。

CDOの役割を発展させるうえで鍵となるのは、行政機関同
士のデータ共有を実現できる人材の育成です。エストニア
のオット・ベルスバーグCDOは、利用するデータの質の確保
や、データ共有の監視が行える、経験豊富なデータ管理者
を行政機関全体に配置しています23。その職務には、国の
CDO、最高プライバシー責任者、最高情報セキュリティ責任
者といった人々と緊密に連携し、情報が安全かつ倫理的に
利用されるようにすることが含まれます。

パンデミックへの対応にCDOが加わることで、その役割が
明確化され重要性が再認識されました。2021年のData 
Foundationによる調査では、米国連邦政府のCDOの約
75%が、自らの役割は明確であると回答しました。なお、前
年度の同調査では、その割合は21%ほどでした。この同じ
期間において、25名以上のスタッフを抱えるCDOの割合は

25%から40%まで増加し、最高情報責任者ではなく最高経
営責任者がCDOの直属上司にあたるケースも倍増してい
ます24。

CDOの役割が根付くことで、行政はサービスの提供、パ
フォーマンス測定、危機への対応において貴重な共有デー
タを活用しやすくなります。アリゾナ州のジェフ・ウォーク
オーバーCDOは次のように述べています。「かつてはあると
便利とされていたデータが、今や必須のものとなっていま
す。この機会を捉え、将来に向けて必要な体制を整えなけ
ればなりません25」。

今後に向けて

行政は、共有データを活用してサービスの向上を図り危機に
備えておくため、3つの基本分野に焦点を置く必要があります。

・ �COVID-19の対応で構築されたデータテクノロジーや
協力関係を今後も重視する。これらのテクノロジーや協
力関係の重要性は計り知れず、そのまま廃れさせるわけ
にはいきません。データセントリックなアプローチは、パ
フォーマンスの向上と同時により大きな価値を住民にも
たらしています。そして、再び危機が到来した際には、デー
タが重要な役割を果たすことになるでしょう。

・ �データプライバシーやセキュリティに関して先を見越し
た政策を継続的に策定する。行政は、次の危機やプライ
バシーの問題が起きるのをただ待っていてはなりません。
プライバシーへの懸念は変化し続けています。これに対
処し行政機関内や産学パートナーとのデータ共有を実現
できる政策を、継続的に打ち立てていくことが求められま
す。データ政策は、経済政策同様、情報利用の変化に合わ
せて常に進化していかなければなりません。そのために
は、CDO、情報セキュリティ責任者、プライバシー責任者ら
が絶えず連携を図る必要があります。

・ �CDOがもたらす価値を向上させる。行政のリーダーは、
CDOが能力を発揮して共有データの力を引き出せるよう、
その役割を支援し発展させていかなければなりません。
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実務者の声

バリー・ローリー、
アイルランド政府・最高情報責任者

「ワンスオンリー原則」は、2030年までのデジタル化に向けた最重要課題の一つである

データ利用の最適化を図ることは、組織文化の障壁が残る行政にとって、大きな機会であると同時に課題でもありま
す。アイルランドではかつて、行政機関から法的に独立した組織が独自のデータを保有しており、データを照合できる
のは一般的に法律で定められた特定の用途に限られていました。さらにこうした組織では、組織特有のやり方やテク
ノロジーが生まれる傾向にありました。

当然これは、デジタルガバメントの概念とは相反するものです。単一のアクセスポータルや、分かりやすい情報・サービ
スの提示方法もデジタルガバメントが持つ要素です。さらに最も重要なのは、個人から一度集めたデータを何度も活
用するという「ワンスオンリー原則（OOP（“once-only” principle））」です。

OOPは、EUが2030年までのデジタル化目標（Digital Decade Agenda）の一つとして最重要視しているものです。EU加
盟国は、OOPの導入はサービスの向上、コスト削減、データ保護の改善につながるものであり、他の加盟国が提供し
た情報を自国の行政機関が活用できるという利点もあると理解しています。

しかし、これは一筋縄ではいきません。文化的な課題に加えて、レガシーシステムや法律上の障壁があります。また、い
かなるデータ共有に対しても声高に異議を唱える人が少数ながらも存在します。では、どのようにデータ共有を進め
るのが良いでしょうか。概念的な大枠の議論を継続させることも一つの答えです。そして同時に、住民が体験した行程
や味わった苦労を理解し改善に取り組むことで、「システム自体」に対する住民の不満を解消させる必要もあります。

難しい課題ではありますが、解決すれば大きな対価が期待できます。この機会を逃す手はありません。
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COVID-19がもたらした危機は、絶え間ないイノ
ベーションの重要性と、スピードや機敏さ、規模感
をもって対応を講じることの必要性を浮き彫りに

しました。

パンデミックの初期段階には、各国の政府がマスクの生産
強化、製薬会社間のデータ共有の推進、特定の臨床試験や
医薬品に対する規制要件の緩和、ワクチン生産の加速に取
り組みました。こうした動きは民間セクター、非営利組織、
研究機関とのパートナーシップが大きな成功を収められる
ことを示した、極めて重要な一歩でした。

政府は、パンデミックの期間に渡って、急増する感染者への
対応とワクチン開発を目指す複数のセクターによる取り組
みを推進・実現するカタリスト（触媒）として機能してきまし
た。ソリューション創出を促すカタリストとしての政府の役
割は、パンデミック以前でさえ、公共の利益のために、セク
ターの枠に捉われずにイノベーションをどのように活用す
べきかを中心に、そのカバーする範囲と複雑さが増してい
ました。

カタリスト（触媒）としての行政
イノベーションを生むエコシステムの推進

ウィリアム・エガース、キショラ・ラオ、マックス・マイヤース、アースラ・ブレナン、ニーハ・マリク

民間企業のイノベーションやセクター間のイノベーション
の加速を背景に、政府は市場の失敗の是正という領域を超
えて施策を企画・実施してきました。防衛、宇宙産業といっ
た戦略的セクターの支援強化に加えて、公衆衛生、気候変
動、サイバーセキュリティを含む無数の社会的課題の解決
を可能とする、複数セクターが関わるソリューションの育成
に取り組んでいます。

トレンドの推進要因

複数の推進要因により、政府は複数のセクターが関与する
イノベーションをますます増やさざるを得なくなっています。

・ �政府は市場、なかでも重要性が高いにもかかわらず、ハイ
リスク・ローリターンのセクター（公衆衛生など）の失敗に
対して、より効果的な対応が取れるようになりつつあると
ともに、民間投資の呼び込みを後押ししています。

・ �民間のイノベーションの取り込み。歴史的に、政府は宇宙
飛行からGPS、ワクチンまで技術的飛躍を促進してきまし
た。そして、技術移転プロセスによって、こうした新技術が
商用化されました。先進技術が、現在すでに商用利用さ
れていることも多々あります。
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・ �イノベーションと競争力への注力。各国は、自国のイノ
ベーションのエコシステムを強化し、長期的な競争力と
持続可能性を育てようとしています。例えば米国では、
本稿執筆時点で議会にて検討中のCHIPS法（CHIPS for 
America Act）を通じて、民間セクターの半導体生産拠点
への投資促進のために520億米ドルの資金を提供する予
定です1。

現在見られるトレンド

行政がカタリストとして機能するトレンドは、主に次の3種
類の形式となって表れています。

・ �重要な社会課題を解決するイノベーションへの注力と摩
擦の軽減。エコシステムの構築を伴うこともあります。

・ �外部のイノベーションを活用したミッション遂行の推進。
新たなパートナーシップの組成を伴うことも多くあります。

・ �イノベーションの重要分野の育成。従来からある役割です
が、現在ではアジャイルなアプローチが取られています。

重要な社会課題を解決するイノベーションへの注力
と摩擦の軽減
パンデミックは、人々の命に関わる社会的課題への対応
に緊急を要することを浮き彫りにしました。例えば、パンデ
ミック以前には、米国の研究者は数年をかけてmRNAワク
チンの研究に取り組んでいましたが、パンデミックの発生
後、この技術は決定的に重要なものになりました2。

サイバーセキュリティから気候変動まで、他の課題に対する
教訓は明らかです。政府は、社会全体の利益となる画期的
なソリューション開発を加速させる施策を講じ、これを実行
しなければなりません。その際、イノベーションのエコシス
テムの強化と、重要な課題に取り組む資金、調整、戦略の提
供によって摩擦を軽減することに注力する必要があります。

サイバーセキュリティ。サイバー犯罪のインシデントによっ
て、世界経済全体で1兆米ドルを超えるコストが発生してい

ます3。金銭面だけでなく、サイバー犯罪はインフラや知的
財産に対する脅威にもなります。この脅威に対応するため、
様々なセクターの関係者が連携して、サイバーセキュリティ
をさらに進化すべく取り組んでいます。

米国・ニューヨーク市の新たなCyber NYCイニシアチブは、
同市のサイバー人材の育成、サイバー分野のイノベーショ
ン促進、世界のサイバーセキュリティ中心地としてのニュー
ヨークの地位確立という3つの目的を掲げています。官民
から調達した1億米ドルの資金を活用し、大学やベンチャー
投資家、テック企業を擁する同市のユニークなサイバーセ
キュリティのエコシステムと連携し、ニューヨークエリアで
1万人のサイバーセキュリティ人材の雇用を創出すること
を目指しています。ニューヨーク市立大学の修士課程の
学費減額、ベンチャーキャピタルとサイバーセキュリティの
スタートアップの接点を作るスタートアップアクセラレー
ター、賞金100万米ドルをかけた市内の中小企業をサイ
バー攻撃から守るソリューションの募集など、多方面のアプ
ローチを採用しています4。

また、米国のサイバーセキュリティ・インフラセキュリティ
庁（CISA）は2021年8月、官民連携でサイバー防衛の運用
強化に取り組む専門イニシアチブのサイバー防衛共同体

（JCDC）を設立しました。このイニシアチブは、産業界や
行政機関（中央、州、地区）の各所に存在するサイバー対応
能力を統合することを目的としています。同庁はJCDCを
通じて国全体の総合的なサイバー防衛計画を描いており、
Amazon Web Services、Google Cloud、Microsoft、Verizon
などの著名な企業が産業界のパートナーとしてイニシアチ
ブに参加しています5。

ヘルスケア。英国の国民保険サービス（NHS）傘下のアクセ
ス促進共同体（AAC）は、革新的なヘルスケアソリューショ
ンの開発と早期実用化のため、患者、業界の代表者、規制
当局、様々なNHS関連組織を結びつける機関です6。AACは
オンラインの「玄関口」となり、イノベーションの担い手に情
報と支援を提供し、NHSの研究ニーズを民間企業に伝え、
有利な規制環境を整備し、臨床開発を加速させています。
こうした活動の結果、侵襲的な手術や妊娠合併症の一種で
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イノベーション推進に特化した
政府支援のファンド、ユニット

北米
カナダ
カナダの1億カナダドル規模のVenture Ontario 
Fundは、競争優位性を高める成長著しいセク
ターを支援します。

ブラジル
ブラジルの国立経済社会開発銀行は、バイオテク
ノロジー、スマートシティ、その他の戦略的分野に
おけるイノベーションを支援する、1億レアル規模
の共同投資エンジェルファンドを設立しました。

米国
米国のエネルギー高等研究計画局は、画期的な
エネルギー技術の開発を支援しています。

欧州・中東・アフリカ
EU
VentureEU（欧州全域のベンチャーキャピタルに
ファンド・オブ・ファンズ方式で投資するプログラ
ム）は、革新的なスタートアップや成長中の企業
への投資を活性化させています。

ドイツ
ドイツの飛躍的イノベーション機構は、社会、環
境、経済の課題を解決する画期的なソリューショ
ンを支援しています。

イタリア
イタリアは、米国の国防高等研究計画局をモデル
に、ヘルスケアとバイオメディカル分野のイノベー
ションに当初の重点を置いたENEA Tech and 
Biomedicalを設立しました。

アラブ首長国連邦
アブダビ政府が出資する投資会社のMubadala
は、2019年に25,000万米ドル規模のテクノロジー
ファンドを立ち上げ、アーリーステージ企業に1億
米ドルを投資しました。

アジア太平洋
オーストラリア
オ ーストラリア のBiomedical Translation 
Fundは、バイオメディカル分野における新規発
見と商品化を支援する、共同投資のベンチャー
キャピタルプログラムです。

香港
20億香港ドル規模の創科創投基金は、国内のイ
ノベーションやテクノロジーのスタートアップに
共同投資を行います。

日本
日本のムーンショット型研究開発制度は、国内外
の社会問題解決のために革新的な研究開発を活
用することを目的としています。

ニュージーランド
Elevate NZ Venture Fundは、特にイノベーショ
ンと生産性を重視して、ニュージーランドで創業
したアーリーステージ企業を支援しています。

シンガポール
シンガポールのSEEDS Capitalは、戦略的産業
において将来有望なアーリーステージのテクノロ
ジー系スタートアップに共同投資を行います。
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ある妊娠高血圧腎症の検査をすることなく虚血性心疾患を
特定するソフトウェアなどのような、イノベーションの成功
事例の採用が加速しています7。パンデミックによって優先
対象に加わった内容も含めて、AACは2021年の年頭までに
2,700件以上のイノベーションを支援しました8。

気候変動対策。世界的な温暖化が地球にとっての実存する
課題として認識されている現在、政府はクリーンテクノロ
ジーの開発に弾みをつけるべく投資を行っています9。2020
年3月に結成され、各業界と様々な公共団体が加盟する欧
州クリーン水素アライアンスは、欧州における低炭素の水
素エネルギー利用技術の開発と導入拡大に取り組んでい
ます。個々のプロジェクトの目標を達成するため、EU加盟
国は2030年までに4,300億ユーロの直接投資を行うことを
明言しています10。

別の多国間の取り組みとして、クリーンエネルギー技術へ
の投資を推進するMission Innovationがあります。米国、イ
ンド、サウジアラビア、カナダ、オーストラリア、オーストリア、
オランダ、欧州委員会などプロジェクトに参加する23の政
府は、世界の炭素排出量を削減するクリーンエネルギー研
究に対して2,500億米ドル超の投資を予定しています。プロ
ジェクトの目標には、環境に負荷を与えない実験的な大
規模都市開発事業50件の実施、二酸化炭素を除去する研
究への資金提供、重工業向け低排出設備への投資などが
あります。プロジェクト内の個別のミッションを先導する国
もあります。例えばインドとオランダは、運輸、化学セクター
で使用する代替燃料の開発を目指す統合バイオリファイナ

リーミッションを推進しています。これまで投資を通じて支
援した1,500件近くのイノベーションによって、2030年まで
に年間21ギガトン以上の二酸化炭素排出を回避できると
想定されています11。

イノベーションにおけるインクルージョンの推進

不平等の拡大が別の社会的課題を生み、取り組みの進展を脅かしています。世界に暮らす貧しい人たちが料理をする
のに今なお石炭を使わなければならないのであれば、低炭素のエネルギー資源を活用したとしても炭素排出を鈍化
させることはできません。こうした理由で、イノベーション推進に取り組んできた多くの国の政府が、現在プログラムに
インクルージョン戦略を組み込んでいます。

米国エネルギー省（DOE）は、2021年9月に包摂的なエネルギーのイノベーションを表彰する賞を初めて設けました。
この新たな賞では、「気候変動やエネルギーに関連した技術の資金調達において、歴史的に十分な支援を受けられて
いなかったコミュニティの起業家精神とイノベーションを支援する」ことを目的として、最大250万米ドルの現金を賞金
として授与します。また、初めて応募する人に向けて参加のハードルを下げ、応募手続きを簡素化することも狙いとし
ています12。
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ミッション遂行の推進に向けた
外部のイノベーションの活用
民間セクターは、複雑な社会問題の解決に活かせる可能
性を秘めた多くの技術を開発しています。行政は、より幅広
いパートナー網やソリューション網を築くために、単なる業
務委託にとどまらない形でこうした民間の対応能力を活用
し、行政としてのミッション遂行の質を高める方法を模索し
ています。

民間の技術を公共セクターに転用することが、常に成功す
るわけではありません。ジョイントベンチャー、合併、買収な
どの法律、財務に関わる枠組みを利用できる営利企業とは
異なり、行政は相互の利益とセクターの枠を超えたメリット
に基づき、外部のイノベーションを利用するためのより創造
的な方法を考案しなければなりません13。

民間技術の取り込み。米国国防総省の国防イノベーション
ユニットは、2015年から商用技術の軍事転用を加速させて
います14。他の行政機関も同様の取り組みを実施しており、
既存の成熟したソリューションを（参入障壁を低くして）より
効果的に活用する方法、萌芽期にあるソリューションの開
発を促進して実現に導く方法の両方が取られています。

さらに、公共調達は特に商用化前の段階で需要を喚起する
ことで、民間セクターのイノベーションを促進する重要な役
割を果たすことができます15。ある分析は、経済協力開発機
構（OECD）加盟国の81%が公共調達を通じてイノベーショ
ンを強化するイニシアチブを立ち上げていることを示唆し
ています16。その一例として、米国航空宇宙局（NASA）は、調
達を通じて同局のミッションを支える企業の成長と事業継
続を支援しています。同局は連邦政府の中小企業イノベー
ション研究（SBIR）プログラムを通じ、新しいアイデアは豊
富にあるものの経営資源に乏しい企業に助成金を提供す

ることで、今後20年間で1兆米ドルを超える規模に成長する
と予測される、民間宇宙経済の創出を促進しています17。

2021年、インド政府は、各都市の問題を解決するための画
期的な技術ソリューションの調達を円滑化するデジタル
マーケットプレイスのCity Innovation Exchangeを開設し
ました。このプラットフォームは、調達プロセスを簡素化し、
イノベーションの実施事業者がサンドボックス（一切の通
常の規制に従う必要なく、製品やサービス、新しいビジネス
モデルを検証できる制御された環境）でソリューションを設
計、テスト、実証できるようにすることで、研究開発から市場
への技術移転を加速させ、インドのスタートアップ企業を成
長させることを目的としています18。

行政は、より幅広いパートナー網
やソリューション網を築くため
に、単なる業務委託にとどまらな
い形でこうした民間の対応能力
を活用し、行政としてのミッショ
ン遂行の質を高める方法を模索
しています。
こうした目的特化型のパートナーシップに加えて、政府は
外部環境の最新情報にも通じている必要があります。一部
の国の政府は探知・探索ユニットを立ち上げて、その任務
にあたっています19。米国国土安全保障省のTechnology 
Scoutingプログラムから、オーストラリア国 防 省の
Emerging Futuresイニシアチブまで、自身のミッションに影
響を与えうる新興技術の探索・調査に特化したチームを組
織する政府機関が増えています20。
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イノベーションの重要分野の育成
政府は、研究開発助成金、税額控除やその他の政策により
新興技術の市場リスクを抑えることで、民間のイノベーショ
ン創出において歴史的に重要な役割を果たしてきました。
今日、各国の政府は、民間投資が不足している分野での実
験的な研究開発を奨励するため、目的特化型の投資枠組
みを次々と立ち上げています。

このアプローチの先駆けとなったのは、1950年代後半の米
国国防高等研究計画局（DARPA）の取り組みです。アイデ
アが早い段階で失敗することを許容し、その失敗を次につ
なげるDARPAのアプローチは、意図的に実験の余地をイノ
ベーションの担い手に与えています21。今に始まった手法で
はありませんが、次世代技術のリスクを抑制し、その開発を
促す投資が増えています。難問を解決するソリューション創
出を推進すべく、DARPAのようなアプローチが現在世界で
急速に広がっています。また、テクノロジーの急速な発展を

受けて、長い準備期間を必要としていた従来型の研究開発
手法が、より迅速なアプローチに道を譲りつつあります。

イタリアはDARPAに着想を得て、5億ユーロの資金規模の
ENEA Tech and Biomedical基金を創設しました。この基金
は、国益となる革新技術の発展を目的とし、立ち上げ当初
はヘルスケアとバイオメディカル分野のイノベーションと技
術移転に重点を置いています22。ENEA Techは長期の資金
提供、生産規模の拡大、技術の商用展開など、イノベーショ
ンのバリューチェーン全体にわたって支援を行います23。

2021年、英国政府は4年間で8億ポンドの予算を持つ高度研
究発明庁（ARIA）を設立すると発表しました。ARIAはDARPA
と同じく、研究開発のライフサイクル全体で承認が必要な多
数の階層を排しています。DARPAの目的は防衛に結びつい
たものですが、ARIAは分野横断的な社会課題の解決を目指
し、様々な官庁の要望に応えていくとされています24。

米国でのワクチン開発と流通

COVID-19のパンデミックにより、かつてないほどの緊急性をもって治療法とワクチンの開発を並行して進めなければ
ならない状況が生まれました。米国政府、公衆衛生当局、医療・製薬業界の意思決定者たちが集まり、可能な限り最
短の時間で医薬品の開発を進められるプロセスを再検討しました。その結果、官民パートナーシップのAccelerating 
COVID-19 Therapeutic Interventions and Vaccines（ACTIV）が結成され、既存薬を転用したものを含め、治療薬とワ
クチンの開発を劇的に加速させました。

ACTIVは結成以来、以下を通じてCOVID-19のワクチン開発と臨床試験のプロセスの合理化を推し進めています25。

i.	 臨床段階前の参加主体間でのデータ・情報交換の標準化と利用促進。

ii.	既存の試験施設や研究施設を活用することによる臨床試験の加速。

iii.	早期承認に向けたワクチン評価の迅速化。

iv.	規制上必要な作業や手続きの調整と、全パートナー間での資産の活用。
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今後に向けて

・ �組織内の対応能力を評価して、その能力がプロジェクト
やミッションを遂行できるのに十分であるかどうかを判断
しましょう。十分でない場合は、市場にある既存の対応能
力を評価して、ミッションのニーズを満たすために活用で
きそうか検討しましょう。

・ �新興技術や市場にある対応能力を特定する、専門の探
知・探索ユニットを設置しましょう。こうした機能がなけれ
ば、複数の政府機関が市民から寄せられる期待の変化、
新しいビジネスモデル、革新的なテクノロジーなどの最
新情報を、常に自分たちで収集せざるを得ない状況に陥
りかねません。探索調査やホライズン・スキャニングを担
うユニットを持つことで、リーダーは常に先の状況を知る
ことができ、今後のリスクと将来動向の予測や、必要にな

るであろう新たな政策の検討を進めやすくなります26。

・ �官民連携のための最適なパートナーシップの構造を確
立しましょう。パートナーシップの各フェーズで最適なオー
ナーを特定しましょう。具体的には、プロジェクトに資金
を提供する主体や、実施の責任を担う主体を決定します。
パートナーシップの最適な構造は、その目標やミッション
によって変わってくるでしょう。不確実性が大きいプロジェ
クトでは、公共セクターの関与を強める必要があるかも
しれません。

・ �アジャイルなガバナンスモデルに沿ってイノベーションを
促進しましょう。行政と企業が利用できるサンドボックスを
設置することで、新しい手法のプロトタイピングと実証実
験が可能になるとともに、実験の文化を奨励できます。

実務者の声

ジェン・ガステティック、米国航空宇宙局（NASA）
アーリーステージ・イノベーション、パートナーシップ担当ディレクター

NASAのイノベーション支援手法

NASAの宇宙技術任務局（Space Technology Mission Directorate：STMD）は、NASAに革新的なソリューションを提
供したいという熱意を持った中小企業を含めて、様々な企業を支援しています。例えば2021年には、国内5社の中小
企業とパートナーシップを締結しました。この5社には、革新的な月面探索能力の技術開発のために2,000万米ドル近
くの資金がNASAから提供されます。また、同年には大学が主導する月研究プロジェクト6件を選出し、当分野におけ
るリソース活用と持続可能な動力ソリューションの技術発展を推進しています。

NASAでは、イノベーションは様々な場所から発生する可能性があります。STMDは、中小企業イノベーション研究
（SBIR）、中小企業技術移転（STTR）、技術移転（Technology Transfer）、報奨金・チャレンジ・クラウドソーシング
（Prizes, Challenges, and Crowdsourcing：PCC）、宇宙技術研究助成金（Space Technology Research Grants）、セ
ンターイノベーションファンド（Center Innovation Funds）、アーリーキャリア・イニシアチブ（Early Career Initiative）、
そしてNASA革新的先端概念（NASA Innovative Advanced Concepts）といった多彩なプログラムを通じて、NASA全体
と現在成立しつつある商業宇宙のエコシステムに資する、アーリーステージの宇宙分野の新技術を支援しています。

例えば当局のSBIR/STTRプログラムでは、中小企業や起業家の将来有望なアイデアに対して、初期段階で必要な資
金を提供しています。プログラムの開始以来、全50州の中小企業に賞金を提供してきました。こうした企業が、国際宇
宙ステーションや火星探査車キュリオシティを含む、多くのNASAのプログラムとミッションの中核を担っています。
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NASAの月面再着陸ミッションには、米国全土の民間企業が有する画期的な技術と能力が必要となります。このミッ
ションを支えるべく、すでに3,000社を超える国内企業が開発に取り組んでおり、その多くが中小企業です。

成功するパートナーシップを形成するには、宇宙探索に影響を与えうる新興技術の進展を注意深く追いかけることが
重要です。STMDには、そうした市場の探索を担当するプリンシパル・テクノロジストとシステム・ケイパビリティ・リー
ダーが多数所属しており、彼ら、彼女らの知見が私たちの技術要請計画や戦略策定活動を牽引しています。

この先、宇宙産業にとって刺激的な時代が訪れようとしています。NASAは、中小企業やアーリーステージ企業の革新
的なアイデアの実現をこれからも引き続き支援するとともに、大企業とのパートナーシップを拡大して宇宙の商業利
用の推進に取り組んでいきます。
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COVID-19によるパンデミックは、海や山岳などの地
政学的な境界線で感染拡大を食い止められない
ことを証明しました。世界はさらにつながりを深

めており、国外への渡航や国内での移動を禁止しても病原
体が瞬く間に拡散されるリスクは高まっています1。
一方、明るい兆しもあり、このようなつながりは、人々や国、
政府を結びつけ、協力させ、世界的危機への対応を促進し
ています。

公衆衛生上の課題解決を目的とした国際的な取り組みは
特に目新しいものではありません。例えば、スペイン政府は
19世紀前半にアメリカ大陸とアジアの植民地で天然痘ワク
チンの接種を行いました。さらに、COVID-19パンデミックの
発生により、将来のパンデミックへの共同対処のために、国
境を越えた前例の無い共同の取り組みが行われました2。

世界的公衆衛生パートナーシップの新時代
よりよい健康を確保するための協働

ステファニー・アレン博士、ランドルフ・ゴードン博士、アリソン・マックル・エギジ、
ジョン・マキナニー、エリザベス・バカ博士

トレンドの推進要因

・ �政府は（必要な取り組みに）多額の資金提供をし、ワクチ
ンのグローバル・サプライチェーンや健康格差解消のため
の官民の新たな戦略的パートナーシップや、各国のヘル
スケア提供主体とその他の政府機関（教育、運輸など）と
の協力の拡大を支援しました。

・ �国際協力の拡大は、国を跨る健康リスク対処のための連
携した取り組みを先導しています。

・ �新たな技術とデータ共有の急速な発展は、各国政府重要
な情報や有望な手法の共有に貢献しています。
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・ �気候変動は公衆衛生に多大な影響を及ぼし、そのリスク
緩和には、特に後進国における協調的な取り組みが必要
です。

現在見られるトレンド

パンデミック対策のため、強固な国際的パートナーシップ
が形成・強化されつつあります。特に国連や世界銀行、世界
保健機関（WHO）のほか、健康課題を専門とする組織と協
力する政府が増えつつあり、4以下を目的とした協調的な取
り組みが進められています。

・ �感染症の感染爆発リスクを特定・評価するための早期警
戒システムの創設

・ �感染症の予防・治療・管理に関する革新的な研究の推進

・ �全世界における健康格差の解消

新型感染症に関する全世界的な早期警戒システム
新型感染症の特性、例えば、感染力・深刻度・遺伝子構造は
それぞれ異なります。公衆衛生当局が有効な対策を立案す
るには、これらの特性を理解するための、迅速かつ信頼性
の高い情報が必要です。COVID-19の急速な感染拡大は、次
のような目的（例えば、潜在的な感染爆発の迅速な特定、リ
スク水準の予測、予防・感染封じ込め戦略策定）のために、
国際機関や各国が幅広く参加するグローバルな早期警戒
システムの重要性を示唆しています。

現在、早期警戒システムは存在しているものの、悲惨なほ
ど多くの欠点を抱えています。幾つかの国は新型感染症監
視のための高度な仕組みに投資していますが、それ以外の
多くの国は大きく遅れています5。特にデータ共有の分野で
は、国や国際機関間の協力により、そのようなギャップの解
消が可能です6。

2017年に発足したWHOの疫学インテリジェンスイニシア
チブ（EIOS）は、様々な国や国際機関の公衆衛生専門家か

ら成るグローバルコミュニティを構築し、アイデアや専門知
識、有望な手法を共有して脅威の早期発見に役立てること
を目的としています7。
WHOは疫学インテリジェンスイニシアチブ（EIOS）に、2021
年9月にパンデミック及び疫学インテリジェンスのための
ハブを立ち上げました。このハブは、AI（人工知能）ソリュー
ションにより強化されたネットワークを通じて、国際協力と
情報共有を促進しています8。

こうしたシステムは、公衆衛生部門のリーダーが、新たなウ
イルスについてより早く、より深く理解することに役立ってい
ます。最近設立されたゲノム解読の協力ネットワーク（一方
はブラジル、ロシア、インド、中国が運営し、もう一方は米国
疾病予防管理センター（CDC）と英国健康安全局が運営）
は、研究者が危険な変異型を発見し、感染爆発予測に役立
ちます9。

各国政府にとって国際的に優先度が高いもう1つの分野
が、人獣共通感染症、つまり動物から人間に感染しうる感
染症の封じ込めです。人獣共通感染症は、新たに発生する
全ての感染症の半分以上を占めています10。また、地球環境
と人間の健康の相互依存性が高まっていることも懸念材料
です。人間が自身の利益のために地球をどう扱うかは、人間
の健康とウェルビーイングに長期的な影響を及ぼします。

各国政府や国際機関は、人間・動物・環境の相互関連性に
着目した「ワンヘルス」アプローチに移行しつつあります。そ
の結果、世界のリーダーたちは、病気を引き起こす動物のウ
イルスをスクリーニングするために包括的なサーベイラン
スシステムの確立を積極的に協議しています。
2021年前半には、WHOや国連食糧農業機関（FAO）を含む
複数の国際機関が協力し、人獣共通感染症の国際専門家
パネルOne Health High-Level Expert Panel（ワンヘルスハ
イレベル専門家パネル）を発足させました。このパネルはワ
ンヘルスに関連した事柄についてパートナーにガイダンス
を提供し、科学的根拠に基づく意思決定の支援を目的とし
たものです11。
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世界各国のワンヘルスプログラム及び計画

北米
米国
米CDCのワンヘルス・オフィスは、ワンヘルスとい
う概念を国内外で推進しています。

欧州・中東・アフリカ
アフリカ
アフリカ疾病予防管理センター（CDC）は、ワンヘ
ルスのアプローチに従い、アフリカにおける公衆
衛生問題に対応しています。

デンマーク
デンマークの国立血清学研究所は、ワンヘルスと
いう考え方を踏まえ、感染症や生物学的脅威に
備えています。

欧州
ワンヘルス欧州共同プログラムは、加盟22カ国
の44のパートナーによる協力プログラムです。

アイルランド
アイルランド政府は2021年に、抗菌薬耐性への
対応に注目し、ワンヘルス・アクションプランを見
直しました。

タンザニア
タンザニア政府のワンヘルス・コーディネーショ
ンデスクは、動物・人間・環境に関わる健康リスク
の最小化を目的としています。

英国
英国動植物衛生庁は、抗菌薬耐性や人畜共通感
染症、新たの脅威など、ワンヘルスに関連した複
数のテーマに取り組んでいます。

アジア太平洋
オーストラリア
オーストラリア政府は2021年に、抗菌薬耐性と戦
うためのワンヘルス・マスターアクションプラン
を発表しました。

インド
インド政府は2021年に、新たな感染症サーベイラ
ンスを強化するため、複数の組織にまたがるワン
ヘルス・コンソーシアムを立ち上げました。

ベトナム
ベトナム政府は2021年3月に、人獣共通感染症の
感染リスクを最小化するため、ワンヘルス・パー
トナーシップの枠組みの第2フェーズを立ち上げ
ました。
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科学的な研究開発（R&D）の加速
COVID-19の登場により、新技術、治療方法、ワクチン開発
のための前例のないイノベーションが世界中で誕生しまし
た。各国は、診断・検査やワクチンを含む対策を迅速に進め
るため、ゲノム解読のデータや情報の共有を急ぎました。各
国政府は、ワクチンの大量生産を加速し、研究開発（R&D）
に多額の投資を行い、そのプロセスに伴うリスクに対応す
るため措置を講じました12。

COVID-19による危機とその対応は、従来の段階的な開発
モデルから、実用化までに要する時間の短縮と生産規模
の拡大が可能な、アジャイル開発アプローチへ移行するこ
との重要性を明らかにしました。さらにCOVID-19対応のた
め、目覚ましい速さのイノベーションを背景に、将来的な健
康脅威に対する対応策を加速させ、それにより世界的なイ
ニシアチブが構築されつつあります。

例えば2021年3月には、世界的なエピデミック対策イノ
ベーション連合（CEPI２）が、5年間、35億米ドルの計画を立
ち上げました。この計画はパンデミック対策のライフサイク
ル全体をカバーするもので、ワクチンを100日以内に開発・
認可するという「壮大な」目的も含まれていました13。

2021年6月にG7のカービスベイ宣言における英国主導の
パンデミック対策パートナーシップも、100日以内のワクチ
ン開発や、診断法と治療法の開発・配備の加速を求めるも
のでした14。
 
また、臨床試験は、国際的パートナーシップによりクリティ
カルな救命処置を促進可能とする領域の一つです。WHOの
Solidarity Clinical Trial（共同臨床試験）は、50カ国以上の
600の病院が参加するCOVID-19の治療法を迅速に特定す
るための国際協力です。
そのゴールは臨床試験の手続きを簡略化・迅速化し、患者

協力に必要な書類手続きを最小限とし、各地の研究者の
専門知識の共有を促進させることです15。

同様に、治験のための地域的な連携体、例えば、「パンデ
ミックと新興感染症のためのヨーロッパ研究・準備ネット
ワーク」は、研究者が複数の治療法を同時に研究し、安全
性が確認されないあるいは有望でない治療法を迅速に排
除できるプラットフォームを構築しつつあります16。

健康格差の解消
パンデミックにより新しい革新的な国際的パートナーシッ
プが締結された一方で、健康資源の格差も浮き彫りになり
ました17。実際にCOVID-19ワクチンや治療薬の分配は極め
て不平等でした。例えば、高所得国や先進国が早期に大量
の医療用品を調達できたのに対して、所得水準の低い国や
地域は科学企業やメーカーからの支援を十分に得られず、
調達に苦労しています。このことは、世界の健康資源におけ
る格差拡大を解消の必要性を浮き彫りにしています18。

また、「全ての国が安全でなければどの国も安全ではない」
という認識が高まるに伴い、各国政府や多国籍機関では、
資源の乏しい国のパンデミックへの対応能力向上のため、
自身の健康資源を提供し始めています19。

例えば、国連が支援するACT（Access to COVID-19 Tools）
アクセラレータ４に加え、日米豪印によるQuadワクチン協
力では、インド太平洋地域におけるCOVID-19ワクチンの製
造能力向上コミュニティとのエンゲージメント推進、ワクチ
ンに関する誤った情報への対処を目的としています20。

また、アフリカ諸国では、科学的インフラやワクチンの製造
インフラが相対的に十分でなく、このことがCOVID-19ワク
チンの供給・分配時の妨げでした。
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一方で、一部の国はワクチン供給能力強化を目指しまし
た。例えば、複数のパートナーが参加する、ある大規模なイ
ニシアチブは、現地ワクチン製造能力向上を通じて、セネガ
ルの輸入ワクチンに対する依存度の引き下げを目的とした
ものです。
EUと独仏米の行政機関は、セネガルの生物医学研究セン
ターである「ダカール・パスツール研究所」と協力し、新しい
製造施設の設立に取り組んでいます21。

また、WHOは南アフリカのコンソーシアムや他のパート

ナーと協力し、南アフリカにmRNAワクチンに関する技術移
転ハブを設立しました。こうしたイニシアチブは各国の輸入
依存度の引き下げに役立つものの、mRNAワクチンの製造
企業の技術や専門知識を共有する意思に影響されます22。
さらに、インフラ強化に加え、低中所得国の治験能力は、世
界的に連携した支援により強化されつつあります。例えば、
NPOである「国際エイズワクチン推進イニチアチブ」は、欧
州とアフリカの国々とCEPIから資金提供を受け、西アフリ
カの風土病であるラッサ熱ワクチンの臨床試験を次の段階
に進めようとしています23。

ACTアクセラレータ：ワクチンの世界的な格差解消のための連合体

2020年4月に発足したACTアクセラレータは、各国政府、科学者、企業、慈善家、及び世界の保健管轄機関間で結成された
独自の世界的な連合体であり、COVID-19の検査薬、治療法、ワクチンの開発、生産、公平な分配の推進を目的としていま
す。

ACTアクセラレータは、低所得国に目に見える次のような成果をもたらしました。具体的には、①数百万回分の投与量の治
療薬の購入、②サプライチェーンを強化により1億4,000万回分以上のCOVID-19検査薬を調達、③42,000人以上の医療従
事者に投与の訓練24などです。これらの成果は、分散型、アジャイル、ターゲット駆動型アプローチ（図１を参照）の採用によ
るものです。

図1　ACTアクセラレータの4つの要件

要件 目的 共同招集者

診断法 高品質の新しい診断法を特定・開発・提供し、低
中所得国で実施する

FIND（革新的新規診断薬基金）WHO
世界エイズ・結核・マラリア対策基金（略称グローバル
ファンド）

治療法 治療薬と感染予防ツールの研究・開発・分配を推
進する

ウェルカム・トラスト
ユニットエイド
WHO

ワクチン 高リスク群へ大規模なワクチン提供を拡大させ、
同時にCOVID-19の新たな変異型に対処のため
R&Dを支援する

感染症流行対策イノベーション連合
GAVIワクチンアライアンス
WHO

ヘルスケアシステム 必要としている地域がCOVID-19対策ツールを大
量に確保するため、各国のボトルネックを特定・
解決し、ヘルスケアシステムを強化する 

グローバルファンド
世界銀行
WHO

出典：世界保健機関（WHO）「What is the Access to COVID-19 Tools (ACT) Accelerator, how is structured and how does it work?）」2021年4月、国連。
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しかし、未だに多くの課題が残っています。例えば、2022年1月現在、低所得国ではワクチンを1回以上接種した人の割合は
わずか9.5%前後に留まっています25。このため、ACTアクセラレータは目標達成のために追加の資金提供を模索しており、

「ワクチンの製造から接種まで」の全プロセスにおいて各国のヘルスケアシステムと協力し、拡大傾向にある健康格差を
縮小する取り組みを強化しています。

今後に向けて

COVID-19パンデミックへの対応のため、各国で協調する機
運がこれまでになく高まっています。このことを踏まえて、公
的機関が永続的に世界的なパートナーシップを構築・強化
するための戦術は以下の5つです。

1.�1つの組織では不可能な、国際的な連携だからこそ達成
できる事柄を明確にする。情報共有、有望な手法の交換、
資源の乏しい国の能力強化等を問わず、国際協力による
付加価値を提供する戦略を策定します。特に迅速な進展
の妨げとなる、インフラ、文化、政治的イデオロギー、技術
的な困難等の問題についてロードマップを作成します。

2.�パートナーを見つけ、パートナーシップ体制を決定する。
有益なシナジーを期待できるパートナーを選択します。
物理的に中心となる拠点、ネットワーク、関連機関のコン
ソーシアム等の有無を問わず、組織構造を決定します。さ
らにパートナーシップのために適切なガバナンスを構築
します。非営利団体の場合、自律的な取り組みが可能です

が、国をまたぐ場合、共同での監視が必要となる場合があ
ります。

3.�しっかりとしたコミュニケーション戦略を策定する。誤情
報への対処のため、現地政府と協調・協力して世界的に
一貫したメッセージを発信します。コミュニケーションの
専門部署を設立し、様々な国の民衆を考慮したヘルスプ
ロモーションをカスタマイズします。

4.�包摂的なヘルスケア施策を重視する。後進国における治
療薬・検査薬・ワクチンの公平な分配の実現を担う専門
部署を設立します。またこの部署は、資源の乏しい国が医
療インフラや現地の製造能力の改善に取り組めるよう、
パートナーシップを主導できるよう留意する必要があり
ます。

5.�効果のモニタリングと評価を行う。連携した取組の効果を
評価するために必要な主要指標を特定します。特に世界
的な緊急時、障害が発生した場合は適時に対応します。
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実務者の声

キース・クロート、西ケープ州保健局長

西ケープ州公衆衛生システムのデータに基づいたサーベイランス能力

西ケープ州保健局は過去20年間、公衆衛生システム改革のため、多くの対策を講じてきました。その1つがケープタウ
ン大学と共同で設立したProvincial Health Data Center（PHDC）であり、設立に当たってはビル＆メリンダ・ゲイツ財
団からも資金提供を受けました。PHDCは州内の公衆衛生機関や、複数の組織から収集した個人単位の臨床データ
を統合しており、患者の個別データを独自のIDで名寄せし、各患者状況を一括把握が可能になっています。

PHDCはCOVID-19発生後、そのサーベイランス戦略を強化しました。結果、私たちは検査件数と陽性者数のリアルタ
イムな情報を収集できるようになりました。このシステムを用い、感染者の併存疾患の既往歴（糖尿病、結核、HIV等を
含む）の有無を確認できます。数週間後には、感染者数、入院者数、死亡者数の日次情報を表示する公開ダッシュボー
ドを立ち上げました。さらに、個人レベルのデータを集計して、地域別に集団ごと状況（治療、入院、死亡）の把握が可
能になりました。例えば、地域のヘルスケアチームは、このプラットフォームを用い、自身の地域における治療中の患
者数、入院者数、死亡者数の全体像をリアルタイムで追跡していました。

そして、COVID-19の感染カーブをフラットにするため、社会全体にアプローチし、各地域の接触者を追跡し、適切なデー
タに基いた感染封じ込め戦略を策定しました。さらに同チームは、適切なデータを用いて的を絞った介入により、重症
化リスクが高い人々のために適切な感染封じ込め戦略（例：糖尿病患者に対する遠隔医療戦略等）を策定しました。
その後、同システムを利用してCOVID-19のワクチン接種が新規感染、入院、死亡の割合に及ぼす影響を追跡しました。

COVID-19戦略では、サーベイランスが中心的な役割を果たしています。現在では、結核や暴力、メンタルヘルスといっ
た他の健康問題にもこのシステムを活用しています。
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実務者の声

ケリー・マッケイン、世界経済フォーラム
Health and Healthcare Initiatives責任者

エビデンスに基づいた公衆衛生対策決定のための協力体制

COVID-19パンデミックを背景に、様々なパートナーシップが世界各地で活発化しました。関係者間では、公衆衛生に
誰にとっても重要との考えが益々広がりつつあります。民間部門・政府・慈善団体は、これまでになかった新しい方法
で互いに協力し、より長期的な活動計画を作成しています。加えて、新しい協力体制はヘルスケア領域にとどまらず
に、運輸・教育その他の省庁にまで拡大しています。
世界経済フォーラムは、世界中の関係者のコミュニティと共に、セクターの枠を超えて、公衆衛生を支えるパートナー
シップの推進・加速・規模拡大に取り組んでいます。

最近では、世界的な協力体制が、各国の状況ごとにCOVID-19の拡大防止対策を調整できるよう、支援しました。
例えば、労働者の多くが自宅外で働いている場合、完全なロックダウンは現実的ではない可能性があります。同様に、
衛生設備が整っていない場所では手を洗うことが困難な場合があります。事実、低中所得国の多くは、収入損失や栄
養不良、通常の医療を受けることが困難になるなど、COVID-19による二次的な悪影響を受けています。

パンデミックの初期段階で、世界経済フォーラムは、アフリカでの前述の影響を防止するため、アフリカCDC（WHO）、
Resolve to Save Lives（NPO）、イプソス（市場調査会社）等の公衆衛生対策の深い専門知識を有する他の関係者から
構成される「Partnership for Evidence-Based Response to COVID-19」と知られるパートナーシップを推進しました。

そのパートナーシップでは、COVID拡大防止策の受容度・影響・有効性を見極めるため、社会・経済・疫学・人口移動・
セキュリティに関するデータを総合し、理解に努めました。また、そのデータを用いて明らかになった情報を踏まえ、ア
フリカ連合（AU）加盟国に、運営戦略・計画立案・公衆衛生対策について、効果の有無がわかる実用的なガイダンスを
作成しました。その際、パートナーシップに参加する各パートナーは、相互に独自の強みを提供し、共通的な価値観を
醸成していました。世界経済フォーラムでは、相互に補完するスキルや専門知識を有するパートナーを集め、同連合の
規模拡大に取り組み、2021年12月に4本目となる報告書（最終版）を公表しています。その報告書は、調査対象である
AU加盟国の主要トレンドをまとめ、今後の道筋に着目したものです。
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COVID-19感染拡大によって、病院の予約や学校の
授業、職業あっせんサービスなどが急遽オンライ
ン化し、デジタルガバメントへのシフトが加速しま

した。多くの人々にとっては様々なサービスへのアクセスが
容易になったものの、これまでよりはるかに複雑になったと
感じる人もおり、実際のところ、デジタルデバイドの根深さ
と、それを補う準備ができていなかったことが浮き彫りにな
りました。

学校は授業をオンライン化したものの、自宅にインターネッ
ト環境がないか、自分用のタブレットやパソコンを持ってい
ない生徒は授業に出席できないことが多々ありました。病
院や診療所は遠隔医療サービスを立ち上げましたが、安定
したインターネット接続がない人々や、様々なウェブサイト
のインターフェイスに不慣れな人々は、診察の予約をするの
に苦戦しました。普遍的なデジタル接続を実現することは、
デジタル格差を解消する上での課題の一部に過ぎません。

デジタル格差のもう1つの要因は、インフラが整備されてい
ないことです。公的機関がデジタルでサービスを提供する

あらゆる人々に向けた
デジタルアクセスの実現
デジタルサービスの提供における公平性

ミシェル・コーセイ、マヘシュ・ケルカー、アリンダム・グハ、モハメド・マル―シュ

ようになると、住民はサービスが一時的に停止されたり、
申請状況の追跡や書類のアップロードが困難になったり、
書類に不備があるために受理を拒否されたりする問題に
直面しました。一部のサービスやプロセスは既にデジタル
ファーストで設定されているものの、他の多くはアナログ
時代に構築され、オンラインの選択肢を後から加えたもの
です。オンライン環境の整備が不十分だったにもかかわら
ず、突然流れ込んできた大量の利用者を処理しなければな
らなくなったのです。2020年前半には、失業給付金の申請
ポータルサイトなど政府の一部ウェブサイトのトラフィック
が急激に増加しました。多くのシステムとそれを運営する職
員は、大量のアクセスを処理することができませんでした1。

多くの政府機関は現在、需要の高まりに応えようと懸命に
取り組んでいます。

しかし、2年近くにわたりオンラインシステムの不備を修正
し、住民とのコミュニケーション効率を高めようと努力して
きた今でも、行政のリーダーは、最上級のデジタルプラット
フォームでさえ、サービスへの平等かつ包摂的なアクセス
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を確保できないことを十二分に認識しています。法学者で
あり、政府のシステムの専門家であるキャス・サンスティー
ン氏が「ぬかるみ」と呼ぶ複雑なプロセスや方針、旧式の
システム、一貫性のない要件は、引き続き障害となっていま
す。これらの問題には、待ち時間の長さや、申請要件が複数
存在すること、分かりにくい規則などが含まれ、社会的弱者
は往々にして一層の不便を強いられています2。

パンデミックという試練によって、いわゆるデジタルガバメ
ントサービスの多くが対面サービスの劣化版でしかないこ
とが明らかになりました。例えば米国の貧困家庭一時扶助
プログラムはかなり前からオンライン申請を受け付けてい
るものの、多くの州は今なお申請者によるオンラインでの
情報更新や申請状況の追跡を認めていません3。

各国政府がパンデミック後に実現したいと考えている「すべ
ての人にデジタルアクセスを」という目標を実現するために
は、「平等」の観点からデジタル化を見直す必要があります。
これには、デジタル接続へのより幅広いアクセスを改善、デ
ジタルと対面環境の両方に人間中心デザインのアプローチ
の適用、よりスムーズな運用のために堅固なデジタルインフ
ラとデータインフラを開発することなどが含まれます。

トレンドの推進要因

・ �デジタル化の加速：パンデミックをきっかけに、オンライン
環境やデジタル環境は飛躍的進歩を遂げており、それが
ニューノーマルになると予想されています。

・ �格差解消に関するより幅広い議論：政府は、長い間くす
ぶっている、多様性や平等、包摂に関する議論を背景に、
住民のための平等かつアクセスしやすいサービスの構築
にエネルギーを振り向けつつあります。

・ �デザインに対する考え方の変化：「デジタルファースト」に
移行するためには、サービスのデザインを幅広く改善する
必要があります。

現在見られるトレンド

ネットTVで放送された、ステファニー・ランドの回想録が原
作のドラマシリーズ「メイドの手帖」は、事務手続きの難しさ
に関する問題を多くの視聴者に知らしめました4。これは29
歳の主人公アレックスと2歳の娘の物語であり、アレックス
は交際相手の虐待から逃れようとしながら、迷路のように
入り組んだ公的ソーシャルケア制度の手続きを進めます。

各国政府は、パンデミック後に実
現したいと考えている「あらゆる
人々に向けたデジタルアクセス」
という目標を実現するためには、

「平等」という観点からデジタル
化を見直す必要があります。
政府のシステムのイライラするような手続きに慣れている
多くの人々にとって、このシリーズは思い当たる節が多くあ
ります5。アレックスは託児所の割引券の承認を得るために
所得証明書を提示する必要がありますが、仕事をしようと
すれば娘をどこかに預けるしかないのに、その場所が見つ
かりません。家賃補助券は家主が承認し、受理してくれな
ければ使用できません6。公的制度は、たとえ善意に基づい
てはいても、往々にして利用者に多くの負担をかけ、パンデ
ミック時代の多くの住民は、政府のシステムや担当職員に
スマートフォンでアクセスするしかありません。

普遍的なデジタルアクセスは、普遍的なデジタル接続、デジ
タルサービスの設計の改良、そして堅固で柔軟なデジタル
インフラなしには不可能です（図1）。
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図1

デジタルアクセスの改善

出典：デロイトによる分析

設計

接続性 インフラ

デジタル接続の格差解消
世界中の政府が、主にネットワーク接続インフラへの投資を
拡大することによって、アクセシビリティのギャップを埋める
ために大きく前進しつつあります。各国政府はファイバー通
信網に多額の投資を行い、無料の公衆Wi-Fiゾーンを設置
し、周波数政策と料金設定を見直し、デジタルリテラシーの
学習プログラム7（詳細は「Closing the digital divide（デジタ
ルデバイドを埋める）8」を参照）に資金を提供しています。

米議会は最近、インフラへの公共支出を後押しするために、
1兆米ドルのインフラ投資・雇用法を可決しました（図2を参
照）。これには、デジタル格差の解消、非都市へのブロード
バンドの設置、ミドルマイルのインフラ、価格の手頃さに焦
点を当てた650億米ドルのブロードバンド拡張計画が含ま
れます9。

シアトルは、テクノロジーの利用と普及に向けた多くの取り
組みを主導してきました。同市は2017年に、デジタルリテラ
シースキルの訓練プログラム、手頃な価格のデバイス、低コ
ストのインターネットオプションに取り組むNPOのための
助成金の支給を開始しました10。2021年には、高齢者向け
テクノロジー融資プログラムや、十分なサービスを受けら

れていないコミュニティへのノートパソコンの寄付を含め、
15件のプロジェクトに総額48万米ドルを提供しました11。

非都市部は、信頼性の高い高速インターネットの導入が特
に困難な地域です。インドは2012年12、推定82億4,000万米
ドルの費用をかけて、25万の村をつなぎ、100メガビット毎
秒（Mbps）以上の通信スピードを実現する国家レベルの光
ファイバー網プロジェクトを立ち上げました。これまでに18
万以上の村が光ファイバーでつながりました13。

民間のインターネット・サービス・プロバイダーが非都市
部の市場にインフラを構築してもほとんど採算が取れな
いことが多いため、公的機関やNPOはコミュニティ単位
の分散型ネットワークの構築に取り組んでいます。例えば
ウガンダでは、NPOであるBattery-Operated System for 
Community Outreach（BOSCO）が通信手段を光ファイ
バーからワイヤレスに切り替え、13の基地局から成る小規
模ネットワークを通じて、最長で90 km離れた農村部のコ
ミュニティまでデータを送信しています。通信機器の電力は
太陽光発電で賄っています。BOSCOは55のコミュニティセ
ンターを運営し、6万人近くの住民にサービスを提供してい
ます14。
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図2

米連邦政府によるブロードバンドへの新たな資金提供
インフラ投資・雇用法の可決に伴い、ブロードバンドへの連邦政府支出は劇的に増加

出典：ジョン・キャシディ他、Closing the digital divide: How states can expand broadband access、デロイト、2021年12月1日

インフラとデジタル包摂

プログラムの目標

482億米ドル

142億米ドル

20億米ドル

インフラ デジタルインクルージョン

連邦通信委員会（FCC）

農務省（USDA）

Broadband Equity, Access, and
Deployment program (425億米ドル)

Tribal Broadband Connectivity
Program (20億米ドル)

“Middle Mile” Grant
Program (10億米ドル)

Digital Equity
Programs (27億5,000万米ドル)

Affordable Connectivity
Program (10億米ドル)

Distance Learning, Telemedicine, and
Broadband Program (7,400万米ドル)

Broadband Loan and Grant
Pilot Program (19億2,600万米ドル)

国家電気通信情報庁（NTIA）

こうしたイノベーションや、衛星を利用したインターネット
などのワイヤレス技術は、地理的に通信回線を設置しにく
い地域のアクセスを改善できる可能性があります。非営利
のインターネットソサエティが2020年に報告したところによ
ると、アルゼンチン、ガラパゴス諸島、エチオピア、ジョージ
ア、ガーナ、ナイジェリア、ウガンダ、ジンバブエなど、世界各
地に新旧20件以上のコミュニティネットワークが存在しま
す15。各国政府は非都市部のインターネット接続が優先課
題であることを認識していますが、この領域にはなすべきこ
とがまだ残っています。

公平なアクセスを実現するためのサービス設計
政府のプロセスの多くは、住民ではなく運用側の利便性の
ために設計されているように見えます。これは驚くことでは
ありません。職員は政府のシステムを毎日扱うのに対し、利
用者は例えば失業保険やパスポートの申請のために時々

訪れて利用するのみだからです16。しかし、英国の国民保
健サービスのウェブサイトの設計主任であるディーン・ヴィ
ポンド氏が言うように「仕事のスピードが速いことは、プロ
ジェクトのユーザビリティとアクセシビリティを疎かにする
言い訳にはなりません17」。これらのサービスを真に利用
者、とりわけデジタルリテラシーや高速インターネット接続
がない人々にやさしいものにするためには、サービスの設
計を抜本的に変更する必要があります18。

米国の勤労所得税額控除（EITC）プログラムを例に取りま
しょう。同プログラムは50年近くにわたって貧困絶滅に特に
効果を発揮し、2018年だけで560万人近くの人々を貧困か
ら救いました。しかし、2018年において、プログラム適用の
資格があった納税者のうち5分の1以上はEITCを申請でき
ませんでした。そのほとんどが所得や教育水準が低く、英語
を話さない世帯でした19。
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米国の内国歳入庁（IRS）は、納税者の使い勝手をよくする
ために長年かけて同プログラムを何度も変更してきました
が、資格があるにもかかわらず控除を申請していない人の
数は数百万人にのぼります。シンクタンク「ニューアメリカ」
のNew Practice Labは、利用の妨げとなっている原因を特
定するため、ニューヨーク州税務・財務局と共同で調査を
開始しました。両者は人間中心デザインの原則に基づき、
控除に関する知識が限られていることや、確定申告ソフト
又は専門家への依存度の高さ、IRSからの問い合わせは監
査の一環であるという思い込みなどが障壁であることを特
定しました。New Practice Labは、対象者とのコミュニケー
ションに分かりやすい言葉を使用し、申請用紙の形式と用
紙に用いるフォントを改良し、送付書類を様々な納税者グ
ループに合わせてカスタマイズし、現地で話されている言
語に応じてバージョンを増やすといった、簡単な微調整を
提案しました20。

オーストラリアのクイーンズランド州政府は、公的機関向け
に、綿密なインタビューの手引きやコンセプトカード、カス
タマージャーニーマップのテンプレートを含め、人間中心デ
ザインに関する大量のツールキットとリソースを作成しま�
した21。住宅・公共事業局は、このジャーニーマップツールを
利用して、公営住宅事務局が設置すべきコンピューター、会
議室、子ども用プレイエリアなど、サービスの視覚的なマッ
プを作成しました22。また、クイーンズランド州コミュニティ・
住宅・デジタル経済局内のカスタマー&デジタルグループ
は、同州の職員を対象に、人間中心デザインに関する2日間
の無料ワークショップを実施しています23。

幅広いアクセスを支えるデジタルインフラ
各国政府は、バックエンド作業と関連するデジタルインフ
ラを作り替えることで、アクセスを改善しようとしています。
例えば固有のデジタルIDシステム（補足記事「インドのアド
ハー（Aadhaar）デジタルエコシステム」を参照）なら、十数
種類の政府のシステムを通じて利用者情報を統合すること
ができます。このシステムとデータ共有を組み合わせること
で、事務的な問題を減らし、市民や企業が情報を一度入力
するだけで複数の政府サービスにアクセスできるという、
人間中心デザインの「ワンスオンリー」原則を実現すること
が可能です。

100万人以上の難民に対応するために2016年に立ち上げ
られたドイツのRefugee Digitization Systemは、州の機関
と最初に接触した時点で（法的な認証手段となる指紋と共
に）関連データを収集し、中央システムに保管しています。
このシステムを利用すれば、政府機関の枠を超えて住宅、
食糧援助、ヘルスケアなど複数のサービスにアクセスする
ことが可能です24。

今後に向けて

・ �第一に、政策やプロセスが特定のグループまたはコミュニ
ティから権利を奪ったり、差別したりしていないかを検証
する平等性影響評価（EIA）を実施する。EIAは政府プログ
ラムの明示的・黙示的な偏りを評価することにも使用で
きます。

・ �デザインについてのマインドセットを醸成する。サービス
の設計と人間中心の共感型デザインは、新しいサービス
を創造し、あるいは既存のサービスを作り直す上で重要
な部分を占めるべきです。公的機関は、利用者が抱えてい
る問題を理解し、アクセスの妨げとなっている障害を取り
除くため、これらのスキルをチーム内で育成する必要があ
ります。

・ �コミュニティとのエンゲージメントを推進する。疎外され
たコミュニティや十分なサービスを受けられていないコ
ミュニティの代表者から意見を募ります。包摂的なコミュ
ニティのエンゲージメントを推進するための戦略を策定
し、一部の部門（サービス、インフラ、企画）で試験的に実
行します30。

・ �オムニチャネルのアプローチによってデジタル格差を解
消する。行政のリーダーは、デジタルサービスの利用可能
性や手頃さ、普及に注力することで、デジタルアクセスを
改善することができます。しかし、「デジタルファースト」と
はデジタルのみという意味ではありません。リーダーは、
オフライン又は対面でサービスを提供する方法について
も考える必要があります。
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インドのアドハー（Aadhaar）デジタルエコシステム

インド固有識別番号庁（UIDAI）は、中央政府が公平性と包摂を推進するにはどうすればよいかを実証する例です。イ
ンドは2008年に、支援という意味のアドハーでよく知られているプログラムを発足させました。UIDAIのサウラブ・ガー
グ長官によれば、このプログラムはインド国民一人ひとりに「ユニバーサルかつポータブルで、認証が容易な固有のデ
ジタルIDを支給する」ことを目的としています25。その論理はシンプルで、国民が簡単かつ安全な方法で自身の身元を
証明できれば、政府サービスにアクセスする際の複雑性が減少するというものです。

また、同プログラムは、廃棄物の増加と不正を抑制することも目的としています。例えば2008年には、貧困世帯に割り
当てられた全穀物の3分の1以上がどこかへ売却されました。（不注意と故意の両方による）身元確認と支給の間違い
によって、発送された穀物の58%が適切に支給されなかったのです26。政府のほぼすべての福祉プログラムに偽のID
が蔓延していました。

それと同時に、インドではパスポート、投票、納税に関するIDシステムが重複しており、しかも人口の半分以上をカバー
しているIDシステムは1つもありませんでした。対象的に、アドハーは各国民に12桁の固有のID番号を付与し、指紋ま
たは虹彩スキャンで本人確認を行います。同プログラムは現在、連邦政府と州政府の数百ものプログラムと連携して
おり、インドの全成人の99.5%が登録しています。デジタルアクセスを持たないか、デジタルリテラシーがない人々は、
QRコード、ダウンロードしたXMLファイル、モバイルアプリ、物理的なアドハーカード、またはプリントアウトした紙を通
じてアドハーのIDを使用することができます。

また、アドハーは、低所得層向けの数億もの（国民皆銀行口座プロジェクトで割り当てられた）Jan Dhan銀行口座と
紐づけることで、金融包摂を一変させました。「包摂は正にアドハープログラムの基本原則です」とガーグ氏は言いま
す。「デジタルIDはユニバーサルで、差別がなく、サービスにアクセスし利用する際の障害を取り除くものでなければな
りません27」。パンデミックの間、中央政府はJan Dhan口座を用いて国民への送金を安全に行いました28。

これらの資金へのアクセスを一段と改善するため、インドの中央銀行であるインド準備銀行が運営するインド決済公
社は、インド銀行協会と協力し、アドハーを利用した決済プラットフォームを創設しました。これにより銀行は、物理的
な支店を開設することなく、農村地域に500万台のマイクロATMを設置することが可能になりました。口座保有者は
指紋で本人確認を行い、マイクロATMを通じてJan Dhan口座の現金を引き出すことができます。

今後の展開はどうなるのでしょうか。インド政府は、Jan Dhan口座の保有者にマイクロ融資、投資、保険商品へのアク
セスを提供する計画です。「信用は正に経済成長の基本です」とガーグ氏は言います。「アドハーのエコシステムは基
本的なデジタルインフラを提供しており、今や銀行や他の金融機関はそれを利用する必要があります29」。
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実務者の声

レイチェル・ホープ、英国教育省副局長

デジタルデバイドを埋めるには持続可能な長期投資と明確なミッションが必要

パンデミックは子どもの教育に前例のない影響を及ぼし、2020年3月からと、その後の2021年1月に再び全国の学校
が閉鎖され、自主隔離期間が設けられたことで、多くの子どもが何カ月にもわたり自宅学習を余儀なくされました。こ
の混乱の影響をより強く受けたのは、デバイス（ノートパソコンやタブレットといったコンピューター）やインターネット
へのアクセス、あるいは適切な自宅学習環境が整っていない、恵まれない家庭の生徒です。

教育省は、恵まれない子どもたちに170万台以上のノートパソコンとタブレットを支給しました。4Gルーターを支給し、
モバイルネットワーク運営会社と協力して無料のデータ通信を提供するとともに、約6,000校において、遠隔学習と
ブレンド型学習のためのグーグルないしマイクロソフトの教育プラットフォームを設置しました。私たちは「デモンスト
レーター」役の学校や大学のネットワークに資金を提供し、テクノロジーの有効活用に関して他の教育機関を支援し、
遠隔授業に関する助言を提供するよう依頼しました。

このGet Help with Technologyプログラムは、各地で実施された多くの素晴らしいイニシアチブと併行して迅速にサ
ポートを提供し、歓迎されました。

ですが、今後はどうなるでしょうか。

テクノロジーは、教室の中だけでなく外にもメリットをもたらすことができます。教育面では、学校や大学の責任者は、
テクノロジーを活用することによって時間を節約し、利用可能な最良のカリキュラム内容にアクセスし、弱い立場の、
または恵まれない生徒向けに学習指導を行い、包摂を支援し、保護者と連絡を取り合って保護者を学習に関与させ、
最終的には全ての子どもと学習者の可能性を引き出すことができるでしょう。巧みに応用すれば、テクノロジーは教
育セクターに非常に大きなチャンスをもたらすものの、まだ幅広く採用されているとは言えません。

あらゆる人々に向けたデジタルアクセスの実現：デジタルサービスの提供における公平性

89



注釈

1.	 Cat Zakrzewski with Tonya Riley, “The Technology 202: State unemployment websites are crashing amid record
	 number of claims,” Washington Post, April 2, 2020.

2.	 As discussed in Cass R. Sunstein, Sludge: What Stops Us from Getting Things Done and What to Do about It
	 (Cambridge: MIT Press, 2021).

3.	 As discussed in Sunstein, Sludge: What Stops Us from Getting Things Done and What to Do about It.

4.	 Ryan Prior, “‘Maid’ Netflix series based on Stephanie Land’s life shows reality of poverty and abuse,” CNN,
	 October 1, 2021.

5.	 Constance Grady, “The author whose story inspired Netflix’s Maid on why welfare is broken,” Vox, October 18,
	 2021.

6.	 Andrew Horton, “Netflix drama shines light on poverty,” Crisis Assistance Ministry, November 2, 2021.

7.	 See for instance South African Government News Agency, “SA prepares for digital revolution,” September 20,
	 2018; City of Toronto, “Affordable internet connectivity for all—ConnectTO,” January 13, 2021; Innovation,
	 Science and Economic Development Canada, “Government of Canada aims to improve spectrum access for
	 rural and remote connectivity—proposed changes to spectrum policy would put more spectrum to use for
	 rural Canadians,” Cision, August 4, 2021.

8.	 John Cassidy et al., Closing the digital divide: How states can expand broadband access, Deloitte Insights,
	 December 1, 2021.

9.	 Ibid.

10.	Seattle Information Technology, 2018 Technology access and adoption study, accessed February 9, 2022; Seattle
	 Information Technology, “Technology Matching Fund,” accessed February 9, 2022.

11.	Seattle Information Technology, “2021 Technology Matching Fund Projects,” accessed February 9, 2022.

12.	RailTel Corporation of India Ltd., “Bharatnet,” 2022; India Brand Equity Foundation, “FM announces Rs. 19,000
	 crore additional outlay for Bharatnet project,” June 29, 2021.

13.	Bharat Broadband Network Limited data page.

14.	 Internet Society, Inside an African community network: Webinar summary report, February 24, 2021.

15.	 Internet Society, 2020 Impact report: The internet is a lifeline, May 2021.

16.	Louise Downe, “Good services are verbs, bad services are nouns,” Design in Government Blog, June 22, 2015.

17.	Dean Vipond, “How should service design react to COVID-19?,” NHS Digital Transformation Blog, May 1, 2020.

18.	Lou Downe defines service design as “the activity of working out which pieces (transactions, products, content,
	 and interconnections with other services) need to fit together, asking how well they meet user needs and
	 building them from the ground up so that they do.” See “What we mean by service design,” UK Government
	 Digital Service Blog, April 18, 2016.

19.	 Internal Revenue Service, “EITC participation rate by states tax years 2011 through 2018,” December 6, 2021.

20.	Alberto Rodríguez et al., “Improving service delivery in EITC for New Yorkers,” New America New Practice Lab,
	 August 10, 2021.

ガバメント・トレンド2022

90



21.	Queensland Government, “Human-centered design resources,” November 24, 2020.

22.	Queensland Government, “Future state customer journey mapping: Examples,” November 24, 2020.

23.	Queensland Government, “Register your interest in HCD training,” June 11, 2021.

24.	European Union, SCOOP4C, “Refugee Digitisation System.”

25.	 Interview with Saurabh Garg, November 30, 2021.

26.	Center for Global Development, The evolution of India’s UID program, August 2012.

27.	 Interview with Dr. Saurabh Garg.

28.	Government of India, “Direct Benefit Transfer.”

29.	 Interview with Dr. Saurabh Garg.

30.	Kimberly Myers et al., Government’s equity imperative: The path toward systemic change, Deloitte Insights,
	 September 14, 2021.

あらゆる人々に向けたデジタルアクセスの実現：デジタルサービスの提供における公平性

91



謝辞

The authors would like to thank Aishwarya Rai from the Deloitte Center for Government Insights for
driving the research and development of this trend.

The authors would also like to thank Scott Buchholz, Sanjay Kumar, Anil K. Jain, Alok Saxena, Arun
Moral, Vaibhav Sharma, Viplav Naithani, Digvijaysinh Chudasama, and William Eggers for their
insights and thoughtful feedback.

執筆者
Michele Causey | michelecausey@deloitte.com

Michele Causey is the leader of Digital Government Transformation for Deloitte’s US-based Government
Public Services sector, driving service delivery across government that elevates the human experience with
intuitive and equitable solutions. As a former member of the US Federal Senior Executive Service, she has a
deep awareness of the challenges and opportunities facing decision-makers across government. She brings
strategy, customer experience, technology, and innovation skill sets built over her 20+ year career leading
digital transformation initiatives in the public and private sectors.

Mahesh Kelkar | mkelkar@deloitte.com

Mahesh Kelkar is the smart cities research leader for the Deloitte Center for Government Insights. His
research focuses on understanding the impact of technology, innovation, and policy on the future of cities.
He closely tracks the federal and state government sectors and focuses on conducting in-depth research on
the intersection of technology with government operations, policy, and decision-making.

Arindam Guha | aguha@deloitte.com

Arindam Guha leads the Government & Public Services practice for Deloitte in India. He has over 27 years
of experience and focuses on economic growth, government policy and service delivery reforms, and
infrastructure advisory including innovative public-private partnership arrangements. In addition to
supporting various Ministries in the Government of India and multiple State Governments, Guha has also
advised several bilateral and multilateral development agencies. He has worked across sectors/areas
including cities and urbanization, agribusiness, health, education and skills, and MSME development. In
addition to India, he has worked on engagements in China, Singapore, Russia, Malaysia, Singapore,
Bangladesh, Nepal, Bhutan, Maldives, etc.

Mohamed Malouche | MoMalouche@deloitte.tn

Mohamed Malouche is a partner in Deloitte Afrique, the business leader of the public service/donor
practice, and responsible for activities related to the modernization of the public sector in Francophone
Africa. He has more than 20 years of experience (including 13 at Deloitte Consulting US) in the
implementation of public transformation programs, particularly in governance, country competitiveness,
digital transformation, institutional capacity-building, support for economic development actors, and
entrepreneurial ecosystem-strengthening.

ガバメント・トレンド2022

92



私 たちの多くにとって、インターネットがなかった
時代を想像するのは難しいかもしれませんが、
デジタル政府の歴史は驚くほど短いのです。例

えば米国では、多くの連邦機関の有志が1990年代に連邦
政府の最初のウェブサイトを作成し、その結果、サイトやド
メインが統一性のないものとなってしまいました。2000年9
月に連邦政府の全サイトを検索できる最初のアプリである
USA.govが公開されるまで、そのようなウェブページがいく
つ存在するのか誰も把握していませんでした1。

それからわずか数年でソーシャルメディアが登場し、デジタ
ル情報の消費の仕方に更なる革命をもたらしました。その
後間もなく人工知能（AI）と自然言語処理の進歩がこれに
続きました。政府が対象となるコミュニティとコミュニケー
ションを取り、フィードバックを得る方法は、過去20年間で
革命的な進化を遂げました。

包摂的な関与に向けた社会のデザイン
豊かなコミュニティのつながりを生むデジタルコミュニケーション

しかしながら、いくつかの先駆者の存在にもかかわらず、政
府機関による新しいコミュニケーション技術の適用状況は
まちまちです。デロイトの調査によると、世界各国の行政の
リーダーのうち、チャットボットなどの自然言語処理ツール
を導入しているのはわずか26%です2。メリットが不明瞭で
あること、開発と配備にかかる費用、そして文化的な抵抗
感を理由に、公的機関は現在利用可能なエンゲージメント
ツールをフル活用できないでいます。

パンデミックの間、コミュニティとのコミュニケーションや対
話は極めて重要な職務となりました。不利な立場にあるコ
ミュニティやリスクに晒されているコミュニティを中心に、
一部のコミュニティはパンデミックによる経済的打撃を大
きく受けました。オンライン空間には誤った情報が増え、情
報戦が繰り広げられ、信頼できる情報源が不足しています。
よって、コロナとの戦いに勝利するためには、ノイズをかき

アディティ・パンディット、ジョー・マリアーニ、コートニー・キーン、黒石秀一、マヘシュ・ケルカー
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分け、正確で重要なメッセージを人々に届ける政府の能力
が極めて重要となっています。

パンデミックも3年目に入った今、ほとんどの国の政府は、
コミュニティとの関わりを深め、情報源として信頼されるこ
との重要性を理解しています。各国政府は、コミュニティと
のより的を絞った包摂的なエンゲージメントを確立するた
めに、新しいデジタルツールやプラットフォームを取り入れ
つつあります。それと同時に、各国政府はデジタルデバイド
を埋め、デジタルアクセスを改善することで、デジタルベー
スのエンゲージメント手法に移行しても一部のコミュニ
ティが置き去りにならないように努めています（この点に関
して詳しくは、トレンドレポート「あらゆる人々に向けたデジ
タルアクセスの実現」をご覧ください）。

行政のリーダーが現在直面している課題は、ただでさえデ
ジタル化が進む世界についていくことに苦戦している恵ま
れない人々を置き去りにすることなく、コミュニティとのエ
ンゲージメントを改善できる新しいツールや方法の正しい
組み合わせを選択することです。この問題を解決するため、
政府組織はツールだけでなく、コミュニティと信頼関係を築
くための新しいアイデアや新しいアプローチをも模索しつ
つあります。

トレンドの推進要因

・ �ソーシャルメディアのような、コミュニケーションやエン
ゲージメントのための新しいプラットフォームは、世界中
で急速に取り入れられています。2021年の時点で、世界
人口78億人のうち60%（45億人）近くがソーシャルメディ
アを利用していました3。

・ �新技術によって、全く新しい形のエンゲージメントが生ま
れました。チャットボットやバーチャル・パーソナル・アシス
タントのようなツールは幅広く浸透しています。「マイクロ
ターゲティング」のようなアプローチはコストが低下し、実
施しやすくなっています。しかしその反面、膨大な量の誤っ
た情報や虚偽の情報が氾濫することにもなりました。

・ �パンデミックは、コミュニティとコミュニケーションを取り、
意見を聞き、信頼関係を築くことの決定的なニーズを浮き
彫りにしました。

施策のトレンド

チャットボットやソーシャルメディアのような技術は目新し
くはないものの、パンデミックによって、効果的なエンゲー
ジメントの必要性がまざまざと明らかになりました。政府の
リーダーは、様々なコミュニティ、特にパンデミックの最も
大きな影響を受けている、不利な立場にあるコミュニティと
の速やかな、かつ有意義なつながりを構築する必要があり
ました。こうした環境では、単にプレスリリースを投稿する
だけではもはや不十分でした。政府機関はコミュニティが
必要としている情報と、コミュニティが好むチャネルを理解
する必要がありました。

利用可能なツールと、パンデミックによって突然発生した
ニーズを考慮し、政府組織は幅広い新手法を試しました。
これらの戦略は、政府がそれをどう利用したかによって、コ
ミュニティへの情報提供、コミュニティからの情報収集、ま
たはコミュニティとの信頼関係の構築に分類することがで
きます。

コミュニティとのつながり
政府によるコミュニケーションの最も基本的な形式は情報
提供です。これは学校の成績であれ、COVID-19の検査会場
であれ、住民の関心が高いトピックについての有益な情報
を住民に提供することを指します。このようなデータは、住
民が自分たちの問題を理解し、解決策を考えることに役立
ちます。しかし、この情報は理解が困難な場合もあり、理解
するのに必要な背景知識を持たない人々を実質的に排除
してしまうおそれがあります。この問題に対処するため、一
部の都市は、簡単で分かりやすい形式で住民と情報を共有
する丸一日のイベントとして、データに関するコミュニティ
との対話実験を行いました。オハイオ州で2017年に始まっ
たData Days Clevelandはそうしたイベントの一例であり、
この一日のイベントは、公開データフォーラムへの市民の
参加を奨励しています4。

しかし、エンゲージメントには、コミュニティのメンバーから
意見や助力を募ることも含まれます。パンデミックの間、多
くの国の政府がコロナと戦うためにボランティアプログラ
ムを活用しました。例えばCOVID-19が始まった当初、英国
民保健サービスが食料品や医薬品を届け、患者を車で病院
から自宅まで送り届け、患者に電話をかけて孤独感を和ら
げるためのボランティアを全国から募集した際、数時間以
内に500,000人以上がボランティアに登録しました5。
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パンデミック下における市民との
革新的なエンゲージメント手法

南北アメリカ
ブラジル
市民はブラジルのe-Cidadaniaオンラインポー
タルを使用して、COVID-19と戦うためのアイデア
を上院に提出しました。

カナダ、ブリティッシュ・コロンビア
ブリティッシュ・コロンビアのデジタルアシスタン
ト（チャットボット）は、COVID-19に関する市民や
医療従事者からの質問に対応しています。

米国、カンザスシティ
カンザスシティのバーチャル・ランチミーティング
は、市民とのエンゲージメントの強化に貢献して
います。

欧州・中東・アフリカ
アフリカ、ルワンダ
ルワンダのMbazaチャットボットは、COVID-19に
関する重要な情報を市民に提供しています。

スペイン、バルセロナ
バルセロナのHackovidハッカソンでは、パンデ
ミック関連の社会的ニーズに応えるため、プログ
ラマーや開発者から意見を募りました。

チリ
チリのChileAtiendeポータルサイトは、移住者
にCOVID-19に関する情報を提供し、サービス申
請の提出を支援しています。

クロアチア
クロアチアのAndrijaデジタルアシスタントは、市民
によるオンラインの自己健康診断を支援しています。

フィンランド
フィンランドの「Lockdown Dialogues」シリーズ
は、COVID-19が市民生活に及ぼす影響を明確に
することに役立っています。

アイルランド
アイルランドのCOVIDMedBotは、パンデミック
の間、一人ひとりに合わせた無料のリスク評価と
ガイドラインを提供してきました。

イスラエル
イスラエルは、COVID-19とその感染状況に関する公開
情報を提供するため、CoronAppを立ち上げました。

アジア太平洋
オーストラリア、アデレード
アデレードのオンラインアイデア共有ポータルサ
イトRecover + Reimagineは、パンデミック後の
経済と社会の復興に関するコミュニティのアイデ
アを収集することに役立っています。

インド
インドのMyGov Corona Helpdeskチャットボッ
トは、市民から寄せられるCOVID-19関連の質問
に対する公的機関からの回答を提供しています。
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1990年代以降、ドイツのSenior Citizens Officeイニシアチ
ブは、ボランティア希望者に対し、スキルに合った様々なボ
ランティアの機会を紹介してきました6。現在ドイツにはその
ような事務局が450カ所あり、30,000人以上のボランティア
が登録し、政治への参加を促し、世代間のつながりを築き、
高齢者の利益を代表するために活動しています。例えばボ
ランティアグループは、中庭コンサートやバルコニーでのお
しゃべりといったイベントを開催し、高齢者のパンデミック
中の孤独との戦いへの支援を実施してきました7。

デジタル技術によって、政府の広報官はより幅広い層にメッ
セージを届けられるようになりました。しかし、信頼関係を
築くには、一人ひとりに固有のニーズに合わせたコミュニ
ケーションが行えるよう、人間のニーズに関する深い理解が
必要です。NPO団体Public Good Projects（PGP）は、ニュー
ヨーク州シラキュースで黒人とヒスパニックの10代の女性
の望まない妊娠を減らす取り組みを始めるにあたり、ウェ
ブサイトやソーシャルメディアのアカウントを作ることより
も先に、地元の若い女性たちを採用し、リプロダクティブ・
ヘルス（性と生殖に関する健康）について情報を得る際に
直面する問題について話し合いました。PGPは30人以上の
若い女性たちとのフォーカスグループディスカッションを経
て、彼女たちは信頼している「友人」に内密に相談すること
を好むことを発見しました。PGPは参加してくれた女性たち
と協力してチャットボットをゼロから開発し、チャットボット
のジェンダー、外見、名前（レイラ）などの特徴について彼女
たちの意見を取り入れました8。

コミュニティから学ぶ
政府組織がコミュニティの抱える問題や好みを理解するた
めには、データが必要です。ここでも、幅広い人々にリーチで
きるデジタル技術が役立ちます。パンデミックの間、通常な
ら市役所などにおいて対面で収集していた意見を収集する
ために、デジタル参加プラットフォームが活用されました。

2018年、パリ西部の郊外にあるリュエイユ・マルメゾン市
は、意思決定に住民の意見をより大きく反映するため、参加

型プラットフォームを立ち上げました9。パンデミックの間、
同市の政府はこのプラットフォームを利用して情報を提供
し、ボランティアを手配し、一方で地元企業はオンライン配
信オプションについての情報を発信し、市民は子ども向け
の活動に関するアイデアを共有し、オンラインイベントを開
催しました10。

また、政府は、デジタルプラットフォームを利用することでア
イデアを「クラウドソーシング」し、市中の人材や専門知識
を活用することもできます。こうした取り組みは、軍事コン
ピューターネットワークの脆弱性を特定することから、議会
図書館がデジタル化すべき資料を決定することまで、多く
の点で公的機関を支援してきました11。より広範囲を対象と
するものでは、米連邦政府は様々な分野のイノベーション
の加速に対する国民参加を拡大するため、CitizenScience.
govというポータルサイトを立ち上げました12。

こうしたプラットフォームはエンゲージメントの拡大に役
立つとは言え、それ固有の課題もあります。一つには、エン
ゲージメントはトップダウンで情報を提供することほど簡
単ではないということです。こうしたプラットフォームは「対
話」を引き出すことを目的としており、そのためには政府職
員側にも同等のコミットメントとエンゲージメントが必要と
なります。こうしたプラットフォームを悪質な企業によるスパ
ム送信やコンセンサス形成の妨害から保護しなければなら
ないという課題もあります13。

加えて、疎外されている、あるいはリスクに晒されているコ
ミュニティのメンバーにとっては、直接的なエンゲージメン
トが特に重要となります。スペインのビルバオ市は、高齢者
をはじめとする重症化リスクの高い住民を守るため、コミュ
ニティと協力しました。孤独感に苛まれていたり、基本的な
ニーズの充足が困難であったり、家族や社会の支援を受け
られない住民を市民が見つけた場合、市に連絡すれば、社
会福祉担当者が対応に当たります。また、自治体のスポー
ツ会館のような場所にベッドを備え付け、必要に応じて路
上生活者や移民、身寄りのない未成年者を受け入れまし
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た。さらに同市議会は65歳以上の住民27,000人以上に電
話をかけて健康状態や精神状態を確認し、地元政府による
支援が必要かを尋ねました14。

コミュニティと信頼関係を築く
信頼は、政府とコミュニティの関係における最も基本的な
要因です。人々が公的機関を信頼していない場合、公的機
関のメッセージを受け入れたり、考えを率直に公的機関に
伝えたりしようとはしません。人々は何かを信頼するか、し
ないかの判断を各自で下すものの、その判断は自身のコ
ミュニティ内の要因に大きく影響されます。例えば政府機
関に対する全体的な不信感の高まりは、適切な聴衆にメッ
セージを届けることを困難にし、分断が進んだ環境では、
メッセージそのものよりも媒体やメッセージの伝達者が重
要になることが珍しくありません。

各国政府は、政府のメッセージを届け、エンゲージメントの
取り組みを強化するため、「信頼のネットワーク」を活用して
います。

そもそも、信頼に足る情報がなければ信頼を得ることは不
可能です。台湾は、信頼できる情報がほとんどなかったパン
デミックの初期に、オンライン空間に大量に流布している、
コロナ対策の妨げとなりかねない噂や虚偽の情報に対処
しなければなりませんでした15。信頼性に足る情報を素早く
発信し、誤った情報と同程度に定着させるため、台湾政府
は省庁に特別クリエイティブチームを結成し、「ユーモアは
噂を超える（humor over rumor）」キャンペーンを打ち出し
て、虚偽の情報と戦うためのミームを作成しました16。

信頼できない情報との戦いは始まりに過ぎず、公的機関は
信頼構築のための措置も講じる必要があります。コミュニ
ティに暮らす生身の人々との協力以上に良い効果をもたら
す措置はほとんどありません。例えばインドの全国農村保
健ミッションは、女性だけで構成されるボランティアネット
ワークAccredited Social Health Activist（ASHA）を結成し、
妊婦健診から予防接種に至るまで、女性の様々な健康問
題に対応しています。この総勢90万人から成るネットワーク
は、公衆衛生機関と、不利な立場にある様々なコミュニティ
の橋渡し役を担っており、パンデミックが始まってからは、非
都市部の住人を対象に、COVID-19の感染拡大とワクチン
の必要性に関する重要な啓蒙活動を行いました17。

米モンタナ州のクロウ族居留地に対するアウトリーチプロ
グラムMessengers for Healthの一員であるアルマ・マコー
ミック氏にとって、信頼構築の鍵は相手に会いに行くことで
す。現地を訪ねるだけでなく、ソーシャルメディアや動画を
通じてデジタル空間でも接触し、耳を傾け、安心させる言葉
をかけることで、情緒面でも相手に寄り添います。同組織の
訓練を受けた「メッセンジャー」は、住人に知られ、信頼され
ている自身のコミュニティで任務に当たります。COVID-19
の予防に関してクロウ語でソーシャルメディアに投稿する
ことであれ、コミュニティのメンバーが癌治療を受けるため
の交通費を提供することであれ、すべては人と人との基本
的なつながりから始まります。「誠意をもって接すれば、警
戒心を解いてもらうことができます… そうすればあなたが
望んでいる行動変容を起こすことができます」とマコーミッ
ク氏は言います18。類似のコミュニティモデルはニュージー
ランドでも活用され、マオリ族コミュニティにワクチン接種
とCOVID-19対策に参加してもらうため、マオリ族と太平洋
島嶼系コミュニティのリーダーの協力を得ました19。

今後に向けて

・ �デジタルプラットフォームは極めて重要ですが、オンライ
ンとオフラインのエンゲージメントの両方を詳細に理解
する必要があります。両者は互いを効果的に補完しなくて
はなりません。

・ �聴衆の人口動態的・行動的な属性を理解する。こうすること
で、聴衆をグループ分けし、コミュニケーションとエンゲージ
メントの手法をカスタマイズすることが可能になります。

・ �住民が政府や他の住民とコミュニケーションを取れる
方法を見つける。政府のコミュニケーションは一方通行
であってはなりません。政府との、そしてコミュニティ内の
人々と生身の交流は、対話を生み、国民の意思決定への
参加を促すことに役立ちます。

・ �重要な政府プログラムに関する情報を提供するため、地
元で信頼されている人々を活用する。
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・ �できるだけ多くの住民から意見を聞く。接続性又は信頼
性の問題といった要因は、最も声が大きかったり、最も発
言頻度が高かったりするわけではない人の意見が、ある

問題についての重要な意見である可能性があることを意
味します。これらの意見を考慮に入れることで、より配慮
の行き届いた決定を下せる可能性があります。

実務者の声

ドーン・イップ、シンガポール文化コミュ
ニティ青年省 Singapore Partnerships 
Officeコーディネーティングディレクター

ニコラス・トマス、シンガポール文化コ
ミュニティ青年省 Singapore Partnerships 
Officeアシスタントディレクター

市民を一堂に集めて懸念事項や今後の行動指針を協議

COVID-19によって、市民との革新的なエンゲージメント手法に対するニーズが高まりました。パンデミックがピーク
だった2020年6月、シンガポール政府はEmerging Stronger Conversations（ESC）を立ち上げました。これは、市民に
パンデミックに関する自身の経験を振り返ってもらい、シンガポールをパンデミックから立ち直らせるための抱負やア
イデアを共有し、懸念事項を行動に変換するというものです。

ESCは、市民が少人数で集まり、双方向型のデジタルプラットフォームを通じて司会進行役のいる会話に参加するた
めの安全で包摂的なオンライン空間を提供しました。このオンラインでの会話は誰でも登録・参加可能でした。

2020年6月～12月までの間に4,400人の参加者が88のESCセッションに参加したほか、12,500人の市民がオンライン
調査に参加しました。私たちは、ジェンダー、民族、年齢、職業、言語選択という点で多様な参加者を呼び込むために
努力しました。特に力を入れたのが障害者へのアウトリーチです。

訓練を受けた司会進行役が、大人数と少人数のグループの話し合いを主導しました。これにより、市民は自分の意見
や抱負を他の人と共有する空間と時間を持つことができました。これらのセッションの重要な要素は傾聴でした。私
たちは参加者に対し、3つの幅広い自由回答形式の質問をしました。

a) 自身が直面した問題や課題を含め、パンデミックについての経験を語ってください、b) シンガポールをCOVID-19
から立ち直らせるための抱負を語ってください、c) その抱負を実現するためにあなたにできることを1つ挙げてくださ
い。

これらのセッションや調査を通じて収集した意見は、社会的支援、雇用と経済、テクノロジー、ガバナンス、保健、市民
とのエンゲージメントなどの15のテーマにまとめられました。2021年2月、シンガポール政府はこれらの会話を評価す
るためのウェブサイトを開設しました。

ESCは、市民とのエンゲージメントを行動に変換することのできる強力かつ持続的なパートナーシップの実現に向け
た最初の一歩に過ぎません。私たちはこれまでに、30の「シンガポールとともに行動する連合（AfA）」を結成しました。
セクターをまたいだ協力機構であるAfAは、市民と官民の代表者らのエコシステムを構築し、具体的な課題に対処し
ています。AfAはESCから浮上した重要なテーマについて急速な前進を遂げつつあり、例えばメンター連合は、教育や
キャリア、人生の転換点に関してメンターに相談する機会を若者に提供しています。
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特 に弱い立場にある国民を守るために行政が拠
り所としているのが、収入補助や社会的支援の
サービスです。しかし、世界を見渡すと多くの社

会のセーフティネットにほころびが生じています。COVID-19
のパンデミックにより、多くの国で住まいを失う人が増える
とともに、経済格差も広がりました。

費用の増加と利用者の期待の高まりに直面した行政機関
は、公平で切れ目がなく効果的な社会的支援の提供方法
を見直しています。そうした中で、「問題を根本から対処す
る」、「小さな問題が大きくなる前に早期介入を行う」、「より
自立的でレジリエンスの高い道筋を作る」といった予防を
重視する方向にシフトしています。目指しているのは、セー
フティネットのほころびを繕うというよりも、セーフティネッ
トそのものを編み直すことです1。

社会的支援の再構築
社会のセーフティネットの再編

デボラ・シルス、ティファニー・フィッシュマン、ジョシュ・ヒジャートソン、
レベッカ・ケープス・オズモン

トレンドの要因

・ �COVID-19による経済の混乱により、世界人口の多くの�
層 —特に、何百万人もの低賃金労働者に加えて、若年労
働者や女性— が新たに弱い立場に陥りました2。

・ �社会的支援の需要が増大しています。その背景には、人口
の高齢化、ホームレス人口の増加、食料不安とともに、メ
ンタルヘルスの問題や薬物乱用の流行拡大があります。

・ �過去数十年間における仕事の質の低下により、手当をほ
とんど又は一切受けられない低賃金の仕事にとどまる労
働者が増え、その人たちが基本的ニーズを満たすために
社会的支援機関に援助を求めるようになっています3。

・ �多くの行政機関は社会のセーフティネットの強化にまで
手が回っていません。それを行うには、他の重要な優先事
項を犠牲にする必要があります。
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現在見られるトレンド

多くの政策決定者やサービス提供者は、対処よりも予防に
力を入れるようになっており、厳しい状況にある利用者がよ
り早く生活を再建できるように、収入補助、子どものケア、
健康サービス、住宅支援、その他の援助を一括して提供で
きる「総合型」の社会的支援サービスを立ち上げる事例が
増えています4。また、個人とコミュニティのレジリエンス強
化を目指す支援プログラムに投資するとともに5、新たな働
き方に対応できるようセーフティネットの不備を補う方策を
模索しています6。

データを活用した効果的な介入計画
社会的支援機関は、支援プログラムを中心とした視点で利
用者を見る傾向にあります。これは、様々な支援プログラム
が、一つのセーフティネットを構成するパーツとしてではな
く、別個のものとして立ち上げられ、運営されてきたことで
必然的に生じてしまった副作用です。しかし、このアプロー
チでは、実在する人間の複雑性をとらえることはできませ
ん。対象者は、人為的な支援プログラムの枠を越えて複数
のニーズを抱えているかもしれないのです。

幸いにも、複数の情報源のデータを統合して早期介入に役
立てるという革新的な取り組みのおかげで、支援プログラ
ムの境界を超えたアプローチが可能となってきています。

米国のオレゴン州では、データ統合によって、子どもの生活
関連プログラムやサービスの効果をより詳しく把握できるよ
うにしています。オレゴン州子供統合データセット（Oregon 
Child Integrated Dataset）では、同州の教育省、幼児教育
課、福祉サービス省、オレゴン保健局、オレゴン青年局の5
機関のデータを確実に組み合わせて分析することで、子供
にとってより良い成果を生み出せる機会を特定できるよう
になっています7。

英国での同様の取り組みとして、子どもを搾取の危険から
守ることを目的とした、ロンドンのヒリンドン特別区議会の
AXISプロジェクトがあります。同プロジェクトでは、2017年
10月から2021年1月までに先進テクノロジーを活用して区
内の情報を収集・統合し、搾取の危険にさらされている314
人の子どもを特定しました。収集したデータは、専門技能を
持つスタッフが本格的な介入を行う際の判断材料にもなっ
ています8。

人間中心設計（Human-centered design（HCD））では、“人
間”、つまりその人たちの信条、価値観、感情や願望を、公的
プログラムの設計と実行の中心に位置づけます。HCDは、
従来の社会支援サービスのアプローチとは真逆です。運営
上の目標を定めた“後に”利用者のニーズに当てはめると
いうアプローチの代わりに、HCDはサービスの対象者を理
解し、問題の根本にある原因を明確にする作業から始めま
す。サービス提供者が充足されていないニーズを把握した
ら、そこから得られた知見を基にサービスの設計や提供方
法を改善します。

社会的支援機関は、多くのプログラムでHCDを利用し始め
ています。米国のMedicaidプログラムでは、加入者が保険
契約や医療保険を更新せずに解約してしまう要因の検討
にHCDを活用しています9。また、労働関連機関では、HCD
に沿って失業保険の申請者がどのように手続きを進めて
いるかを把握してミスが起こる可能性を抑制し、ひいては
ケースワーカーの負担軽減につなげています10。子ども支
援機関でも、なぜ一部の親は扶養義務を果たすことが困難
なのかを深く理解し、そうした親への支援方法を見つける
ためにHCDを使っています11。

アブダビ政府の低所得家族向け社会的支援プログラムは、
民族誌的調査とデジタルデザイン原則を採用して、経済的
支援やそれ以外の支援をセルフサービスで利用できるよう
にしました。このサービスデザインにより、COVID-19のパン
デミックの間も支援が途切れることはなく、農園や僻地のコ
ミュニティにも公平なサービスを確実に提供できました12。
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社会のセーフティネットの再編

北米
米国・カリフォルニア州
カリフォルニアの非営利団体Lava Maeが開催す
る1か月間限定の支援村は、ホームレスの人たち
を支援する様々な窓口を公共スペースに併設し
ています。

カナダ・オンタリオ州
オンタリオ州は、給付金を振り込めるVisa決済
カードを、銀行口座を持たない受給者に提供しま
した。

欧州・中東・アフリカ
デンマーク
デンマーク雇用省は、国民一人ひとりに複数の
サービスを組み合わせ、調整を行うケースワー
カーを配置することで、相手に合わせた支援を提
供しています。

南アフリカ
南アフリカ社会保障庁のデビットカードを使っ
て、給付金を電子的に受け取ることができます。

アラブ首長国連邦
アラブ首長国連邦のMasarraカードサービスは、
高齢者向けに特典や割引をオンラインで提供し
ています。

英国
Troubled Familiesプ ロ グ ラ ム とChanging 
Futuresプログラムは、困難な状況にある家庭と
成人をそれぞれ対象に、「全人格的」アプローチ
で利用者の個別のニーズに対応します。

アジア太平洋
オーストラリア
厚生福祉省は、MyGovとCenterlinkポータルを
通じて利用者のライフイベントをデジタルマッピ
ングし、行政サービスや支援を見つけやすくして
います。

インド
インドの生体認証ユニバーサルID「Aadhaar」を
利用した決済システム（AePS）を使って、2020-
2021年度に720億米ドルが8億人の国民の銀行
口座に直接送金されました。

ニュージーランド
Strengthening FamiliesプログラムとWhānau 
Oraイニシアチブは、マオリ系住民を主眼に置い
た支援プログラムで、家庭が省庁の垣根を越えた
ケースワークを受けられるよう支援します。

シンガポール
シンガポールは、ワンストップサービスを提供する
社会サービス事務所を、低所得者が住む地域の
近くに開設しました。
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インパクト・ゲノム・プロジェクト：プログラムの「遺伝子」を体系化する

Mission Measurementは、米国を拠点として、企業や非営利団体、政府に社会的成果の測定に関する助言を行う会社
です。同社は、効果のデータを標準化して実行可能なものとするために、インパクト・ゲノム・プロジェクト（IGP）を立ち
上げました。標準化したデータを基に、データベース基盤がベンチマークや予測、エビデンスをまとめたレポートを作
成します24。

IGPの取り組みの根底には、ほとんどの社会的プログラムは、標準化や体系化、定量化、分析が可能なプログラムデザ
インの特徴、つまり、「遺伝子」を共有しているという考え方があります。かねてから行政機関の事務官は、支援の利用
者集団が異なるプログラムの比較、評価を行うのに腐心してきました。信頼性の高い基準がなければ、比較は常に疑
わしいものになってしまいます。

IGPは、標準化されて比較可能なデータを生成することで、「なぜ一部の支援プログラムは、他の支援プログラムより
も良い結果を残しているのか」といった質問に答えることを目指しています。比較やベンチマークにより、より有効な対
策の特定につながり、ひいては公共政策と慈善活動を効果的に進めるための指針とすることができます。

一体型支援の導入
大半の社会的支援プログラムは、個人や家庭が厳しい時期
を切り抜けられるよう、一時的な援助や給付を個人や家庭
に提供することを目的としています。しかし、利用者の問題
の根源に迫ることや、複数の課題が絡み合う状況に対処す
ることは、通常は支援プログラムの範囲外です。こうした限
界を克服しようと、一部の行政機関は物理的、精神的、経済
的、社会的なニーズに対応できるオールインワンの包括的
な支援の確立に取り組んでいます。

その一例として、英国の住宅・コミュニティ・地方自治省は、
複数の行政機関が関わるアプローチを採用して、利用者と
その個別のニーズに適したサービスのマッチングを行って
います。同省のTroubled Familiesプログラムでは、支援プ
ログラムを利用する各家庭に、様々な支援機関と必要に応
じて連携するケースワーカーが付きます。また、Changing 
Futuresプログラムでは、セクターを超えた提携により調整
された一体型サービスを個人の利用者に提供しています13。

ニュージーランド政府は、Strengthening Familiesプログラ
ムとマオリ系住民を対象としたWhānau Oraイニシアチブ
を通じて、サービス連携を円滑化しています。双方の支援プ
ログラムでは、複数の社会的サービスを利用する家族には

ケースワーカーが配置され、利用できる支援プログラムを
探し、状況に合った総合型支援サービスを確実に受けられ
るよう支援します。そのようなサービスを受けることで、利
用者の就労状況の改善や生活の安定、自立につながってい
るとの結果が示されています14。

デンマークの雇用省のサービス提供モデルでは、一人ひと
りの働く能力に注目します。就業準備ができており、業務に
適しているとアセスメントで評価された求職者には、通常
のケースワーカーが付きます。仕事に復帰するまでに時間
を要する人や置かれている状況が複雑な人には、最適な一
連のサービスを確実に受けられるように、他の政府機関と
の調整も担うケースワーカーが配置されます。こうしたコー
ディネーター役のケースワーカーの目標とするところは、そ
れぞれの求職者に合った就労支援、社会的サービス、給付
を組み合わせて提供することです15。

テクノロジーは、政府による一体型支援の取り組みの実
現を支えるとともに、複数のニーズを持つ利用者が自力で
サービスを探せるようにするのにも役立てられています。例
えば、「コミュニティ・リソース・エンジン」と呼ばれるオンラ
インポータルは、住居、食料、雇用などの問題を抱え、支援
を求める住民に、代替的なリソースを提示します。こうした
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ポータルではAIを活用して、申請者の事前スクリーニングを
行い、受給資格がある給付に直接誘導し、支援の開始から
終了までの結果をさかのぼって確認することができます16。
ユーザーの健康の社会的決定要因を追跡し、コミュニティ
のパートナーにサービス照会管理ツールを提供し、支援を
調整するケースワーカーをサポートし、住民から状況に関
するフィードバックを得ることも可能です。

コミュニティのレジリエンスの強化
政策決定者とサービス提供者の間で、社会的支援の最重要
目標はレジリエンスであるという認識がますます広がってい
ます17。この目標を達成するには、拡大家族、信仰上のコミュ
ニティ、地元の非営利団体や町内会などの、コミュニティや
自発的な支援ネットワークに投資する必要があります18。

Family and Natural Supports（FNS）プログラムは、カウン
セリングや調停、スキル構築を通じて、若者とその若者を気
にかける大人（親、祖父、祖母、おば、おじ、兄弟姉妹、隣人、
先生、コーチなど）との関係性を強めることに焦点を当てて
います。適切な個人との関係を育むことで、若者を学校やコ
ミュニティにつなぎ止め、生涯を通じて若者が頼りにできる
ネットワークを構築します19。

カナダの2016年のWithout a Home調査によると、調査に
回答した1,103人のホームレスの若者のうち4分の3以上
が、家出に至った主な理由として親との関係が悪いことを
挙げていました。その一方でそのうちの70%以上の若者は、
家出をしてからも毎月1回以上家族と連絡を取っており、家
族との関係改善を望んでいました20。FNSプログラムを運営
するトロントのCovenant Houseは、医療支援やケースマネ
ジメントを提供することで、若者が安全に家族との絆を取り
戻せるようサポートしています21。

コミュニティのレジリエンスを強化しようとする政府は、コ
ミュニティを良くする因子に関するデータも探しています。
従来は、関心が集まるのは失業、犯罪歴、ホームレス、食料
不足といった問題です。何人のお年寄りが診療を受ける際
にボランティアが運転する車に乗せてもらっているか、ある
いは何人の失業者が安定した職業に就けているかといった
ことは、あまり注目されません。

しかし、強みに焦点を当てたデータ収集では、地域資産と
住民の暮らしのうまくいっている側面を考慮します。うまく
いっている事柄に焦点を当てることで、未活用又は活用不
十分な地域資源や地域資産を発見することができます。例
えば、米国ケンタッキー州のホワイツバーグでは、Letcher 
County Culture Hubと呼ばれるコミュニティパートナー
シップが地域の資産を活かして立ち上げられ、コミュニティ
の可能性の向上と地域経済の活性化に取り組んでいます22。
これまでに、地元での開業、業務拡大を支援し、地元のアー
ティストや農家、教師などが自分たちのスキルを活かして収
益を生み出せるようサポートし、地域の収益源である2つの
文化団体（スクエア・ダンス、ブルーグラス音楽祭）を復活さ
せました23。

コミュニティや家族に自らの支援のための資源を提供する
ことで、社会的支援機関は依存ではなくレジリエンスを育
むことができ、今後のショックに耐えられるコミュニティ作り
を進められます。

今後に向けて

パンデミックによって、今日のニーズに合った社会的支援
制度を構築できる、またとない機会が生まれています。リー
ダーは、次の対応を実行することで長期的な成功を達成し
やすくなります。

・ �ケースワーカーを反復的な業務から開放する。社会的支
援機関は、データ入力やレポート作成など、職員の1日の
仕事の大半を占める多くの業務を処理できる高度なテク
ノロジーに投資するとともに、利用者が自分でサービス
を探して利用できるセルフサービスモデルを導入すべきで
す。そうすることで、ケースワーカーは個別のニーズに応じ
て個人や家庭と直接関わる業務に時間を割けるようにな
ります。

・ �人間中心の視点を採用する。社会的支援機関は、サービ
ス提供者、ケースワーカー、その他の関係者が同席する場
に利用者を定期的に招き、対応策のラピッドプロトタイピ
ング、テスト、反復実行に関わってもらうようにするべきで
す。踏み込んだ共同作業によって、有用な対応策の立案を
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速く進めることができ、高額の投資を行う前に実効性のな
いアイデアを排除できます。こうした取り組みを広げるた
めには、行政機関のリーダーは調達方法を変更してHCD
の普及を促進しなければなりません。

・ �エコシステム・アプローチを採用する。社会的支援プログ
ラムは、支援エコシステム全体の世話役として機能し、自
発的な支援ネットワークを活性化させ、世話役を務める
コミュニティのレジリエンスを強化するものであるべきで
す。コミュニティ・リソース・エンジンは、地域で提供してい
る幅広い支援に貴重な知見をもたらしてくれると同時に、
足りない部分も浮き彫りにしてくれます。

・ �データとエビデンスを行動につなげる。政府機関は、デー
タとエビデンスを指針として最も効果的な社会的支援策
を策定するべきです。行政機関は、効果に関するエビデン
スを意思決定の材料として役立てると同時に、利用者の
成果や制度の効果に関するリアルタイムのデータを利用
することで、イノベーションを起こしながら「早く失敗し、早
く学ぶ」ことができます。

・ �成果に投資し、結果に基づいて報酬を支給する。真の意
味で家庭やコミュニティの福祉を改善するためには、支援
プログラムの設計、調達、実施、評価の中心に成果を位置
づけるべきです。
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実務者の声

セリア・パルニス、
サンパウロ州社会発展省秘書官

データを統合し、100万人超の深刻な影響を受けた市民に給付を支給する

COVID-19によって、本当に困っている人たちに給付を支給するのに実際に役立つデータ統合に注目が集まりました。
サンパウロ州の社会発展省の取り組みは、深刻な影響を受けた個人や家庭に速やかな給付を実行するにあたって、
極めて重要でした。

パンデミック以前にも、ブラジル・サンパウロ州の150人以上の秘書官が毎週集まって、いかに連携を円滑に進められ
るかを皆で議論していました。そのおかげでパンデミックの発生時には、以前から進めていたデータ統合の取り組み
を直ちに加速させ、膨大なデータを使って切れ目のない、それまでよりも質の高いサービスを市民に提供することが
できました。機関の垣根を越えて2,000カ所以上の情報担当支局のデータを集めて組み合わせることで、サンパウロ
州社会発展省は100万人を超える深刻な影響を受けた市民に給付を支給することができました。Bolsa do Povoは
サンパウロ州の歴史上最大規模の社会支援プログラムで、州の所得移転行為を一元化し、各受給者に対応する情報
共有と送金を簡略化しました。私たちのチームは、テクノロジー、スマートプロダクトデザイン、自動化プロセスを使っ
て「玄関口」を再設計しました。既存の市民情報とシステムの裏側で作動する自動化技術を組み合わせて、カスタマイ
ズされたポータルを制作したのです。市民は、利用資格がある社会的プログラムをわずか数クリックで簡単に確認で
きるようになりました。

当省ではまた、有効な身分証明書を当時持っていない人たちも緊急給付を受けられるようにするために、テクノロ
ジーを活用しました。第三者機関の支援を得て、家を失った個人や家庭を対象に、レストランチェーンBom Pratoの59
店舗で実施した1日3回の食事の無料配布を高度に管理する支援システムを制作しました。このシステムを作ったこと
で、カードのQRコード（携帯電話のカメラでスキャンできるバーコードの一種）でホームレスの人たちと本人確認情報
を登録できるようにもなりました。この一意のQRコードをPVCカードに印刷して受給者に届け、受給者がこのカードを
使って食事を受け取れるようにしました。

私たちの今後のビジョンは、強力なテクノロジーツールを使ってシステムとデータを活用、統合し、現場業務の改善を
続けることです。これは私たちにとって、さらに多くの行政機関との連携を進めて、利用者に合わせた支援プログラム
を企画し、利用資格がある受給者利用を促進することを意味しています。
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